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はじめに 

 

現在、農村地域においては、混住化の進展等に伴い、農業農村整備事業と地域社

会との関わりが増していることから、事業を効率的、効果的に実施していくためには、

地域住民の多様なニーズを幅広く反映させていくことが必要であります。 
また、厳しい財政事情の下で引き続き社会資本整備を着実に進めていくことが要請

されており、コスト縮減に配慮しつつ住民が求める社会資本を可能な限り早期に整備

するため、住民参加型の手法の活用が求められています。 
このような状況の中で、農林水産省では、農業農村整備事業等で計画される施設

のうち、身近な施設を対象に比較的簡易な工事については、農家・地域住民等が自ら

の意思に基づき参加・実施する「直営施工方式」を創設し、平成１４年３月に通知を発

出したところであります。 
 その後、これまでの間、全国各地で多様な主体の参加のもと直営施工の取り組みが
なされ、その実績も増加してきております。 
 この「直営施工推進マニュアル」は、直営施工のさらなる推進を図るため、平成１４年
度から平成１６年度までの施工事例を収集・紹介するとともに、実施内容等を分析・類
型化し、直営施工を実施する際の手引き書となるように作成したものであります。 
 直営施工については、コスト縮減が図られるほか、住民参加による地域の活性化、
施設の良好な維持管理等も期待されることから、農林水産省としても、この推進マニュ
アルを活用しながら積極的に推進・拡大を図ることとしております。 
 なお、事業制度としてはまだ、検討の余地もあると思われますので、実施の過程で
生じた課題・要望等については、ご意見をいただければ幸いです 
 最後に、本マニュアルについては、全国土地改良事業団体連合会に委託して作成
したものです。また、北海道開発局、沖縄総合事務局、緑資源機構、都道府県、市町
村及び土地改良区等のご協力を得て作成することができました。これらの関係機関の
皆様にはこの紙面を借りてお礼を申し上げます。 
 
 
     平成１８年８月 

農林水産省農村振興局設計課 
                                        施工企画調整室 
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   Ⅰ．農家・地域住民等参加型の直営施工
の取り組み、実施の概要について



１．農家・地域住民等参加型の直営施工の取り組みのねらい

○取り組みの背景

平成１３年６月に閣議決定された「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関

する基本方針 （いわゆる「骨太の方針 ）において、日本経済の再生に向けて歩むべき」 」

方向性が明確にされました。

この基本方針の中で、新世紀型の社会資本整備のあり方の一つとして 「効率性／透、

明性の追求」が謳われ 「公共事業のコストを縮減する」こと 「住民が求める社会資本、 、

を可能な限り早期に整備するため、住民参加型の手法を活用する」ことなどが明記され

ました。

これを受けて農林水産省でも、同年９月に定められた「改革工程表」において、画一

的な整備から弾力的な整備へ転換などの「事業の進め方に関する４原則」を導入し、農

林水産公共事業を抜本的に改革していくこととしました。

こうした抜本改革の一環として、平成１４年度から農業農村整備事業等において、農

家・地域住民等参加型の直営施工方式（以下「直営施工」という ）の実施に取り組む。

ものとして 「農業農村整備事業等における農家・地域住民等参加型の直営施工につい、

て （平成１４年３月２９日付け農村振興局長・生産局長の通知）を発出しています。」

また 「農業農村整備事業等コスト構造改革プログラム （平成１５年４月１日農村振、 」

興局長通知）の具体的施策として 「農家等の労力提供と創意工夫による低コスト整備、

」 、 「 」（ ）手法を導入する こと 及び 土地改良長期計画 平成１５年１０月１０日閣議決定

において 「多様な主体の参加の促進」として 「土地改良区に加え、地域住民やＮＰＯ、 、

等の参加を促進する」ことが明記されています。



「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関する基本方針」　（抜粋）

　第２章　新世紀型の社会資本整備－効果と効率の追求

　   ５．効率性／透明性の追求
　　（４） 事業の発注・実施手続
　     　 ・ 公共事業のコストを縮減する。
　   　　・ 競争政策を強化する。
　 　  　・ 電子入札を拡大する。
  　 　   ・ 住民が求める社会資本を可能な限り早期に整備するため、住民参加型
　　  　     の手法を活用し、事業が認定された後は関連する手続きの迅速化を図
　 　　  　 る。

平成１３年６月に閣議決定された「今後の経済財政運営
及び経済社会の構造改革に関する基本方針」（いわゆ
る「骨太の方針」）において

事業の効率性／透明性の追求の一環として、
　○公共事業のコストを縮減
　○住民参加型の手法を活用
を明記。

平成１３年９月に定められた「改革工程表」（経済財政
諮問会議）において

事業実施方式を抜本的に改革することとして、
　○農家の労力提供等による低コスト整備の実施
を明記。

平成１４年度から農家・地域住民等の労力提供による直営
施工を推進

　【 対 象 施 設 】
　　　・ 末端用排水路、耕作道路、
　　　・ 区画整理（権利移動を伴わないもの）、
　　　・ 暗渠排水、環境整備工など

「改革工程表」　（抜粋）

◇社会資本整備
　　《改革の理念（考え方）》
　　　　  公共投資の硬直性を打破し、豊かな国民生活や力強い経済活動の基盤と
　　　  なる、効果の大きい社会資本を効率的に整備する仕組みを確立すること。

　　《具体的政策の内容》
　　　（効率性／透明性の追求）
　　　　○事業実施方式を抜本的に改革する。（農林水産省が実施する政策）
　　　　　・ 採択後３年が経過して着工見込みのない地区は中止するルールを
　　  　　　  新たに設定。
　　　　　・ 平成１４年度の新規採択総事業費を縮減。
　　　　　・ 農家の労力提供等による低コスト整備の実施。
　　　　　・ 事業計画や基準を事前に公表し、国民の意見を聴取。
　　　　　・ 事業再評価や入札契約情報をホームページで公開。



○期待される効果

直営施工は、農業農村整備事業等で計画される施設のうち、身近な施設を対象に比較

的簡易な工事について農家・地域住民等が自らの意思に基づき参加・実施するものであ

、 、 、り 住民参加による地域の活性化 創意工夫による工事コストの縮減と地元負担の軽減

整備された施設の良好な維持管理など、骨太の方針が目指す新世紀型の社会資本整備の

あり方に沿った効果が期待されます。

「農業農村整備事業等コスト構造改革プログラム」　　（抜粋）

６．具体的施策
（４）地域特性の重視
　１）オーダーメイド原則の導入
　

　　　○事業主体が材料を提供し、農家や地域住民が労力提供する直営施工方式を実施

施策３０ ： 農家等の労力提供と創意工夫による低コスト整備手法を導入する。

「土地改良長期計画」　　（抜粋）

第１　土地改良事業についての基本的な方針
（４）多様な主体の参加の促進
　　　農村地域の混住化の進展等により土地改良事業と地域社会の関わりが増している
   状況を踏まえ、事業の構想から事業計画の策定、工事の実施、完成施設の維持管理に
   至る事業の各段階において、土地改良区に加え、地域住民やＮＰＯ等の参加を促進す
   る。
　    また、効率的かつ効果的に社会資本を整備するため、民間の資金、経営能力を活用
   する観点から、ＰＦＩの活用を図る。

期待される効果

①住民参加により地域が活性化
②土地改良区などの自助努力が助長
③創意工夫により工事コストの縮減と農家負担の軽減
④自ら整備した施設は愛着をもって維持管理



２．実施方式の概要

○基本要件

直営施工は、既存事業で造成する施設のうち比較的簡易な施設の工事について、事業

実施主体（国・都道府県・市町村等 （以下「事業実施主体」という ）が地元に対して） 。

作業内容の説明を行い、農家・地域住民等及びこれらで構成される団体から当該作業へ

の参加の申し出があり、事業実施主体が適当と認めた場合において実施することができ

ます。

○実施方法

◇事業実施主体から直営施工の作業内容の説明を受けた農家・地域住民等は、団体を通

じて、又は個人で労務参加の申し出を行い、直営施工に取り組みます。

◇団体として参加できるのは 土地改良区 都道府県土地改良事業団体連合会 以下 土、 、 （ 「

地連」という 、農業生産法人及びＮＰＯなど事業実施主体が適当と認めた団体（以。）

下「土地改良区等の団体」という ）です。。

なお、労務費支払い方式で土地改良区、土地連、農業生産法人以外の団体（以下「特

認団体」という ）が、団体として参加する場合は、事業主体の長（ただし、団体営。

事業にあっては都道府県 ）の承認が必要です。。

◇土地改良区等の団体を通じて参加する場合は、事業実施主体と当該団体が作業委託契

約を交わします。

◇個人で参加する場合は、事業実施主体と参加契約を交わします。

◇事業実施主体は、工事に必要な材料等を手配し現場に支給するとともに、自ら工事を

管理（マネージメント）します。なお、これら管理に関して必要に応じて外部機関の

技術者を活用することができます。



概 念 図

委託契約 

事
業
実
施
主
体(

国
・
都
道
府
県
・
市
町
村
等

) 支援

直
営
方
式
に
よ
る
工
事
の
実
施

資材(支給)、機械（リース）

必要に応じ外部機関の技術者を活用

工事の計画・管理（マネージメント）

参加申請

参加契約 

  農家
   

  住民

※労務参加

個人 農家、住民 

・土地改良区
・農業生産法人
・土地連
・ＮＰＯ等(特認団体)

団

体

※労務参加の方法には、団体参加の方法と個人参加の方法があります。 

参加承認

作業委託契約



○参加の方式

参加の方式には 直営施工の参加者に対して作業の報酬として労務費が支払われる 労、 「

務費支払い方式」と、無報酬で実施される「労務提供方式」があります。

どちらの方式で参加するかは参加者の意思によります。

作業内容を説明する際に、併せて参加の方式についても説明する必要があります。

労務提供方式労務費支払い方式

・工事雑費は各種保険料他工 事 雑 費

労務費

（ ）直 対価支払い

工 接 工 事 雑 費

事 工 機械経費 直 機械経費

費 事 （リース） 工 接 （リース）

費 材料費 事 工 材料費

（支給） 費 事 （支給）

費

労務提供方式では労務費の支払い

はありません



３．実施の手順

○工事内容の説明

事業実施主体は、既存事業地区の工事内容等を地元に説明する際に、この中から直営

施工の取り組みが考えられる作業内容、工事計画及び直営施工の仕組み等を併せて説明

します。

○労務参加計画の申請

説明を受けた農家・地域住民等が直営施工に土地改良区等の団体を通じて参加を希望

、 、 （ ） 、する場合 土地改良区等の団体は 労務参加申請書 様式第１号* に当該団体の規約

作業場所及び作業内容等を記載した労務参加計画書（様式第２号*）を付して事業実施
主体に提出します なお 特認団体の場合は労務参加申請書に換えて特認団体申請書 様。 、 （

式第４号*）の提出となります。
個人で参加する場合は、事業実施主体に事業実施主体が提示する方法で参加する意向

を伝えます。

○労務参加計画の承認

事業実施主体は、土地改良区等の団体から提出された労務参加計画書等を審査し、そ

、 （ ）の内容が適切である場合には 労務参加を承認する旨を当該団体に通知 様式第３号*
します。

なお、特認団体として参加する場合は、事業実施主体の長（ただし、団体営事業の場

合にあっては都道府県知事 ）の承認が必要ですので、この承認（様式第５号 *）後に。

通知することとなります。

個人での参加の場合は、作業内容等を考慮し適切である場合には、労務参加を了解す

る旨を当該個人に適切な方法で伝えます。

＊：様式は「農業農村整備事業等における農家・地域住民等参加型の直営施工に

ついて （一部改正平成１６年５月１０日付け農村振興局長・生産局長の通知」

によります ）。

○作業委託

事業実施主体は、労務参加計画書等を基に施工計画の策定、工事費積算を行い土地改

良区等の団体と作業委託契約を交わすとともに、必要な資機材を調達し、現場に支給し

ます。

個人での参加の場合は、個人と参加契約を結ぶこととなります。

○作業開始

作業委託を受けた土地改良区等の団体は、参加者の保険加入手続き、連絡・調整等

。 、 、 、を行います なお 個人での参加の場合は 事業実施主体が参加者の保険加入手続き



連絡・調整等を行います。

工事を実施していく上で必要な管理（マネージメント）は、事業実施主体が自ら行

います。なお、施工管理・安全管理及び検査等について、必要があれば、外部機関の

技術者を活用することができます。

○完了・検査

土地改良区等の団体は、受託した作業が完了したときは、事業実施主体に完了報告

を行い、事業実施主体は確認検査を行います。

個人での参加の場合は、作業が完了したことを事業実施主体が確認します。



○実施の手順フロー

事業内容説明 参加型整備への参加希望

委託料支払

      
 

労務参加計画
審査・承認

確認検査 作業完了

実施計画作成
・施工計画
・工事費積算

 作業委託契約
 資・機材提供

事業実施主体
(国・都道府県・市町村等)

農家・地域住民等

※1 土地改良区等の団体
労務参加計画の申請〔様式第２号〕

（団体規約を添付）

土地改良区などの団体

作業開始(保険等加入)

（説明会等）

（参加申請）

（参加承認）〔様式第３号〕

（特認申請）〔様式第４号〕

（特認承認）〔様式第５号〕

○事業実施主体の長（ただし、団体営事業の場合にあっては

都道府県知事。）が行います。

（完了報告）

○特認団体の承認

※2 特認団体
特認団体の申請

労務参加計画書〔様式第２号〕

団体規約を添付

団 体 参 加 の 場 合
（労務費支払い方式）

※ 土地改良区等の団体とは、土地改良区、都道府県土地改良事業団体連合会、

農業生産法人及びＮＰＯ等。

ただし、土地改良区等の団体のうちＮＰＯ等は特認団体。

〔様式第１号〕



事業内容説明 参加型整備への参加希望

委託料支払

      
 

労務参加計画
審査・承認

確認検査 作業完了

実施計画作成
・施工計画
・工事費積算

 作業委託契約
 資・機材提供

事業実施主体
(国・都道府県・市町村等)

農家・地域住民等

土地改良区等の団体

労務参加計画の申請〔様式第２号〕

（団体規約を添付）

土地改良区などの団体

作業開始(保険等加入)

（説明会等）

（参加申請）〔様式第１号〕

（参加承認）〔様式第３号〕

（工事雑費）

（完了報告）

団 体 参 加 の 場 合
（労務提供方式）
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事業内容説明 参加型整備への参加希望

作業料支払

      
労務参加承認

確認検査 作 業 完 了

実施計画作成
・施工計画
・ 工事費積算

 保険等加入

 参加契約
 資・機材提供

事業実施主体
(国・都道府県・市町村等)

農家・地域住民等

       
個  人

個  人

作 業 開 始

（説明会等）

（参加連絡）

（承認連絡）

（完了連絡）

個 人 参 加 の 場 合
（労務費支払い方式）



 

事業内容説明 参加型整備への参加希望

      
労務参加承認

確認検査 作 業 完 了

実施計画作成
・施工計画
・ 工事費積算

 保険等加入

 参加契約
 資・機材提供

事業実施主体
(国・都道府県・市町村等)

農家・地域住民等

       
個  人

個  人

作 業 開 始

（説明会等）

（参加連絡）

（参加連絡）

（完了連絡）

個 人 参 加 の 場 合
（労務提供方式）

※参加者個人が自治会単位で行う場合、代表

者へ委任する形で契約を行うことができる。



①
②

特認団体の参加の場合

事業実施主体

事業実施主体

整備への参加希望

※実施工程表（例）

・既存事業地区の工事内容等
・直営施工の仕組み
・取組む作業内容・工事計画
・参加の方式について（対価支払い有り、無し）

個人参加の場合

事業実施主体

〔参　加〕

凡　　　例

・農家・地域住民等及びこれで構
成される団体で検討

事業実施主体

事業実施主体

事業実施主体

〔説　明〕

事業実施主体

工事管理

事業計画策定時
工事説明時

工事管理

事業実施主体

土地改良区等の参加の場合

農家・地域住民

個人参加
の場合

団体参加
の場合

※団体参加とは
土地改良区等
・土地改良区（水土里ネット）
・農業生産法人
・都道府県土地連（水土里ネット）
特認団体
・ＮＰＯ等

※個人参加とは、
・農家・地域住民等

※事業実施主体とは、
・国、都道府県、市町村等

・参加申請書作成（様式第１号）
・労務参加計画の申請書作成
　　　　　　　 （様式第２号による）
・団体規約を添付

・特認団体の申請書作成（様式第４号）
・労務参加計画の申請書作成
                    （様式第２号による）
・団体規約を添付

・参加申請書（特認団体の申請書）、労務参加計画の申請書及び団体
規約等を審査・承認する。

申請書提出

※特認団体は、
事業実施主体の長（ただし、団体営
事業にあっては都道府県。）の承認
が必要です。

申請書提出

参加承認
様式第５号による

土地改良区等の団体 特認団体

・実施計画の作成
・施工計画
・工事費積算

保険等への加入手続き 保険等への加入手続き

参加承認
様式第３号による

作業委託契約 作業委託契約

作業の開始 作業の開始
必要に応じて

外部機関の技術者の
活用を検討

必要な資機材を調達
し、現場に支給する。

別途契約により施工管理
等のための現場技術業務
等を委託するか検討（測量
試験費で対応）

工事管理・工程管理・労務管理・安全管
理・出来形管理・品質管理等を適切に行
う。

　　　　　　　　　　　　　　　出来形確認検査
・関係書類に基づき、工事の実施状況、出来形及び品質等について確認
する。
・工事の実施状況の確認は、出来形管理、品質管理その他の実施状況に
関する各記録（写真等）と、委託契約書、図面、その他関係書類を対比して
行う。

作業完了・報告 作業完了・報告

参加者への連
絡・調整

参加者への連
絡・調整

　　　　　　　　　　　　　　委託料支払い
・対価（労務費）の支払いは、口座振込みが望ましいが、現金支払いの場
合は受領印と署名を取るなど、書類で整備しておくこと。
・労務提供の場合は、工事雑費の委託料が支払われるので、保険料領収
書、通信費、消耗品費等を書類で整理しておくこと。

・事業実施主体に個人で労
務参加の申し出を行う。

参加連絡

　　　　労務参加承認
・作業内容等を考慮し適切で
ある場合は、労務参加を了解
する旨を個人に伝える。

※対価支払い有り・無しとは、
労務費支払い方式（対価有り）
労務提供方式（対価無し）

・実施計画の作成
・施工計画
・工事費積算

・保険等への加入
手続き

個　　　人

作業の開始

必要な資機材を
調達し、現場に
支給する。

工事管理・工程管
理・労務管理・安
全管理・出来形管
理・品質管理等を
適切に行う。

参加契約

作業完了・連絡

完了報告 　完了報告

　　　　　出来形確認検査
・関係書類に基づき、工事の実施状況、出来
形及び品質等について確認する。
・工事の実施状況の確認は、出来形管理、品
質管理その他の実施状況に関する各記録（写
真等）と、委託契約書、図面、その他関係書類
を対比して行う。

　　　　　　　作業料支払い
対価の支払いは、口座振込みが望ましいが、
現金支払いの場合は受領印と署名を取るな
ど、書類で整備しておくこと。

事業実施主体

土地改良区等の参加の場合

特認団体の参加の場合

個人参加の場合



４．直営施工の作業内容

直営施工の作業内容は、参加者の作業経験等を想定し、対象施設の重要度、作業の

難易度及び安全確保の点を考慮して事業実施主体が選定します。

対象となる作業には 『別表－１』のようなものがあります。、

『別表－１』

対 象 作 業 （ 参 考 ）

工 種 作 業 内 容

土 工 関 係 ・掘削面の高さが２メートル以下となる地山の掘削

水 路 工 ・厳密な標高管理を要しない用排水路末端部分の施工

・小規模な水路（コンクリート二次製品等）の設置

・小規模な取水・分水施設の設置

道 路 工 ・耕作道路等の新設・改良

・耕作道路等における砂利・コンクリート舗装

区 画 整 理 ・畦畔の造成・除去

(権利移動を伴わ ・ほ場進入路の造成・除去

ないもの） ・心土破砕

・客土、土壌改良材の投入

暗 渠 排 水 ・弾丸暗渠等の簡易な暗渠排水の施工

環境整備工その他 ・鳥獣害防護柵の設置

・看板、ベンチ等の設置

・重機を伴わない植栽

・転落防止柵の設置

上記、別表１は参考であり、Ⅳ．農家・地域住民等参加型の直営施工実績（平成１４年度～

平成１６年度）の直営施工実施事例集計表に実施した事例を示しているので参考としてください。



（代表的な作業の例示）

【 水 路 工 】
（水路蓋の設置工）

（ベンチフリュームの設置工）

（底石敷き並べ工）

（丸太階段・丸太橋設置工）



（代表的な作業の例示）

【 道 路 工 】

（コンクリート舗装工）

（敷砂利舗装工）

（コンクリート舗装工）

（敷砂利舗装工）



（代表的な作業の例示）

【 区 画 整 理 工 】

（レーザープラウによる耕起作業）

（土壌改良材散布工） （石れき除去工）

（石れき除去工）



（代表的な作業の例示）

【 暗 渠 排 水 工 】

【 環 境 整 備 工 】
（植栽工）

（植栽工） （親水護岸工・木杭設置）

（木道整備）



（代表的な作業の例示）

【 環 境 整 備 工 】

（張芝工） （植生マット工）

（植栽工） （雑割石積工）



５．労務参加申請の審査

土地改良区等の団体から提出された労務参加申請書及び特認団体から提出された特

認団体申請書の審査は 『別表－２』を基本とし、必要に応じて項目の追加を行うも、

のとします。

『別表－２』

労務参加申請書及び特認団体申請書の審査・承認要件の基本事項

審 査 項 目 ・ 内 容 承 認 要 件

○申請書類の確認

・関係書類の添付の有無 ・必要書類が揃っていること

労務参加申請書（様式第１号）

（ （ ））特認団体申請書 様式第４号

労務参加計画書（様式第２号）

当該団体の規約

○労務参加計画書の確認

・記載項目 ・必要事項が記入されていること

・事業名、地区名 ・対象事業、採択地区であること

・作業内容、作業工程 ・実施が可能な内容、人数、日数であること

○規約の確認（既存団体の場合）

・団体の目的 ・営利目的の団体でないこと

・地域の発展、良好な地域活動などを目的と

していること

・団体の活動、事業、業務 ・目的を達成するための適切な活動、事業が

行われていること

・団体の組織 ・地域住民等で構成されていること

・作業の適切な実施が可能であること

・団体の会計 ・委託費受入の透明性が確保されていること

※ 記載事例につきましては、Ⅱ．通達集で様式第１号（労務参加申請書 、様式第３）

号（労務参加承認書 、様式第４号（特認団体申請書 、様式第５号（特認団体承認） ）

書 、及び様式第２号（労務参加計画書）を掲載していますので、参照してくださ）

い。



６．実施計画の作成

○施工計画の策定

施工計画の策定にあたっては、当該作業内容・作業量を勘案し、適切な人数、日数を

設定します。特に、労務費支払い方式の場合には、工事費に与える影響が大きいので留

意する必要があります。

また、資機材の調達は事業実施主体が自ら行い、作業の進捗状況に併せて必要な時期

に必要な量が現場に支給できるように計画する必要があります。

（Ⅱ．通達集、１５農振第２８１９号平成１６年５月１０日通知の様式第２号参照）

○工事費積算（労務費支払い方式）

参加者に対して対価（労務費）を支払う場合は、直営施工の対象工事に係る全ての直

（ ） 、 （ ）接工事費相当額 Ｂ が 当該対象工事を請負施工とした場合の直接工事費相当額 Ａ

（以下「限度額」という）を超えないものとします。

労務費支払い方式請負施工

＜工事価格＞

一般管理費等

共通仮設費

間接工事

＜工事価格＞費 現場管理費

（ ）（Ａ）≧（Ｂ） 工事雑費 ×A 3.5%
工 労務費

事 労務費 （対価を

費 工 支払い）

直接工事 機械経費 事 直接工事 機械経費

費 費 費 （リース）（Ａ） （Ｂ）

材料費

材料費 （支給）

◇労務費

労務費は、作業の実施に必要な労務に要する費用とし、その算定は所要人員に労務

賃金を乗じて求めるものとします。

(1) 所要人員

所要人員については、事業実施主体が審査し適切であると認めた労務参加計画書

の人数等により算定します。



( 2) 労務賃金

労務賃金とは、直接作業に従事した参加者に支払われる賃金であり、直営施工は

身近な施設を対象に比較的簡易な工事を実施するものであることから、別に定める

「公共工事設計労務単価」の「軽作業員」によることとするほか、地域の実情に即

した賃金を採用するものとします。

◇機械経費、材料費

事業実施主体が実際に調達する価格とします。

材料の調達は、請負業者（建設会社）との契約は行わず、メーカー、問屋又は特約

店と直接契約するよう配慮します。

機械の調達についても、材料と同様にレンタル、リースの専門業者と契約すること

とします。なお、土地改良区等の団体が所有する場合にあっては、当該団体と別途契

約するものとします。

◇工事雑費

保険、書類作成、通信、消耗品等の費用であり、当該対象工事を請負工事とした場

合における直接工事費相当額に３．５％を乗じて得た額を上限とします。

７．作業委託

○作業委託契約

対価（労務費）を作業委託料として団体に対して支払う場合は、原則として、直営施

工の実施地域にある土地改良区、土地連及び農業生産法人を対象とします。

なお、事業実施主体の長（ただし、団体営事業の場合にあっては都道府県知事。以下

同じ）が特に認めた、農家・地域住民等で構成される団体(以下「特認団体」という。)

は、対価の支払い対象団体とすることができます。

この場合、団体営の事業の場合にあっては、あらかじめ、事業実施主体は、特認団体

申請書（様式第４号*）により、事業実施主体の長に申請し、事業実施主体の長は、当

該作業を適切に実施できると特に認める場合には、特認団体承認書（様式第５号*）を

事業実施主体に通知するものとします。

＊：様式は「農業農村整備事業等における農家・地域住民等参加型の直営施工に

ついて （一部改正平成１６年５月１０日付け農村振興局長・生産局長の通知）」

によります。



○保険加入

直営施工の参加者は、傷害保険、損害賠償責任保険等に加入する必要があります。

この場合、保険内容については取扱業者により商品構成、支払限度額等が多様である

ことから、事業実施主体及び直営施工に参加する土地改良区等の団体は、直営施工の具

体的な作業内容、危険度等を考慮し、各種保険の加入及び給付条件を関係機関等に確認

の上、参加者に係る保険加入の手続き等を行う必要があります。

また、不測の事故等に対する事業実施主体の責任を果たすため、損害賠償責任保険等

の内容を吟味し、必要に応じて事業実施主体自ら保険に加入することも検討する必要が

あります。

８．工事管理（マネージメント）

事業実施主体は、直営施工の施工管理、安全管理を適切に行うものとします。なお、

施工管理・安全管理及び検査等について、必要があれば、外部機関の技術者を活用する

ことができます。

○工程管理の基本的な考え方

労務参加計画書等を基に工事実施に必要な作業の手順及び日程を定めて工程表を作成

します。

工事実施にあたっては、工程表と作業の進捗状況とを比較検討し、作業に遅れがない

ように管理する必要があります。

○労務管理の基本的な考え方

） 、 、１ 事業実施主体が直営施工の実施を土地改良区等の団体に作業委託する場合 或いは

事業実施主体が直接農家・地域住民等の参加者を得て実施する場合のいずれにおいて

も、参加者の確認とこれに対する対価（労務費）の支払いを明確にしておく必要があ

ります。

２）参加者の出役確認については、出役簿等で日々の出役、作業時間等を確実に記録し

ておきます。

○安全管理の基本的な考え方

１）直営施工の場合には、安全管理の責任は事業実施主体が負うことになります。必要

な保険手続きが済んでいるか確認が必要です。

２）当日の作業内容、手順を参加者に周知することが必要です。

３）気のゆるみ、油断は大敵です。常に気持ちを引き締めて作業を行うよう注意が必要

です。

４）また、作業上重機施工が必要な場合には、直営施工の作業と分離するなど、事故防

止のための配慮が必要です。

５）事故等が発生した場合を想定し、連絡体制を整備しておくことも必要です。



○出来形管理の基本的な考え方

出来形管理は、農家・地域住民等による施工であること、対象施設が簡易なものに限

、 、定されることなどの直営施工の特性を踏まえ 各施設の機能に着目した管理を行うなど

既存の出来形管理基準値等にこだわらず、地域や作業内容によって独自に設定するなど

の対応も必要です。

例えば、機能に着目した管理として、ベンチフリューム、Ｕ字溝、土水路などの水路

構造物の場合では、逆勾配とならないこと、中弛みを生じないこと、既製品を用いた用

水路では漏水を生じないよう接続部の目地処理を確実に行うことなど、注意して施工す

ることが必要です。

または、既存の出来形管理基準値を緩和して独自に設定するなどが考えられます。

１）直接測定による管理

必要に応じて対象施設の形状、寸法等を実測し、記録しておきます。

また、工事実施途中に、設計値と対比して大幅な差異が生じるなど施設の機能に支

障をきたす恐れがある場合は、適切な対策を講じる必要があります。

２）撮影記録による管理

作業の各段階及び進行過程の確認、直接測定による管理を実施した場合など、必要

に応じて写真撮影を行い記録しておきます。

○品質管理の基本的な考え方

資材等の品質は、カタログ、試験成績書等で品質を確認し、整理しておく必要があり

ます。

９．確認検査

○出来形確認の基本的な考え方

１）直営施工工事の出来形確認検査は、事業実施主体が自ら管理し実施した工事の完了

手続きの一環として行うものであり、関係書類に基づき工事の実施状況、出来形及び

品質等について確認します。

２）工事の実施状況の確認は、出来形管理、品質管理その他の実施状況に関する各種の

記録（写真による記録を含む）と、委託契約書（作業委託契約の場合 、図面、その）

他関係書類を対比して行います。

なお、直営施工の関係書類としては『別紙－１』のようなものが考えられます。



１０．外部機関の技術者の活用

１）直営施工では、材料手配や日々の労務管理、工事の工程・出来形・安全管理など工

事全般について、事業実施主体が直接工事の管理（マネージメント）をしていく必要

があります。

２）これらのマネージメント業務を円滑に行うため、必要に応じて農業農村整備事業等

に精通した外部機関の技術者の活用を検討します。

３）作業受託団体の職員が一定の技術力を有する場合には、作業受託に加えて別途契約

により施工管理等のための現場技術業務等を受託しても構いません。

４）なお、外部機関の技術者を活用する場合には、その必要額が、請負工事とした場合

「 」 。における 間接工事費＋一般管理費等 の額を超えないよう注意する必要があります

１１．費用の支払い

◇労務費

対価（労務費）の支払いについては、参加者本人への口座振込みが望ましいが、現

金支払いの場合には受領印と本人の署名を取るなど、より確実に支払われていること

を書類で整備しておく必要があります。

◇工事雑費

保険加入に要した費用が嵩み、前記６．実施計画の作成の項で算定した工事雑費の

額を超えることとなった場合には、保険加入に要した費用の実績により工事雑費を変

更することができます。ただし、この場合、保険料領収証書等により妥当性を確認す

る必要があります。



『別紙－１』

参考様式番号 表題 団体参加
（労務費支払い方式）

団体参加
（労務提供方式）

個人参加
（労務費支払い方式）

個人参加
（労務提供方式） 頁

労働保険等 団体 団体 事業実施主体 事業実施主体

材料費 事業実施主体 事業実施主体 事業実施主体 事業実施主体

機械経費 事業実施主体 事業実施主体 事業実施主体 事業実施主体

通達様式第1号 労務参加申請書 ○ ○ × × P28

通達様式第2号 労務参加計画書 ○ ○ × × P29

通達様式第3号 労務参加承認書 ○ ○ × × P30

通達様式第4号 特認団体申請書 ○（特認） ○（特認） × × P31

通達様式第5号 特認団体承認書 ○（特認） ○（特認） × × P31

通達様式第6号 特認団体承認一覧表 × × × × P32

参考様式1 直営施工実施申込書 × × ○ ○ P33

参考様式2 作業委託契約書 ○ ○ × × P34

参考様式3 変更作業委託契約書 ○ ○ × × P35

参考様式4 作業班規約 ○ ○ × × P36

参考様式5 労務参加契約書 × × ○ ○ P37

参考様式6 作業員賃金領収書 × × ○ × P38

参考様式7 作業員出役簿 × × ○ ○ P39

参考様式8 原材料受払簿 ○ ○ ○ ○ P40

参考様式9 機械使用承諾書 ○ ○ ○ ○ P41

参考様式10 作業日誌 ○ ○ × × P42

参考様式11 工事日誌 ○ ○ ○ ○ P43

参考様式12 作業完了報告書 ○ ○ × × P44

参考様式13 受託作業費請求書 ○ ○ × × P45

参考様式14 受託作業費支払通知書 ○ ○ × × P46

参考様式15 掲示看板 ○ ○ ○ ○ P47

※参考様式は例示であり、よく精査し各自の責任で作成してください。

農家・地域住民等参加型の直営施工関係書類（参考様式例）



様式第１号

平成○○年○○月○○日
○○○○○○第○○○号

労務参加申請書

事業実施主体の長 殿

労務参加申請者の代表

○○地区について、労務参加計画を策定したので, 「農業農村整備事業等における農家
・地域住民等参加型の直営施工について」の第２及び４に基づき, 下記の資料を添付して
申請します。

記

１．労務参加計画書
２．労務参加申請者の団体規約

土地改良区、都道府県土地改良事業団体連合会、農業生産法人の場合は定款、
通知本文第５・３なお書きに示す特認団体の場合は団体規約
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様式第３号

平成○○年○○月○○日
○○○○○○第○○○号

労務参加承認書

労務参加申請者の代表 殿

事業実施主体の長

平成○○年○○月○○日付け○○第○○○○号で申請のあった下記地区について, 労務
参加を承認する。

記

１．○○地区



様式第４号

平成○○年○○月○○日
○○○○○○第○○○号

特認団体申請書

殿事業実施主体の長
（都道府県知事（注 ））

特認団体の代表

○○地区について 「農業農村整備事業等における農家・地域住民等参加型の直営施工、
について」の第５に基づき, 下記の農家・地域住民等で構成される団体を特認団体として
承認願いたいので、関係資料を添付して申請します。

記

１．団体名称 ○○○○
２．関係資料
（１）労務参加計画書
（２）団体の規約等

（注は、団体営事業の場合）

様式第５号

平成○○年○○月○○日
○○○○○○第○○○号

特認団体承認書

殿特認団体の代表
事業実施主体の長

（都道府県知事（注 ））

平成○○年○○月○○日付け○○第○○○○号で申請のあった下記の団体については、
特認団体として承認する。

記

団体名称 ○○○○

（注は、団体営事業の場合）



様式第６号

特認団体承認一覧表
事 業 名 地区名 事業実施主体 団体名



参考様式１

直営施工実施申込書（農家申込書）

区分 無償・有償

印　　 電話番号

　実　施　計　画

実施計画は事業実施主体で記入

申込者住所

申込者氏名

作業計画図

作業内容

平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日作業期間

事業名地区名

作業場所

※農家・地域住民が作成



※農家・地域住民等が作成参考様式２

作業委託契約書（例）
（例示であり、よく精査し各自の責任で契約して下さい ）。

【事業名】の実施に伴い、委託者【事業実施主体 【代表者役職・氏名 （以下 「甲」】 】 、
という ）と受託者【受託者団体等名称 （以下 「乙」という ）との間で、以下の内容。 】 、 。
で作業委託契約を締結する。

１．目 的 甲は、次に掲げる作業を乙に委託し、乙はこれを受託する。
（１）委託名称 【作業委託名】
（２）作業場所 別紙のとおり
（３）作 業 量 別紙のとおり
２．作 業 内 容 乙は 【作業内容】を実施する。、
３．委 託 期 間 平成○○年○○月○○日から平成○○年○○月○○日
． （ （ ） ）４ 担 当 者 受託者団体等の作業担当者名 作業班における班長等 を記載する

５．委 託 費 労務参加者に係る対価及び各種保険料等の委託費の額は、金○，○○
○，○○○円（うち消費税○○○円）を超えない範囲とする。

、 、 。なお 労務参加者の作業実績等に応じて 精算変更することがある
６．損 害 負 担 作業上生じた損害は、乙の負担とする。

乙は、作業の実施に当たり第三者に損害を与えたときは、その損害を
。 、 、賠償しなければならない なお 不可抗力で発生した損害については

甲が負担するものとする。
７．作業の完了 乙は、作業を完了したときは、遅滞なく甲に作業の完了報告をしなけ

報 告 ればならない。
８．検 査 甲は、乙から作業の完了報告を受けたときは、遅滞なく委託作業内容

に関する検査を行うものとする。
９．委託費支払 委託費は、検査終了の上、受託費請求書の受理後、１４日以内に支払

うこととする。
10．協 議 事 項 この契約に定めのない事項については、甲乙協議の上処理するものと

する。

この契約を証するため、本契約書２通を作成し、甲乙記名押印の上各々１通を保有する。

平成○○年○○月○○日

甲 委 託 者 【事業実施主体住所】
【事業実施主体名称】
【代表者役職・氏名】 印

乙 受 託 者 【受託者団体等住所】
【受託者団体等名称】
【代表者役職・氏名】 印



※農家・地域住民等が作成参考様式３

変更作業委託契約書（例）
（例示であり、よく精査し各自の責任で契約して下さい ）。

【事業名】の実施に伴い、委託者【事業実施主体 【代表者役職・氏名 （以下 「甲」】 】 、
という ）と受託者【受託者団体等名称 （以下 「乙」という ）との間で、平成 年。 】 、 。

月 日付けで締結した作業委託契約について、以下の内容によって変更作業委託契
約を締結する。

１．目 的 甲は、次に掲げる作業を乙に委託し、乙はこれを受託する。
（１）委託名称 【作業委託名】
（２）作業場所 別紙のとおり
（３）作 業 量 別紙のとおり
２．作 業 内 容 乙は 【作業内容】を実施する。、
３．委 託 期 間 平成○○年○○月○○日から平成○○年○○月○○日
． （ （ ） ）４ 担 当 者 受託者団体等の作業担当者名 作業班における班長等 を記載する

５．委 託 費 労務参加者に係る対価及び各種保険料等の委託費の額は、金○，○○
○，○○○円（うち消費税○○○円）を超えない範囲とする。

、 、 。なお 労務参加者の作業実績等に応じて 精算変更することがある

この契約を証するため、本契約書２通を作成し、甲乙記名押印の上各々１通を保有する。

平成○○年○○月○○日

甲 委 託 者 【事業実施主体住所】
【事業実施主体名称】
【代表者役職・氏名】 印

乙 受 託 者 【受託者団体等住所】
【受託者団体等名称】
【代表者役職・氏名】 印



※参加団体が作成参考様式４

【作業班名称】作業班規約（例）
（例示であり、よく精査し各自の責任で作成して下さい ）。

（名 称）
第１条 この作業班は【作業班名称】という。

（事務所）
第２条 この作業班の事務所は【所在地】に置く。

（目 的）
第３条 この作業班は 【事業名】における作業を【事業実施主体名称】より受託し、こ、

れを適切に実施することをもって、事業の推進に資することを目的とする。

（事 業）
第４条 この作業班は 【事業実施主体名称】との間で結ぶ委託契約書等に従い、必要な、

作業を行う。

（班 員）
第５条 この作業班は 【事業実施主体名称】との間で結ぶ委託契約書等に基づく作業の、

適切な執行を図るため、必要な班員で構成する。

（班 長）
第６条 この作業班に、班長１名及び副班長１名を置く。

（班長等の職務）
第７条 班長は、この作業班を代表し、次に揚げる事項に留意しつつ業務を統括する。
（１）委託契約書等に従い、作業が適切に行われるよう班員を指導する。
（２）班員の適正な作業分担と作業中の事故防止に細心の注意を払う。
（３）作業に係る出役の管理を適正に行い、記録を徹底する。
（４）対価を支払う場合には、班員の出役に応じて適正に代価を支払う。
（５）班員が必要な傷害保険や損害賠償責任保険に加入することを指導する。
（６）作業の完了後速やかに完了報告を行う。
（７）受託作業に係る必要な経理事務を行う。
（８）その他作業の適切な推進のために必要な指導・事務を行う。

、 、 、 。２ 副班長は 班長を補佐し 班長に事故ある時はその職務を代理し その職務を行う

（班長等の任期）
第８条 班長等の任期は 【事業名】の実施期間とする。、

付 則 この規約は、平成○○年○○月○○日より施行する。



参考様式５

第１条

第２条 作業場所は、○○県○○郡○○町大字○○地内とする。

第３条

　　２

第４条 【作業内容】

第５条

第６条

第７条 労務参加期間の終了をもって本契約を解消する。

平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　甲　  　　　　【事業実施主体住所】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【事業実施主体名称】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【代表者役職・氏名】　印

　　　　　　　　　　　　乙　　　　　　【労務参加者住所】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【労務参加者氏名】　　印

※　第５条、第６条は労務費支払い方式の場合のみ記載

労務参加期間は、平成○○年○○月○○日から平成○○年○○月○○日

までとし、作業実施日は、別途、甲が連絡する。

作業時間は、原則として○○時○○分から○○時○○分とする。

（休憩時間　○○時○○分から○○時○○分）

労　務　参　加　契　約　書

【事業名】の実施に伴い、【事業実施主体】【代表者役職・氏名】（以下、

「甲」という。）と労務参加者【労務参加者指名】（以下、「乙」という。）と

の間で、以下の条項により労務参加契約を締結する。

                                      記

作業工程の都合等により、作業開始時間の繰り下げや、作業終了時間の

繰り上げを行う場合、別途、甲が連絡する。

労務参加の対価は、１日当たり 金○○，○○○円 または、１時間

（実作業時間）当たり　金○，○○○円とする。

この契約を証するため、本契約書２通を作成し、甲乙記名押印の上、

各々１通保有する。

対価の支払いは、労務参加期間終了後１４日以内に甲が支払う。

ただし、作業実績に応じて精算変更することがある。

※事業実施主体が作成
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主
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参考様式８

原　材　料　受　払　簿

品名 単位

物品 摘　　要 受　入 払　出
管理 年月日 現在数
者印 （作業班名）

（注）１　物品管理者印欄は，帳簿により物品の受入れまたは払出しの通知を
　　受けた管理者が押印すること。
２　摘要欄は，受入れの相手方を記入すること。
３　実態に応じて様式を変更してもかまわない。

数　量 金　額 数　量 受領印

※事業実施主体が作成



参考様式９
機械使用承諾書

  　【事業実施主体名称】
    【代表者役職・氏名】　様

【機械所有者住所】

【氏名】　　　　　印

                                      記

機械名 台数 使用料（円/日） 使用期間

　その他の使用条件（該当に丸印を付する）

    機械の貸付・返却時の運搬
    ・使用者が行う。
    ・所有者が行う。
    ・その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　燃料費の取扱い

    ・貸付時における給油分は機械使用料に含む。
    ・補給は使用者が行うこととし、使用者が負担する。
    ・補給は所有者が行うこととし、１リットル当たり○○円を別途請求する。
    ・その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

私の所有する機械について、下記により、【事業名・地区名】に使用するこ

とを承諾します。

ただし、使用中に生じた機械の損傷については、使用者の責任において賠償

されることを条件とします。



参考様式１０

作　業 日 誌
平成　　年　　月　　日（天気　　　）

番号 出勤者氏名 作業時間 作業場所、作業内容

使用機械 使用内容

備　　考

※参加団体が作成



参考様式１１

工　事　日　誌

現場主任名

補助監督員名

作業実施工事区

名

作　業　内　容

就労時間 午前・午後　　　時　　分 ～ 午前・午後　　　時　　分

作業員

就労人員 人
出役者名 ○○オペレーター

人

使用資材量

(使用機械を含む)

作 業 名 及 び

作 業 量

指示事項

記録事項

氏
名

平成　　年　　月　　日(     ) 天候

延べ　　　　　時間

氏
名

※事業実施主体が作成



参考様式１２

作業完了報告書

平成　　年　　月　　日　　

【事業実施主体名称】

【代表者役職・氏名】　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【受託者団体等名称】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【代表者役職・氏名】　印

記

受託業務名　【業務名】

平成 年 月 日付けで作業委託契約を締結した下記業務については、

業務を完了したので報告します。



参考様式１３

受託作業費請求書

平成　　年　　月　　日

【事業実施主体名称】

【代表者役職・氏名】　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【受託者団体等名称】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【代表者役職・氏名】　印

                                      記

１　業務の名称　【業務名】

２　請求金額     金○○○，○○○円
３　実施場所     別紙のとおり
４　内訳         別紙のとおり

平成 年 月 日付けで受託した下記業務の受託作業費として、下記のと

おり請求します。



参考様式１４

受託作業費支払通知書

平成　　年　　月　　日

【受託者団体等名称】

【代表者役職・氏名】　様

【事業実施主体名称】　　

【代表者役職・氏名】　印

記

委託費     金○○○，○○○円

平成 年 月 日付けで請求のあった下記の委託費については、下記

のとおり支払を完了したので通知します。



参考様式１５

　掲示看板の表示例

農林水産省補助事業

○○○○○○○事業

農家・地域住民参加型の直営施工

地 区 名：○　○　○　○

事 業 実 施 主 体：○　○　○　○

事 業 年 度：平成○○年度

事 業 規 模：コンクリート舗装

　　　　　　　　　　○．○○㎡





  Ⅱ．通　達　集



農業農村整備事業等における農家・地域住民等参加型の直営施工について
平成１４年３月２９日付１３農振第３７３７号

農林水産省生産局長・農村振興局長通知

一部改正 平成１６年５月１０日付１５農振第２８１９号

第１ 趣 旨
平成１３年６月２６日「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関する基本

方針」が閣議決定され、公共事業の「効率性／透明性の追求」として 「公共事業の、
」 、「 、コストを縮減する こと 住民が求める社会資本を可能な限り早期に整備するため

住民参加型の手法を活用」することとされたところである。
農業農村整備事業又は農村振興局整備部所管の非公共事この改革の方向に即し、

、農家・地域住民等の参加（以下「参加型」という ）で実施が可能と考業であって 。
えられる作業 について、農をその内容の全部又は一部とする事業における当該作業
家・地域住民等の参加要望に基づく、参加型の直営施工の実施により、工事コストの
縮減と農家負担の軽減を図り、併せて造成した施設に対する愛着心の醸成と良好な維
持管理を期待するものである。

第２ 基本要件
参加型の直営施工は、第３の対象作業について、事業実施主体が地元に対して説明

を行い、農家・地域住民等及びこれらで構成される団体から当該作業への参加の申し
出があり、事業実施主体が適当と認めた場合において実施することとする。

第３ 対象作業
参加型の直営施工で実施する作業は、当面の間その作業の難易度及び安全確保の観

点から、別表１に掲げるものを参考とする。

第４ 労務参加の申請・承認
参加型の直営施工に団体として参加を希望する場合、当該団体は、労務参加申請書

(様式第１号)に当該団体の規約と作業場所 作業内容等を記載した労務参加計画書 様、 （
式第２号)を付して、事業実施主体に提出するものとする。
事業実施主体は、提出された労務参加計画書等を審査し、その内容が適切である場

合には、労務参加を承認する旨を当該団体に通知(様式第３号)するものとする。

第５ 対価の支払
事業実施主体が参加型の直営施工に対して対価を支払う場合は、参加型の直営施工１

の対象工事に係る全ての直接工事費相当額が、当該対象工事を請負施工とした場合の
直接工事費相当額を超えないものとする。

また、対価を作業委託料として団体に対して支払う場合は、原則として、参加型の２
直営施工の実施地域にある、土地改良法(昭和24年法律第195号)第10条に基づき設立
される土地改良区、同法第111条の13の認可を得て設立された都道府県土地改良事業
団体連合会及び農地法(昭和27年法律第229号)第２条第７項に定める農業生産法人を
対象とする。



事業実施主体の長（ただし、団体営事業の場合にあっては都道府県知事。３ なお、
が特に認めた、農家・地域住民等で構成される団体(以下「特認団体」以下同じ ）。

という。)は、対価の支払い対象団体とすることができる。
この場合、あらかじめ、特認団体は、特認団体申請書(様式第４号)により、事業実

施主体の長に申請し、事業実施主体の長は、当該作業を適切に実施できると特に認め
る場合には特認団体承認書(様式第５号)を特認団体に通知するものとする。

事業実施主体の長（国営事業の場合を除く ）は、当該年度における参加型の直営４ 。
施工に係る特認団体承認一覧表(様式第６号)を作成し、地方農政局長(北海道にあっ
ては生産局長若しくは農村振興局長又は北海道開発局長、沖縄県にあっては沖縄総
合事務局長、独立行政法人緑資源機構及び独立行政法人水資源機構にあっては農村
振興局長 ）に、翌年度の４月末日までに提出するものとする。。

第６ 労働保険等
参加型の直営施工を実施する事業実施主体、及び参加型の直営施工に参加する農家

・地域住民等及びこれらで構成される団体は、必要な労働災害保険や損害保険に加入
するものとし、これに必要な費用は当該事業費から適切に支出するものとする。

第７ 施工管理・安全管理・検査等
事業実施主体は、参加型の直営施工の施工管理、安全管理及び検査を適切に行うも

のとする。施工管理・安全管理及び検査等について、必要があれば、現場技術業務等
の活用を図るものとする。
直営施工であるため、瑕疵担保は徴しないものとする。



別表１

工 種 作 業 内 容

土 工 関 係 ・掘削面の高さが２メートル以下となる地山の掘削

水 路 工 ・厳密な標高管理を要しない用排水路末端部分の施工

・小規模な水路（コンクリート二次製品等）の設置

・小規模な取水・分水施設の設置

道 路 工 ・耕作道路等の新設・改良

・耕作道路等における砂利・コンクリート舗装

区 画 整 理 ・畦畔の造成・除去

(権利移動を伴わ ・ほ場進入路の造成・除去

・心土破砕ないもの）

・客土、土壌改良材の投入

暗 渠 排 水 ・弾丸暗渠等の簡易な暗渠排水の施工

環境整備工その他 ・鳥獣害防護柵の設置

・看板、ベンチ等の設置

・重機を伴わない植栽

・転落防止柵の設置

上記、別表１は参考であり、Ⅳ．農家・地域住民等参加型の直営施工実績（平成１４年～平成１６

年度）の直営施工実施事例集計表に実施した事例を示しているので参考としてください。



様式第１号

平成○○年○○月○○日
○○○○○○第○○○号

労務参加申請書

事業実施主体の長 殿

労務参加申請者の代表

○○地区について、労務参加計画を策定したので, 「農業農村整備事業等における農家
・地域住民等参加型の直営施工について」の第２及び４に基づき, 下記の資料を添付して
申請します。

記

１．労務参加計画書
２．労務参加申請者の団体規約

土地改良区、都道府県土地改良事業団体連合会、農業生産法人の場合は定款、
通知本文第５・３なお書きに示す特認団体の場合は団体規約

様式第３号

平成○○年○○月○○日
○○○○○○第○○○号

労務参加承認書

労務参加申請者の代表 殿

事業実施主体の長

平成○○年○○月○○日付け○○第○○○○号で申請のあった下記地区について, 労務
参加を承認する。

記

１．○○地区



様式第４号

平成○○年○○月○○日
○○○○○○第○○○号

特認団体申請書

殿事業実施主体の長
（都道府県知事（注 ））

特認団体の代表

○○地区について 「農業農村整備事業等における農家・地域住民等参加型の直営施工、
について」の第５に基づき, 下記の農家・地域住民等で構成される団体を特認団体として
承認願いたいので、関係資料を添付して申請します。

記

１．団体名称 ○○○○
２．関係資料
（１）労務参加計画書
（２）団体の規約等

（注は、団体営事業の場合）

様式第５号

平成○○年○○月○○日
○○○○○○第○○○号

特認団体承認書

殿特認団体の代表
事業実施主体の長

（都道府県知事（注 ））

平成○○年○○月○○日付け○○第○○○○号で申請のあった下記の団体については、
特認団体として承認する。

記

団体名称 ○○○○

（注は、団体営事業の場合）



様式第６号

特認団体承認一覧表
事 業 名 地区名 事業実施主体 団体名
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１４農振第１０６４号

平成１４年８月２２日

農 政 局 整 備 部 長 殿

農 村 振 興 局 整 備 部

設 計 課 長

水利整備課長

農地整備課長

農村整備課長

防 災 課 長

農業農村整備事業等における農家・地域住民等参加型の直営施工の円滑な推進について

｢農業農村整備事業等における農家・地域住民等参加型の直営施工について｣は、平成

１４年３月２９日付け生産局長・農村振興局長通知により周知されたところであるが、こ

の度、その細部運用等を「農家・地域住民等参加型の直営施工に係る運用等」として取り

まとめたので、今後の直営施工の円滑な推進にあたっての参考とされたい。

なお、本細部運用等は、今後の直営施工に係る実証調査等を通じて見直ししていくこと

としているので、留意されたい。

また、貴局管内都府県に対しては、貴職から送付されたい。

さらに、貴局管内市町村等に対し、各都府県から送付されたい。





農家・地域住民等参加型の直営施工に係る運用等

平成１４年８月

農林水産省農村振興局整備部



１．直営施工における施工管理等の考え方（案） ７９

２．労務参加契約書（例） ８３

３．作業委託契約書（例） ８４

４．労務提供契約書（例） ８５

５．作業班規約（例） ８７

６．直営施工への参加と労働関係諸法令との関係及び保険制度適用

の検討（要約版） ８８

７．直営施工への参加と労働基準法、労働者派遣法及び職業安定法との

関係について ９２

８．直営施工における保険制度適用の検討 １００

９．国・地方公共団体職員が個人の資格で直営施工に参加する場合

の取扱いについて １０６

10．農家・地域住民等参加型の直営施工における工事費等算定例（作業委託契約の場合）

労務参加計画書（様式第２号）記入例 １０８

11．工事施工方式対比概念図【請負施工：直営施工】 １１１

12．農家・地域住民等参加型の直営施工に係る意見等についての回答（案） １１３



１．直営施工における施工管理等の考え方（案）

（１）施工管理等の基本的考え方
１）参加型の直営施工は、既存事業で造成する施設のうち、農家・地域住民等で実施が
可能な簡易な施設に限定して取組まれるものである。
２）一方、事業計画上は請負施工と直営施工の区分けを行わないことから、造成された
施設の耐用年数や機能等については施工方式の如何に関わらず同一の取扱いとなる。
３）しかしながら、直営施工は、責任施工を前提とした請負施工とは異なり、農家・地
域住民等の参加協力を前提とした施工方法であること、事業実施主体が自ら施工管理
を行うこと、対象施設が簡易なものに限定されることなどから、施工管理の方法等に
ついては、直営施工の特性を踏まえて対処する。
４）資機材の調達は、事業実施主体が自ら行い、必要な現場に支給・派遣する。
５）労務管理については、日々の作業の管理や対価の支払いと密接不可分であることか
ら、的確な管理を行う。
６）安全管理については、第一義的には事業実施主体がその責任を負うことから、直営
施工の参加者に保険加入を義務付けるとともに、必要に応じて自らの保険加入を検討
する。
７）直営施工の実施を、土地改良区等の団体に作業委託する場合には、委託費の中に保
険料等の工事雑費を計上する。
） 、 （ ） 、８ これらの 工事を実施して行く上で必要な管理 マネージメント 業務については
事業実施主体自ら行う必要があり、必要に応じて現場技術業務等を導入し、農業農村
整備事業等に精通した外部機関の活用を検討する。

（２）施工管理
１）工程管理

労務参加計画書等を基に工事施工達成に必要な作業の手順及び日程を定めて工程表
を作成する。
工事実施途中に、工程表と作業の進捗状況とを比較検討し、予定期間内に作業を終

了させるための必要な措置をとる。
２）資機材の調達

資材は、事業実施主体が調達し、支給する。
機材のうち、スコップや一輪車等の簡易な器具については、参加者に持込み参加の

協力を仰いでも良いが、やむを得ず重機類が必要な場合は、事業実施主体が別途リー
ス契約し、現場に派遣する等の措置を行う。
３）出来形管理

出来形管理は、直営施工の特性を踏まえ各施設の機能に着目した管理を行う。
機能に着目した管理を例示すれば、以下のような管理方法が考えられる。

① 掘削（高さ、幅等）については、掘削不足又は過掘りが生じた場合、構造物の目
的によっては施設の機能に支障をきたすこともあるので、こうした点に注意する。



② 盛土（高さ、幅等）については、盛土断面に不足を生じた場合、構造物の目的に
よっては施設の機能に支障をきたすこともあるので、沈下等も考慮し、０～５％程
度を目安に余盛りを行う。

③ 構造物の基礎材としての砂、栗石、砕石及び道路舗装材としての敷砂利、コンク
、 、リートなどについては 幅及び厚さが設計値を下回らないような管理が必要であり

不陸の程度についても、構造物の安定化や通行車両の円滑な走行を確保するため、
施工面の平滑な仕上げを心掛ける。

④ 水路構造物としてのベンチフリューム、Ｕ字溝、土水路などの場合では、逆勾配
とならないこと、中弛みを生じないこと、既製品を用いた用水路では漏水を生じな
いよう接続部の目地処理を確実に行うことなどが必要であり、注意して施工する。

⑤ 暗渠排水工では、流下のための勾配確保が重要であり、暗渠始点と終点の布設深
及び中弛みに注意する。

⑥ 鳥獣害防護柵、転落防止柵等の柵類では、柵が転倒しないよう杭の根入れ及び根
固めを十分に行う。
これらの機能に着目した管理の精度を高めるために、工作物の寸法（延長、幅、厚

さ 、個数、必要に応じ基準高等を施工の順序に従い直接測定し、記録する。）
４）撮影記録による出来形管理

、 、施工の各段階及び施工の進行過程を確認するため 又は出来形測定を実施した場合
必要に応じて写真撮影し、記録する。
５）品質管理、納入量管理

資材等の品質及び納入量を管理するため、試験成績表、材料納品書等で確認し、整
理する。

（３）労務管理と対価支払いの明確化
１）直営施工の実施を、市町村等の事業実施主体が土地改良区等の団体に作業委託する

、 、場合 或いは事業実施主体が直接農家等の参加者を指導する場合のいずれにあっても
参加者の確認とこれに対する対価の支払いを明確にしておく（工事費支弁とする 。）

２）参加者の出役確認については、出役簿等で日々の出役を確実に記録する。
３）対価の支払いについては、参加者本人への口座振込みが望ましいが、現金支払いの
場合には受領印と本人署名により確実に支払われていることを書類で整備しておく。
４）特に、団体に作業委託した場合において、当初予定した作業人数よりも実人数が少
なくなった場合には、委託の残額は他に流用することなく精算変更する。

（４）安全管理の徹底
１）安全管理については、請負施工の場合、責任施工の一環として請負者がその責任を
負っているが、直営施工の場合、その責任は事業実施主体が負うことになる。
２）このため、直営施工の参加者は傷害保険、損害賠償責任保険等に加入する必要があ
り、直営施工の具体的なケースに基づいて各種保険の加入及び給付条件を関係機関等
に確認の上、参加者に係る保険加入の手続き等を行う。
３）また、不測の事故等に対する事業実施主体の責任を果たすため、損害賠償責任保険
等の内容を吟味し、必要に応じて事業実施主体自ら保険に加入することも検討する。
４）道路の路盤整形等で重機施工が必要な場合には、直営施工の作業と分離するなど、
事故防止のための配慮を徹底する。



（５）工事雑費の計上
１）直営施工の実施を、土地改良区等の団体に作業委託する場合には、委託費の中に保
険料等の工事雑費を計上する。
２）工事雑費の計上は、当面、請負工事とした場合における直接工事費相当額の３．５
％を上限に計上する。
３）保険加入に要した費用が、当初の工事雑費の額を越えることとなった場合には、保
険加入に要した費用の実績により工事雑費を変更する。なお、この場合、支払い証明
書等により増額変更の妥当性を明確にしておく。

（６）出来形の確認検査
１）直営施工工事の出来形確認検査は、当該工事の出来形を対象として、関係書類に基
づき工事の実施状況、出来形及び品質等について確認する。
２）工事の実施状況の確認は、出来形管理、品質管理その他の実施状況に関する各種の
記録（写真による記録を含む）と、委託契約書（作業委託契約の場合 、図面、その）
他関係書類と対比して行う。
なお、直営施工の関係書類としては別紙１のようなものが考えられる。

（７）工事管理（マネージメント）業務への対応
１）直営施工では、材料手配や日々の労務管理、工事の工程・出来形・安全管理など工
事全般について、事業実施主体が直接管理（マネージメント）していく必要がある。
２）こうした業務は、請負施工では工事業者の現場代理人、主任技術者が行うものであ
るが、直営施工において土地改良区等の団体が作業受託者となった場合には、市町村
等の事業実施主体との業務分担を明確にしておく。
３）これらのマネージメント業務を円滑に行うため、必要に応じて現場技術業務等（測
量試験費で支弁する）を導入し、農業農村整備事業等に精通した外部機関の活用を検
討する。
４）作業受託団体の職員が一定の技術力を有する場合には、作業受託に加えて別途契約
により施工管理等のための現場技術業務等を受託しても良い。
５）なお、現場技術業務等を活用する場合には、その必要額が、請負施工とした場合の
（間接工事費＋一般管理費等）を超えない様注意する必要がある。



（別紙１）

直営施工関係書類（案）

１．契約関係
１）労務参加申請書（労務参加申請団体→事業実施主体）

（労務参加計画書、労務参加申請団体の定款又は団体規約を含む）
２）特認団体申請書（特認団体の場合：特認団体→事業実施主体の長（ただし、団体営事

業の場合にあっては都道府県知事。以下同じ）
（労務参加計画書、団体規約を含む）

３）特認団体承認書（特認団体の場合：事業実施主体の長→事業実施主体）
４）労務参加承認書（事業実施主体→労務参加申請団体）
５）作業委託契約書（対価の支払いがある場合：事業実施主体ー労務参加申請団体）
６）労務提供契約書（対価の支払いがない場合：事業実施主体ー労務参加申請団体）
７）労務参加契約書（事業実施主体と農家等の個人が直接労務参加契約を交わす場合）

２．出来形・品質関係
１）工程表【事業実施主体】
２）カタログ等の資料、試験成績表【納入業者、事業実施主体】
３）材料納品書（規格、数量等 【納入業者、事業実施主体】）
４）材料検査簿（形状、寸法等 【事業実施主体】）
５）出来形図面（幅、延長、厚さ、本数等 【事業実施主体】）
６）出来形写真【事業実施主体】
７）出役簿 【作業受託団体、事業実施主体】

３．支払い関係
１）材料費見積書・請求書【納入業者、事業実施主体】
２）材料費支出決議書【事業実施主体】
３）作業委託費支出決議書【事業実施主体】
４）賃金支払簿【作業受託団体、事業実施主体】
） （ ）【 、 】５ 建設機械賃料見積書・請求書 建設機械使用の場合 リース業者等 事業実施主体
６）建設機械賃料支出決議書（建設機械使用の場合 【事業実施主体】）
７）各種保険料支払い証明書（障害・賠償責任保険 【作業受託団体、事業実施主体】）
８）その他

４．その他
１）工事費積算書
２）出来形確認検査調書
３）補助事業実績報告書
４）その他



２．労務参加契約書（例）
（例示であり、よく精査し各自の責任で契約して下さい ）。

【 】 、【 】【 】（ 、「 」 。）事業名 の実施に伴い 事業実施主体 代表者役職・氏名 以下 甲 という

と労務参加者【労務参加者氏名 （以下 「乙」という ）との間で、以下の内容で労務参】 、 。

加契約を締結する。

１．労務参加期間 平成○○年○○月○○日から平成○○年○○月○○日

作業実施日は、別途、甲が連絡する。

２．作 業 場 所 ○○県○○郡○○町大字○○地内

３．作 業 時 間 ○○時○○分から○○時○○分

（休憩時間 ○○時○○分から○○時○○分）

作業工程の都合等により、作業開始時間の繰り下げや、作業終了時

間の繰り上げを行う場合、別途、甲が連絡する。

４．作 業 内 容 【作業内容】

５．労 務 参 加 の １日当たり 金○○，○○○円 または、

対 価 １時間(実作業時間)当たり 金○，○○○円とする。

６．対価の支払い 労務参加期間終了後1４日以内に甲が支払う。

ただし、作業実績に応じて精算変更することがある。

７．そ の 他 労務参加期間の終了をもって本契約を解消する。

この契約を証するため、本契約書２通を作成し、甲乙記名押印の上各々１通を保有する。

平成○○年○○月○○日

甲 【事業実施主体住所】

【事業実施主体名称】

【代表者役職・氏名】 印

乙 【労務参加者住所】

【労務参加者氏名】 印



３．作業委託契約書（例）
（例示であり、よく精査し各自の責任で契約して下さい ）。

【事業名】の実施に伴い、委託者【事業実施主体 【代表者役職・氏名 （以下 「甲」】 】 、

という ）と受託者【受託者団体等名称 （以下 「乙」という ）との間で、以下の内容。 】 、 。

で作業委託契約を締結する。

１．目 的 甲は、次に掲げる作業を乙に委託し、乙はこれを受託する。

（１）委託名称 【作業委託名】

（２）作業場所 別紙のとおり

（３）作 業 量 別紙のとおり

２．作 業 内 容 乙は 【作業内容】を実施する。、

３．委 託 期 間 平成○○年○○月○○日から平成○○年○○月○○日

． （ （ ） ）４ 担 当 者 受託者団体等の作業担当者名 作業班における班長等 を記載する

５．委 託 費 労務参加者に係る対価及び各種保険料等の委託費の額は、金○，○○

○，○○○円（うち消費税○○○円）を超えない範囲とする。

、 、 。なお 労務参加者の作業実績等に応じて 精算変更することがある

６．損 害 負 担 作業上生じた損害は、乙の負担とする。

乙は、作業の実施に当たり第三者に損害を与えたときは、その損害を

。 、 、賠償しなければならない なお 不可抗力で発生した損害については

甲が負担するものとする。

７．作業の完了 乙は、作業を完了したときは、遅滞なく甲に作業の完了報告をしなけ

報 告 ればならない。

８．検 査 甲は、乙から作業の完了報告を受けたときは、遅滞なく委託作業内容

に関する検査を行うものとする。

９．委託費支払 委託費は、検査終了の上、受託費請求書の受理後、１４日以内に支払

うこととする。

10．協 議 事 項 この契約に定めのない事項については、甲乙協議の上処理するものと

する。

この契約を証するため、本契約書２通を作成し、甲乙記名押印の上各々１通を保有する。

平成○○年○○月○○日

甲 委 託 者 【事業実施主体住所】

【事業実施主体名称】

【代表者役職・氏名】 印

乙 受 託 者 【受託者団体等住所】

【受託者団体等名称】

【代表者役職・氏名】 印



４．労務提供契約書（例）
（例示であり、よく精査し各自の責任で契約して下さい ）。

【事業名】の実施に伴い、事業実施主体【事業実施主体 【代表者役職・氏名 （以下、】 】

「甲」という ）と労務提供者【労務提供者団体等名称 （以下 「乙」という ）との間。 】 、 。

で、以下の内容で労務提供契約を締結する。

１．目 的 甲は、次に掲げる労務提供を乙に依頼し、乙はこれを実施する。

（１）作業名称 【作業名】

（２）作業場所 別紙のとおり

（３）作 業 量 別紙のとおり

２．作 業 内 容 乙は 【作業内容】を実施する。、

３．作 業 期 間 平成○○年○○月○○日から平成○○年○○月○○日

４．担 当 者 （労務提供者団体等の作業担当者名（作業班における班長等）を記載

する）

５．資 機 材 提 供 作業に必要な資機材があれば、甲は乙と協議して甲の負担で提供す

るものとする。

６．対価の支払い 甲は、労務提供の対価は支払わないものとする。

７．委 託 料 労務提供者に係る各種保険料等の委託料の額は、金○○○, ○○○

円（うち消費税○○○円）を超えない範囲とする。

、 、 。なお 労務提供者の作業実績等に応じて 精算変更することがある

８．損 害 負 担 作業上生じた損害は、乙の負担とする。

乙は、作業の実施に当たり第三者に損害を与えたときは、その損害

を賠償しなければならない。なお、不可抗力で発生した損害につい

ては、甲が負担するものとする。

７．作 業 の 完 了 乙は、作業を完了したときは、遅滞なく甲に作業の完了報告をしな

報 告 ければならない。

８．確 認 甲は、乙から作業の完了報告を受けたときは、遅滞なく労務提供契

約に基づく作業内容に関する確認を行うものとする。

９．委託料支払い 委託費は、確認終了の上、受託費請求書の受理後、１４日以内に支

払うこととする。

10．協 議 事 項 この契約に定めのない事項については、甲乙協議の上処理するもの

とする。

この契約を証するため、本契約書２通を作成し、甲乙記名押印の上各々１通を保有する。

平成○○年○○月○○日

甲 事業実施主体 【事業実施主体住所】

【事業実施主体名称】



【代表者役職・氏名】 印

乙 労 務 提 供 者 【労務提供者団体等住所】

【労務提供者団体等名称】

【代表者役職・氏名】 印



５ 【作業班名称】作業班規約（例）．
（例示であり、よく精査し各自の責任で作成して下さい ）。

（名 称）

第１条 この作業班は【作業班名称】という。

（事務所）

第２条 この作業班の事務所は【所在地】に置く。

（目 的）

第３条 この作業班は 【事業名】における作業を【事業実施主体名称】より受託し、こ、

れを適切に実施することをもって、事業の推進に資することを目的とする。

（事 業）

第４条 この作業班は 【事業実施主体名称】との間で結ぶ委託契約書等に従い、必要な、

作業を行う。

（班 員）

第５条 この作業班は 【事業実施主体名称】との間で結ぶ委託契約書等に基づく作業の、

適切な執行を図るため、必要な班員で構成する。

（班 長）

第６条 この作業班に、班長１名及び副班長１名を置く。

（班長等の職務）

第７条 班長は、この作業班を代表し、次に揚げる事項に留意しつつ業務を統括する。

（１）委託契約書等に従い、作業が適切に行われるよう班員を指導する。

（２）班員の適正な作業分担と作業中の事故防止に細心の注意を払う。

（３）作業に係る出役の管理を適正に行い、記録を徹底する。

（４）対価を支払う場合には、班員の出役に応じて適正に代価を支払う。

（５）班員が必要な傷害保険や損害賠償責任保険に加入することを指導する。

（６）作業の完了後速やかに完了報告を行う。

（７）受託作業に係る必要な経理事務を行う。

（８）その他作業の適切な推進のために必要な指導・事務を行う。

、 、 、 。２ 副班長は 班長を補佐し 班長に事故ある時はその職務を代理し その職務を行う

（班長等の任期）

第８条 班長等の任期は 【事業名】の実施期間とする。、

付 則 この規約は、平成○○年○○月○○日より施行する。
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６．直営施工への参加と労働関係諸法令との関係

（要約版）及び保険制度適用の検討

１．直営施工への参加と労働関係諸法令との関係
農家・地域住民が参加する直営施工は、市町村等の事業実施主体が直接労務管理や施
工管理する方式であることから、直営施工への参加者と労働関係諸法令との関係につい
て検討する。

（１）労働基準法との関係
、 、農家・地域住民の直営施工への参加が 労働基準法上｢労働者｣に該当するか否かが

労働関係諸法令の適用を判断する上でのポイントとなることから、直営施工への参加
形態と労働基準法における労働者の位置付けについて検討する。

１）労働基準法における労働者の定義
労働基準法第９条では、｢労働者｣とは、職業の種類を問わず事業又は事務所に使用

される者で、賃金を支払われる者をいうとしている。

２）労働基準法研究会第１部会報告（昭和６０年１２月１９日）
部会報告では、労働基準法における｢労働者性の有無｣に関する判断基準として、

①指揮監督下の労働、②賃金支払いの２つの指標を示しており、この指標に基づき直
営施工参加者の労働者性を判断する。

① 指揮監督下の労働
部会報告では、直営施工への参加形態が｢指揮監督下の労働｣に該当するか否かを判

断する具体的な基準として、以下の項目を提示している。

イ 仕事の依頼、業務従事の指示等に対する許否の自由があれば、労働者性を否定
ロ 業務遂行上の指揮監督の権限を有しておれば、労働者性を肯定
ハ 勤務場所及び勤務時間に拘束性があれば、労働者性を肯定
ニ 労務提供の代替性があれば、労働者性を否定

直営施工においては、参加者と事業実施主体及び土地改良区との関係は、以下のイ
～ニに示すように、参加が自由裁量に基づく対等な関係を基本としており、こうした
参加形態は一般的には部会報告で示されている｢指揮監督下の労働｣ に該当しないと
思慮される。

イについては、参加の許否が農家・地域住民の自由裁量であり、市町村、土地改良区に
従属して労務を提供する形態となっておらず、労働者性を否定する要素

、 、ロについては 自らの意思に基づき参加した者が共同作業方式で進めていくものであり
、 、作業の進め方についての指導は受けるものの 指揮命令を伴うものではないことから

労働者性を否定する要素
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ハについては、作業場所が限定されることは作業（工事）の性質によるものであり、指
揮命令するためのものではないことから、労働者性を否定する要素
ニについては、労務提供の代替性が参加当事者間の自由裁量に委ねられるものであるこ
とから、労働者性を否定する要素

② 賃金支払い
｢賃金｣とは、名称の如何を問わず、労働の対償として使用者が労働者に支払うすべ
てのものをいうが、この場合の｢労働の対償｣とは、部会報告では｢労働者が使用者の
指揮監督の下で行う労働に対して支払うもの｣としており、単に賃金の支払いがある
か否かをもって｢使用従属性｣を判断できないとしている。

③ ｢労働者性｣の判断を補強する要素
部会報告では、｢労働者性｣の判断を補強する要素の一つとして｢専属性の程度｣を上

げている。時間的に他社の業務に従事することが制約され、事実上困難である場合に
は当該企業への専属性の程度が高く、また、報酬に固定給部分がある場合には｢労働
者性｣を補強するものと考えられる。
直営施工は、参加が自由であり専属性がないことと、作業期間が短期間に限られ継

続性もないことから、｢労働者性｣の判断を補強する要素にはなり得ない。

３）直営施工における｢労働者性｣の判断
以上のような検証状況から 直営施工への参加者は 一般的には労働基準法上の｢労、 、

働者｣に該当せず、労働基準法の適用対象外として扱うこととする。

（２）土地改良区等の団体を介して参加する場合と労働者派遣法との関係
労働者派遣法は、｢自己の雇用する労働者｣を当該雇用関係の下に当該他人のために

労働に従事させる場合について規定したものであるが、ここでは、当該他人のために
派遣される者が、 ｢自己の雇用する労働者｣であることを前提としている。
直営施工においては、一般的には参加者は労働基準法上の｢労働者｣に該当しないこ

とから労働者派遣法の前提が成立せず、適用除外扱いとなる。
なお、労働者派遣法第４条で建設業務については労働者派遣を行ってはならない旨

規定されており、土地改良区等の団体を介して直営施工に参加する場合において、仮
に参加者を｢土地改良区等の雇用する労働者｣扱いとした場合には、土地改良区等が事
業主扱いとなり、同法に抵触する。

（３）土地改良区等の団体を介して参加する場合と職業安定法との関係
職業安定法では、職業紹介事業及び労働者供給事業の取扱いについて、以下のよう

に規定している。
① 職業紹介事業を行う場合は、厚生労働大臣の許可又は届け出により実施。
② 労働組合等を除き、労働者供給事業の実施を禁止。
職業紹介と土地改良区等の団体との関係については、土地改良区等の団体は作業受

託を通じて自らも直営施工に参加することから、職業安定法第４条に規定する中立的
な立場で求人者と求職者との間に立って雇用関係の成立を斡旋する職業紹介事業には
該当しないと思慮される。
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労働者供給については、団体を介しての参加が同法第４条第６項に規定する｢供給
契約に基づいて労働者を他人の指揮命令を受けて労働に従事させること｣に該当する
か否かで職業安定法の適用の是非を判断することとなるが、直営施工への参加者は一
般的には｢労働者｣に該当しないと思慮されることから、土地改良区等の役割が同法第
４４条に規定する｢労働者供給事業｣の事業主に該当しないと解される。
したがって、団体を介して直営施工に参加しても、一般的には職業安定法の各条項

に抵触することはないと思慮される。

２．保険制度適用の検討
農家・地域住民が参加する直営施工においては、参加者に対する安全管理への配慮が
不可欠である。このため、直営施工への参加と各種保険制度適用の有無等について検討
する。

（１）労働保険
労働保険は、政府が管掌する保険で、①労災保険、②雇用保険から構成される。

１）労災保険
労災保険は、労働者の業務災害及び通勤災害に関する保険給付を目的としたもので

あり、その保険料は全額事業主が負担する。
この場合の給付対象は、労災保険法第３条の規定により｢労働者｣であることが前提

であるが、直営施工への参加者は、一般的には労働基準法第９条に規定する｢労働者｣
に該当しないと思慮される。したがって、直営施工への参加者は、労災保険の給付対
象から除外され、適用対象外の扱いとなると見込まれる。

２）雇用保険
雇用保険法は、労働者が解雇される場合に適用され、その保険料は事業主と労働者

の双方で負担する。
この場合においても、対象者は｢労働者｣であることが前提であるが、一般的には直

営施工への参加者は｢労働者｣に該当しないと思慮される。
なお、仮に労働者扱いとなる場合でも、同法第６条の規定により６５歳以上の雇用

者、日雇労働者、短期の季節雇用者は除外扱いされている。
したがって、直営施工における作業形態が、第６条に規定される雇用形態に類似し

たものとなると見込まれることから、労働者としての取扱いの如何に係わらず、雇用
保険法が適用されることは想定されない。

（２）損害保険
損害保険は 民間企業が扱う保険で 急激かつ偶然な外来の事故により被保険者 自、 、 （

己等）の傷害に適用する｢普通傷害保険｣を基本契約として、被保険者に起因した偶然
の事故により、他人の身体の障害（傷害、疾病、後遺症害または死亡をいう）または
他人の財物の滅失、汚損もしくはき損について、法律上の損害賠償責任を負担するこ
とによって被った損害に適用する｢賠償責任保険｣を特約契約するケースが一般的であ
る。
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また、無給を前提としたボランテイア活動中の事故に対する補償のために、この２
つの保険をセットにした｢ボランテイア保険｣がある。

これらは、民間各社の保険内容が多様であり、適用出来ない場合もあることから、
加入条件及び給付条件を十分確認する必要がある。
特に、ボランテイア保険は、参加者に受益性がある等活動内容が自助活動の一環と

みなされるものや対価の支払いを伴うものは適用されないなど、直営施工の観点から
みた場合適用条件が厳しいものになると想定されることから、注意が必要である。

損害保険 普通傷害保険（基本契約） ボランテイア保険
（２つのセットが一般的）賠償責任保険（特約）

（３）検討結果に基づく保険加入のケース分類

保険の種類 補 償 区 分 労務費 労務提供 備 考

支払方式 方式

ー ー労働 雇用保険 失 業

参加形態、実施方法によっては該保険 ＊＊ ＊

当することもあり得るので、具体の（ ）政府 労災保険 参加者のケガ等 ー ー
ケースで確認することが望ましい

・ 具体のケースに基づき、加入及び傷害保険

給付条件等を確認する必要がある(基本契約) 参加者のケガ等 ○ ○
対人（他人のケガ等） ・ 具体のケースに基づき、加入及び損害 損害賠償

給付条件等を確認する必要がある保険 責任保険 対物（他人の器物 ○ ○
破損）（ ）（ ）民間 特約契約

・ 具体のケースに基づき、加入及びボランテイ 参加者のケガ等

給付条件等を確認する必要があるア保険 対人、対物 ー ○

（参考）各種保険の照会先
保 険 区 分 照 会 先 名 称 電話番号
労 働 保 険 各県にある厚生労働省○○労働局

労働基準部 監督課
損 害 保 険 （社団法人）

03-3255-1211（普通傷害） 日本損害保険協会 そんがいほけん相談室
（賠償責任） 又は民間損害保険各社

（社会福祉法人）
03-3581-4667ボランテイア保険 全国社会福祉協議会 福祉保険サービス

又は各市区郡町村社会福祉協議会
ボランテイアセンター
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７．直営施工への参加と労働基準法、労働者派遣法
及び職業安定法との関係について

Ⅰ．検討課題

農家・地域住民が参加する直営施工は、市町村等の事業実施主体が直接労務管理や施

、 、工管理する方式であることから 直営施工への参加者と労働関係法令との関係について

特に以下に示す視点から検討する。

① 農家・地域住民が、市町村等の事業実施主体が取り組む直営施工に、土地改良区等の

団体を介して参加する場合の、労働基準法上の取扱い

（直営施工への参加農家等は、労働基準法に規定する｢労働者｣に該当するか否か）

② ①において、農家・地域住民が土地改良区等の団体を介せず、市町村等の事業実施主

体が取り組む直営施工に直接参加する場合の、労働基準法上の取扱い

③ ①の場合と労働者派遣法との関係
④ ①の場合と職業安定法との関係

Ⅱ．検討内容
１．農家・地域住民が団体を介して参加する場合

農家・地域住民の直営施工への参加が、労働基準法上｢労働者｣に該当するか否かが、

労働関係諸法の適用を判断する上でのポイントとなる。このため、直営施工への参加形

態と労働基準法における労働者の位置付けについて検討する。

（１）労働基準法
労働基準法における｢労働者｣等の定義は、以下のとおり。

（定義）

、 、 （ 。）第 ９条 この法律で｢労働者｣とは 職業の種類を問わず 事業又は事務所 以下｢事業｣という

に使用される者で、賃金を支払われる者をいう、

第１０条 この法律で使用者とは、事業主又は事業の経営担当者その他その事業の労働者に関す

る事項について、事業主のために行為をするすべての者をいう。

第１１条 この法律で賃金とは、賃金、給料、手当、賞与その他名称の如何を問わず、労働の対

償として使用者が労働者に支払うすべてのものをいう。

（２）労働基準法研究会第１部会報告（昭和６０年１２月１９日）

標記部会報告において、労働基準法の｢労働者｣の判断基準に関し、次のような見解

が示されている。

｢労働者性｣の有無は ｢使用される＝指揮監督下の労働｣ ｢賃金支払｣、 という労務提供の形態及び

という報酬の労務に対する対償性、すなわち報酬が提供された労務に対するものであるかどう

。かということによって判断されることとなる この。 ２２つの基準を総称して｢使用従属性｣と呼ぶ
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｢労働者性｣の判断にあたっては、雇用契約、請負契約といった形式的な契約形式の

いかんにかかわらず、実質的な使用従属性を、労務提供の形態や報酬の労務対償性及

びこれらに関する諸要素をも勘案して総合的に判断する必要がある。

１）｢指揮監督下の労働｣に関する判断基準

イ 仕事の依頼、業務従事の指示等に対する許否の自由の有無

｢使用者｣の具体的な仕事の依頼、業務従事の指示等に対して許否の自由を有してい

れば、他人に従属して労務を提供するとは言えず、対等な当事者間の関係となり、指
揮監督関係を否定する重要な要素となる。

これに対して、許否する自由を有しない場合は、一応、指揮監督関係を推認させる

重要な要素となる。

ロ 業務遂行上の指揮監督の有無

業務の内容及び遂行方法について｢使用者｣の具体的な指揮命令を受けていること

は、指揮監督関係の基本的かつ重要な要素である。しかしながら、指揮命令の程度が

問題であり、通常注文者が行う程度の指示等に止まる場合には、指揮監督を受けてい
るとは言えない。
そのほか、｢使用者｣の命令、依頼等により通常予定されている業務以外の業務に従

事することがある場合には、｢使用者｣の一般的な指揮監督を受けているとの判断を補
強する重要な要素となる。

ハ 拘束性の有無

勤務場所及び勤務時間が指定され管理されていることは、一般的には指揮監督関係

の基本的な要素である。しかしながら、業務の性質上（例えば演奏 、安全を確保す）

る必要上（例えば建設）等から必然的に勤務場所及び勤務時間が指定される場合があ
り、当該指定が業務の性質等によるものか、業務の遂行を指揮命令する必要によるも

のかを見極める必要がある。

ニ 代替性の有無・・・指揮監督関係の判断を補強する要素・・・
本人に代わって他の者が労務を提供することを認められているか否かは、指揮監督

関係そのものに関する基本的な判断基準ではないが、労務提供の代替性が認められて

いる場合には、指揮監督関係を否定する要素の一つとなり得る。

２）報酬の労務対償性に関する判断基準
使用者が労働者に対して支払うものであって、労働の対償であれば名称の如何を問

わず｢賃金｣である。この場合の｢労働の対償｣とは、｢労働者が使用者の指揮監督の下

で行う労働に対して支払うもの｣と言うべきものであるから、報酬が｢賃金｣であるか

否かによって逆に｢使用従属性｣を判断することはできない。

しかしながら、報酬の性格が使用者の指揮監督の下に一定時間労務を提供している

ことに対する対価と判断される場合には、｢使用従属性｣を補強することになる。

３）｢労働者性｣の判断を補強する要素
イ 事業者性の有無

① 機械・器具の負担関係
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労働者は機械、器具、原材料等の生産手段を有しないのが通例であるが、傭車運転

手のように、相当高価なトラック等を所有して労務を提供する例がある。

本人が所有する機械、器具が安価な場合には問題はないが、著しく高価な場合には

自らの計算と危険負担に基づいて事業経営を行う｢事業者｣としての性格が強く、｢労

働者性｣を弱める要素となる。

② 報酬の額

報酬の額が当該企業において同様の業務に従事している正規従業員に比して著しく

高額である場合には、一般的には当該報酬は労務提供に対する賃金ではなく、上記

の｢事業者｣に対する代金の支払いと認められ、その結果、｢労働者性｣を弱める要素と

なる。

ロ 専属性の程度

① 特定の企業に対する専属性の有無は、直接に｢使用従属性｣の有無を左右するもので

はなく、特に専属性がないことをもって労働者性を弱めることにはならないが、｢労

働者性｣の有無に関する判断を補強する要素の一つと考えられる。

② 他社の業務に従事することが制度上制約され、また、時間的余裕がなく事実上困難
である場合には、専属性の程度が高く、いわゆる経済的に当該企業に従属していると

考えられ、｢労働者性｣を補強する要素の一つと考えて差し支えない。

③ 報酬に固定給部分があり、その額も生計を維持し得る程度のものである等報酬に生

活保障的な要素が強いと認められる場合には、｢労働者性｣を補強するものと考えて差
し支えない。

ハ その他

以上のほか、裁判例においては、報酬について給与所得として源泉徴収を行ってい

ること、服務規律を適用していること、労働保険の適用対象としていること、退職金
制度・福利厚生を適用していること等｢使用者｣がその者を自らの労働者と認識してい
ると推認される点を｢労働者性｣を肯定する判断の補強事由とするものがある。

（３）直営施工への参加形態

直営施工は、事業実施主体から地元に対して直営施工での実施が見込まれる事業計

画内容の説明を行い、これを踏まえて農家・地域住民等から参加の申し出を受けて実

施するものであり、参加は農家・地域住民の自由裁量に委ねられている。

また、日々の作業への参加に対しても拘束性がある訳ではなく、参加協力を前提に
行われるものであり、こうした視点から労働基準法及び同研究会第１部会報告との関

係について検証する。

１）直営施工と｢指揮監督下の労働｣との関係

イ 直営施工が｢指揮監督下の労働｣に該当するか否かを判断する要素の一つとして｢業

務従事の指示等に対する許否の自由の有無｣が上げられる。

直営施工では、参加の許否について農家・地域住民の自由裁量に委ねられており、

市町村や土地改良区等に従属して労務を提供する形態とはなっていない。
このことは、労務参加に関して事業実施主体及び土地改良区等と農家・地域住民と

は対等な関係にあり、指揮監督関係を否定する重要な要素である。
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ロ 業務遂行上の指揮監督の有無に関しては、業務内容及び遂行方法について、事業実

施主体等から具体的な指揮命令を受けているか否かがポイントとなる。

直営施工では、自らの意思に基づき参加した者が共同作業方式で工事を進めて行く

ものであり、事業実施主体等から作業の具体的な進め方についての指導等は受けるも

のの、指揮命令を伴うものではない。

ハ 作業場所及び作業時間の拘束性の有無については、作業場所は限定されものの直営

施工の性質上によるものであり、指揮命令するために限定されるものではない。

ニ 本人に代わって他の者が労務を提供する代替性の有無については、直営施工が自由

な参加意思に基づくものであることから、労務提供の代替性についても当事者間の自

由裁量に委ねられるものである。

ホ イ～ニの考察により、直営施工に参加する農家・地域住民と事業実施主体及び土地

改良区等との関係は、参加が農家・地域住民の自由裁量に基づく対等な関係を基本と

しており、こうした参加形態は、一般的には部会報告の見解として示されている｢指

揮監督下の労働｣に該当しないものである。

２）直営施工と｢報酬の労務対償性｣との関係

イ 労働基準法第１１条において｢賃金｣とは、｢賃金、給料、手当、賞与その他名称の

如何を問わず、労働の対償として使用者が労働者に支払うすべてのものをいう｣とし
ている。この場合の｢労働の対償｣とは、部会報告では｢労働者が使用者の指揮監督の

下で行う労働に対して支払うもの｣としており、単に賃金の支払いがあるか否かをも

って｢使用従属性｣を判断することは出来ないとしている。

ロ このことから、直営施工において労務費の支払いがあることをもって使用従属性が

あると判断することはできず、｢労働の対償｣すなわち、使用者の指揮監督の下で行う
労働に対して支払われたものであるか否かで判断すべきである。
ハ 参加型の直営施工においては、１）ホにより一般的には ｢指揮監督下の労働｣に該

当しないことから、｢報酬の労務対償性｣は成立しないと思慮される。

３）直営施工における｢労働者性｣の判断を補強する要素

イ 事業者性の有無

直営施工においては、例えばスコップ、一輪車等の簡易な器具については持込み参

加が想定されるが、部会報告に例示されるような高額なトラックや重機械等について
は別途リース契約を行うことから 一般参加者については労働者性を弱めるような｢事、

業者｣としての性格は有していない。

また、労務費を支払う場合でも、参加者が等しく軽作業員相当程度の額にとどまる

ことから、｢事業者｣としての性格は有していない。

ロ 専属性の程度

直営施工に参加することで他の業務に従事することが制度上制約されたり、直営施

工への参加が生計を維持するための経済的な理由である場合には、直営施工への専属

性が高く｢労働者性｣を補強する要素になり得るが、直営施工の作業期間は短期間に限
、 。られ継続性もないことから ｢労働者性｣を補強する要素にはなり得ないと思慮される
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（４）直営施工における ｢労働者性｣の判断

イ 労働基準法、同法研究会第１部会報告及び地域住民等の直営施工への参加形態を総

合的に検討・考察した結果、

① （３）１）ホにより、一般的には直営施工が｢指揮監督下の労働｣に該当しないこと

② （３）２）により、直営施工において労務費の支払いがあっても｢報酬の労務対償

性｣は成立しないと思慮されること

③ （３）３）により、直営施工への参加者が｢事業者性｣よりも｢労働者性｣としての性

格を有しているものの、直営施工への専属性がないことから、｢労働者性｣を補強する
要素にはなり得ないと思慮されること

などにより、直営施工においては、一般的には部会報告で示されている｢労働者性｣は

成立しないと解される。

ロ よって、直営施工への参加者は一般的には労働基準法上の｢労働者｣に該当せず、労

働基準法の適用対象外として扱うこととする。

（５）農家・地域住民と土地改良区等の作業受託団体との関係
直営施工への参加は、農家・地域住民の主体性のもとに行われることから、団体を

、（ ）介して参加する形態であれ直接事業実施主体のもとに個人参加する形態であれ ３

及び（４）に詳述したように、参加住民の｢労働者性｣の判断には直接影響しない。

２．農家・地域住民が市町村等の事業実施主体が取り組む直営施工に直接参加する場合

１（５）により、農家・地域住民が市町村等が取り組む直営施工に直接参加する場合
であっても、｢労働性｣の判断には直接影響せず、一般的には労働基準法の適用対象外と

して扱うこととする。

３．土地改良区等の団体を介して直営施工に参加する場合と、労働者派遣法との関係

農家・地域住民が、市町村等の事業実施主体が取り組む直営施工に、土地改良区等
の団体を介して参加する場合と、｢労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働

者の就業条件の整備等に関する法律｣（以下｢労働者派遣法｣という ）における労働者。

派遣事業との関係について検証する。

（１）労働者派遣法

（目的）

第 １条 この法律は、職業安定法と相まって労働力の需給の適正な調整を図るため労働者派遣

事業の適正な運営の確保に関する措置を講ずるとともに、派遣労働者の就業に関する条

件の整備等を図り、もって派遣労働者の雇用の安定その他福祉の増進に資することを目

的とする。

（用語の意義）

、 、 。第 ２条 この法律において 次の各号に掲げる用語の意義は 当該各号に定めるところによる

１ 労働者派遣：自己の雇用する労働者を、当該雇用関係の下に、かつ、他人の指揮命令

を受けて、当該他人のために労働に従事させることをいい、当該他人に対し当該労働者

を当該他人に雇用させることを約してするものを含まないものとする。

、 。２ 派遣労働者：事業主が雇用する労働者であって 労働者派遣の対象となるものをいう
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３ 労働者派遣事業：労働者派遣を業として行うことをいう。

４ 一般労働者派遣事業：特定労働者派遣事業以外の労働者派遣事業をいう。

５ 特定労働者派遣事業：その事業の派遣労働者（業として行われる労働者派遣の対象と

なるものに限る ）が常時雇用される労働者のみである労働者派遣事業をいう。。

（業務の範囲）

第 ４条 何人も、次の各号のいずれかに該当する業務について、労働者派遣事業を行ってはな

らない。

１ 港湾運送業務

２ 建設業務（土木、建築その他工作物の建設、改造、保存、修理、変更、破壊若しくは

解体の作業又はこれらの作業の準備の作業に係る業務をいう ）。

以下省略

（一般労働者派遣事業の許可）

第 ５条 一般労働者派遣事業を行おうとする者は、事業所ごとに、厚生労働大臣の許可を受け

なければならない。

２ 前項の許可を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を厚生労働大臣

に提出しなければならない。

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名

ニ 法人にあっては、その役員の氏名及び住所

三 事業所の名称及び所在地

四 第３６条の規定により選任する派遣元責任者の氏名及び住所

以下省略

（特定労働者派遣事業の届け出）

第１６条 特定労働者派遣事業を行おうとする者は、事業所ごとに、第５条第ニ項各号に掲げる

事項を記載した届出書を厚生労働大臣に提出しなければならない。

以下省略

（２）団体を介して参加する場合と労働者派遣法との関係

イ 労働者派遣法は、第２条第１項に示されるように、｢自己の雇用する労働者｣を当該

雇用関係の下に当該他人のために労働に従事させる場合について規定したものである

が、ここでは、当該他人のために派遣される者が、 ｢自己の雇用する労働者｣である

ことを前提としている。
ロ したがって、直営施工と労働者派遣法における労働者派遣事業との関係を検討する

に際して、同法が直営施工に適用されるか否かは、参加する農家・地域住民が｢自己

の雇用する労働者｣に該当するか否かでその取扱いを決めることになる。

ハ 直営施工においては、前述の１（４）により、一般的には参加者は労働基準法上の

、 。｢労働者｣に該当しないことから労働者派遣法の前提が成立せず 適用除外扱いとなる

ニ なお、労働者派遣法第４条で建設業務については労働者派遣を行ってはならない旨

規定されており、土地改良区等の団体を介して直営施工に参加する場合において、仮

に参加者を｢土地改良区等の雇用する労働者｣扱いとした場合には、土地改良区等が第
２条第２項の事業主扱いとなり、同法に抵触する。
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４．土地改良区等の団体を介して直営施工に参加する場合と、職業安定法との関係

農家・地域住民が、市町村等の事業実施主体が取り組む直営施工に、土地改良区等

の団体を介して参加する場合と、｢職業安定法｣における職業紹介事業及び労働者供給

事業との関係について検証する。

（１）職業安定法
（法律の目的）

第 １条 この法律は、雇用対策法と相まって、公共に奉仕する公共職業安定所その他の職業安

定機関が関係行政庁又は関係団体の協力を得て職業紹介事業等を行うこと、職業安定機

関以外の者の行う職業紹介事業等が労働力の需要供給の適正かつ円滑な調整に果たすべ

き役割にかんがみその適正な運営を確保すること等により、各人にその有する能力に適

合する職業に就く機会を与え、及び産業に必要な労働力を充足し、もって職業の安定を

図るとともに、経済及び社会の発展に寄与することを目的とする。

（定義）

第 ４条 この法律において、｢職業紹介｣とは、求人及び求職の申込みを受け、求人者と求職者

との間における雇用関係の成立をあっせんすることをいう。

② 省略

～

⑤ 省略

⑥ この法律において｢労働者供給｣とは、供給契約に基づいて労働者を他人の指揮命令を

受けて労働に従事させることをいい、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働

者の就業条件の整備等に関する法律（以下｢労働者派遣法｣という ）第２条第１号に規定。

する労働者派遣に該当するものを含まないものとする。

⑦ この法律において｢職業紹介事業者｣とは、第３０条第１項若しくは第３３条第１項の

許可を受けて、又は第３３条のニ第１項の規定による届出をして職業紹介事業を行う者

をいう。

⑧ この法律において｢労働者供給事業者｣とは、第４５条の規定により労働者供給事業を

行う労働組合等（労働組合法による労働組合その他これに準ずるものであって厚生労働

省令で定めるものをいう ）をいう。。

⑨ 省略

（有料職業紹介事業の許可）

第３０条 有料の職業紹介事業を行おうとする者は、事業所ごとに、厚生労働大臣の許可を受け

なければならない。

以下省略

（無料職業紹介事業）

第３３条 無料の職業紹介事業（職業安定機関の行うものを除く ）を行おうとする者は、次条の。

規定により行う場合を除き、事業所ごとに、厚生労働大臣の許可を受けなければならな

い。

以下省略

（学校等の行う無料職業紹介事業）

第３３条のニ 次の各号に掲げる施設の長は、厚生労働大臣に届け出て、当該各号に定める者に

ついて、無料の職業紹介事業を行うことができる。
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一 学校（小学校及び幼稚園を除く）

ニ 専修学校

三 職業能力開発促進法第１５条の六第一項各号に掲げる施設

四 職業能力開発総合大学校

以下省略

（労働者供給事業の禁止）

第４４条 何人も次条に規定する場合を除くほか、労働者供給事業を行い、又はその労働者供給

事業を行う者から供給される労働者を自らの指揮命令の下に労働させてはならない。

（労働者供給事業の許可）

第４５条 労働組合等が、厚生労働大臣の許可を受けた場合は、無料の労働者供給事業を行うこ

とができる。

（２）団体を介して参加する場合と職業安定法との関係

イ 職業安定法では、職業紹介事業及び労働者供給事業の取扱いについて、以下のよう

に規定している。
① 職業紹介事業を行う場合は、厚生労働大臣の許可又は届け出により実施。

② 労働組合等を除き、労働者供給事業の実施を禁止。

このことから、土地改良区等の団体を介して直営施工に参加する場合の団体の役割

が、職業安定法に規定する職業紹介又は労働者供給に該当するか否かを検証する。
ロ 職業紹介との関係については、土地改良区等の団体は作業受託を通じて自らも直営

施工に参加することから、第４条に規定する中立的な立場で求人者と求職者との間に

立って雇用関係の成立を斡旋する職業紹介事業には該当しないと思慮される。

ハ 労働者供給については、団体を介しての参加が第４条第６項に規定する｢供給契約

に基づいて労働者を他人の指揮命令を受けて労働に従事させること｣に該当するか否
かで職業安定法の適用の是非を判断することとなるが、１ （４） ロにより直営施工- -
への参加者は一般的には｢労働者｣に該当しないと思慮されることから、土地改良区等
の役割が第４４条に規定する｢労働者供給事業｣の事業主に該当しないと解される。

ニ したがって、団体を介して直営施工に参加しても、一般的には職業安定法の各条項

に抵触することはないと思慮される。
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８．直営施工における保険制度適用の検討

Ⅰ．検討課題

農家・地域住民が参加する直営施工においては、参加者に対する安全管理への配慮が

不可欠である。このため、直営施工への参加と各種保険制度適用の有無等について検討

する。

Ⅱ．検討内容

１．政府管掌保険

（１）保険制度の仕組み

政府が管掌する保険制度の仕組みは以下のとおりとなっている。

このうち、直営施工の参加者に対する保険制度適用の検討対象としては、労働保険

が考えられる。

社会保険（広義） 社会保険 医療保険

年金保険

労働保険 労災保険

雇用保険

１）労働保険（労働保険の保険料の徴収等に関する法律）

（定義）

第 ２条：この法律において｢労働保険｣とは、労働者災害補償保険法（｢労災保険法｣という ）に。

よる労働者災害補償保険（｢労災保険｣という ）及び雇用保険法による雇用保険（｢雇用。

保険｣という ）を総称する。。

（概算保険料の納付）

第１５条：事業主は、保険年度ごとに、次に掲げる労働保険料を、その労働保険料の額その他厚

生労働省令で定める事項を記載した申告書に添えて、その保険年度の初日から５０日以

内に納付しなければならない。

２）労災保険（労災保険法）

（適用事業の範囲）

第 ３条：この法律においては、労働者を使用する事業を適用事業とする。

労働者：職業の種類を問わず、事業又は事務所（｢事業｣という ）に使用される者で、賃金を支。

払われる者（労働基準法第９条）

（保険給付の範囲）

第 ７条：この法律による保険給付は、次に掲げる保険給付とする。

１：労働者の業務災害に関する保険給付

２：労働者の通勤災害に関する保険給付
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（保険料）

、第３０条：労働者災害補償保険事業に要する費用に充てるため政府が徴収する保険料については

徴収法の定めるところによる ・・・・全額事業主負担。

３）雇用保険（雇用保険法）

（定義）

第 ４条：この法律において｢被保険者｣とは、適用事業に雇用される労働者であって、第６条各

号に掲げる者以外のものをいう。

（適用事業）

第 ５条：この法律においては、労働者が解雇される事業を適用事業とする。

（適用除外）

第 ６条：次の各号に掲げる者については、この法律は、適用しない。

１：６５歳以上の雇用者

１－２：短時間労働者

１－３：日雇労働者（日々雇用者又は３０日以内の期間を定めて雇用される者）

２：４ヶ月以内の期間を予定して行われる季節的事業に雇用される者

・・・

（保険料）

第６８条：雇用保険事業に要する費用に充てるため政府が徴収する保険料については、徴収法の

定めるところによる ・・・・事業主と労働者双方で負担。

（２）労災保険適用の検討

労災保険は、労働者の業務災害及び通勤災害に関する保険給付を目的としたもので

あり、その保険料は全額事業主が負担する。

この場合の給付対象は、労災保険法第３条の規定により｢労働者｣であることが前提

であるが、農家・地域住民による直営施工への参加形態と労働基準法との関係につい

て検討した結果 直営施工への参加者は 一般的には労働基準法第９条に規定する｢労、 、

働者｣に該当しないと思慮される。

したがって、直営施工への参加者は、労災保険の給付対象から除外され、適用対象

外の扱いとなると見込まれる。

（３）雇用保険適用の検討

雇用保険法は、同法第５条の規定により労働者が解雇される場合に適用され、その

保険料は事業主と労働者の双方で負担する。

この場合においても、対象者は｢労働者｣であることが前提であるが、一般的には直

営施工への参加者は｢労働者｣に該当しないと思慮される。

なお、仮に労働者扱いとなる場合でも、同法第６条の規定により６５歳以上の雇用

者、日雇労働者、短期の季節雇用者は除外扱いされている。

したがって、直営施工における作業形態が、第６条に規定される雇用形態に類似し

たものとなると見込まれることから、労働者としての取扱いの如何に係わらず、雇用
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保険法が適用されることは想定されない。

２．損害保険

損害保険は、民間企業が扱う保険で、急激かつ偶然な外来の事故により被保険者（自

己等）の傷害に適用する普通傷害保険を基本契約として、被保険者に起因した偶然の事

故により、他人の身体の障害（傷害、疾病、後遺症害または死亡をいう）または他人の

財物の滅失、汚損もしくはき損について、法律上の損害賠償責任を負担することによっ

て被った損害に適用する賠償責任保険を特約契約するケースが一般的である。

また、無給を前提としたボランテイア活動中の事故に対する補償のために、この２つ

の保険をセットにしたボランテイア保険がある。

これらは、民間各社の保険内容が多様であり、適用出来ない場合もあることから、加

入条件及び給付条件を十分確認する必要がある。

損害保険 普通傷害保険（基本契約） ボランテイア保険

（２つのセットが一般的）賠償責任保険（特約）

（１）普通傷害保険（被保険者（自己等）の傷害 ・・・基本契約）

、 。被保険者が 急激かつ偶然な外来の事故によって被った傷害に対して支払われる保険

＊ 傷害保険の保険金は、労災保険、健康保険、生命保険、加害者からの賠償金などとは関係なく

支払われる。

（２）賠償責任保険（対人、対物 ・・・特約契約が一般的）

被保険者が、偶然の事故により他人の身体の障害（傷害、疾病、後遺症害または死亡

をいう）または他人の財物の滅失、汚損もしくはき損について、法律上の損害賠償責任

を負担することによって被った、相手に支払うべき賠償金や訴訟費用等に対して支払わ

れる保険。

＊ 法律上の損害賠償責任を負うことが要件。

（必ずしも裁判上の確定判決を必要とするものではなく、客観的に法律上の損害賠償責任（過失

・損害の発生・因果関係）があると認定されれば、支払いが可能）

(参考) 普通傷害保険の概要等

① ポイント

・ 傷害保険の中でもっとも基本的な保険。対価支払いの有無は加入条件に関係しない。

・ 個人加入が可能であり、団体加入の義務付けはない。

・ 死亡、後遺症害、入院、手術、通院の５種類の保険金がある（特約で賠償責任保険を付加す

るのが一般的 。）

・ 賠償責任保険の義務付けはなく、普通傷害保険の加入のみでも可（損害賠償対応のため、賠

償責任保険とのセット加入が望ましい 。）

・ 傷害保険の保険金は、普通傷害保険に限らず健康保険、労災保険等の給付とは無関係に支払

われる。
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・ 保険期間は、１年を基本としているが、行事単位又は日単位で扱う場合もあり、個別のケー

スごとに保険会社に相談。

② 保険の対象

・ 被保険者の年齢制限はない。

③ 担保しない傷害及び損害

・ 保険契約者または被保険者の故意。

・ 地震、噴火または津波。

・ 被保険者の職務遂行に直接起因する損害賠償責任等。

④ 賠償責任保険を特約する場合の条件等

・ 被保険者（直営施工参加者）を特定する必要があり、記名は不可欠。

・ 団体加入は、特約条件ではない（団体加入の義務付けなし 。）

・ 保険期間は、１年を基本としているが、行事単位又は日単位で扱う場合もあり、個別のケー

スごとに保険会社に相談。

・ 保険金額についても、個別のケースごとに保険会社に相談。

⑤ 保険料の団体割引が適用される場合の団体類別基準

２０名以上を被保険者とし、保険期間の終期が各被保険者同一であるもので、次に類別さ

れる団体。

（第３類団体）

国、都道府県等一定の機関の免許、認可、許可または登録を受けなければ営むことのでき

ない特定の業務に従事する者のみによって組織された団体。

（第４類団体）

次のａ～ｅの要件を満たす町内会、団地自治会、ロータリークラブ等第１類団体から第３

類団体までのいずれにも属さない団体で、保険会社が別に定める基準により認める団体。

ａ 同一の共通目的をもつ者のみによって組織されていること

ｂ 団体構成員が常時明確に把握されており、代表者の定めがあること

ｃ 会計帳簿等が整備されていること

ｄ 団体を代表して保険契約者となる者は、保険契約上の一切の権利義務を遂行し得ること

ｅ 保険加入のみを目的として組織された団体でないこと

⑥ 偶然の事故への対応のため、行事主催者（事業実施主体、作業受託団体）が加入できる保険

もあり、個別のケースごとに保険会社に相談。

（３）ボランテイア保険

無給を前提としたボランテイア活動に関する保険は、ボランテイア活動中の事故によ

りボランテイア自身が身体に被った傷害を補償する｢傷害保険｣と、ボランテイアが補償

内容に掲げる事故によって他人を死傷させ又は他人の財物を損壊させた場合に、ボラン

テイアが負担する法律上の損害賠償責任分に対して支払われる｢賠償責任保険｣がセット

になったものが多く用意されている。

ボランテイア保険は、参加者に受益性がある等活動内容が自助活動の一環とみなされ

るものや対価の支払いを伴うものは適用されないなど、直営施工の観点からみた場合適

用条件が厳しいものになると想定されることから、加入を検討する場合には関係機関に
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照会するなどして適用条件を十分吟味する必要がある。

（参考）ボランテイア保険のポイント

、 。・ ボランテイア参加者に受益性がある等 活動内容が自助活動の一環とみなされるものは適用外

・ 活動は無償が前提であり、対価の支払いを伴うものは適用外（交通費、弁当代程度の支払い

は可能 。）

・ 自発的参加が前提であり、動員等の強制力が働く場合は適用外。

・ ボランテイア保険に加入するには、あらかじめ個人又は団体で各地域の社会福祉協議会にボラ

ンテイア活動する旨の届け出が必要。

・ 保障期間は通年で、傷害保険部分と賠償責任保険部分のセットが一般的。

・ 保険の掛金は、年額単位で１人あたり数百円程度。

・ 健康保険、生命保険などに関係なく保険金が支払われる。

・ 加入者の故意によるものや、地震・噴火・津波等による場合は支払われない。

・ 加入を検討する場合には、各地域の社会福祉協議会等に内容照会することが必要。

３．検討結果に基づく保険加入のケース分類

保険の種類 補 償 区 分 労務費 労務提供 備 考

支払方式 方式

ー ー労働 雇用保険 失 業

参加形態、実施方法によっては該保険 ＊＊ ＊

当することもあり得るので、具体の（ ）政府 労災保険 参加者のケガ等 ー ー

ケースで確認することが望ましい

・ 具体のケースに基づき、加入及び傷害保険

給付条件等を確認する必要がある(基本契約) 参加者のケガ等 ○ ○

対人（他人のケガ等） ・ 具体のケースに基づき、加入及び損害 損害賠償

給付条件等を確認する必要がある保険 責任保険 対物（他人の器物 ○ ○

破損）（ ）（ ）民間 特約契約

・ 具体のケースに基づき、加入及びボランテイ 参加者のケガ等

給付条件等を確認する必要があるア保険 対人、対物 ー ○

４．直営施工への参加形態に応じた保険加入の検討

農家・地域住民が直営施工に参加する際、作業内容や参加者の意向等により、対価を

支払う場合と賦役方式による場合がある。また、参加者については、直営施工の実施方

式等からみて一般的には労働基準法第第９条に規定する｢労働者｣に該当しないと思慮さ

れる。

作業開始に先立ち必要な保険加入の検討は、こうした直営施工の特性や当該直営施工

の取り組み内容を十分踏まえたものとする必要がある。
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検討に際し、参考となる各種保険の照会先を以下に示す。

（各種保険の照会先）

保 険 区 分 照 会 先 名 称 電話番号

労 働 保 険 各県にある厚生労働省○○労働局

労働基準部 監督課

損 害 保 険 （社団法人）

03-3255-1211（普通傷害） 日本損害保険協会 そんがいほけん相談室

（賠償責任） 又は民間損害保険各社

（社会福祉法人）

03-3581-4667ボランテイア保険 全国社会福祉協議会 福祉保険サービス

又は各市区郡町村社会福祉協議会

ボランテイアセンター
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９．国・地方公共団体職員が個人の資格で直営施工に

参加する場合の取扱いについて

１．検討課題

直営施工は、農家・地域住民が自らの意思に基づき参加して実施するものであるが、

国・地方公共団体の職員が個人の資格で休日等に対価を得て参加することが考えられ

る。

こうした場合の、職員が行うべき所轄庁に対する必要な手続き等について検討する。

２．関係法令等における規定

（１）国家公務員法

（他の事業又は事務の関与制限）

第１０４条：職員が報酬を得て、営利企業以外の事業の団体の役員、顧問若しくは評議員の職を兼

ね、その他いかなる事業に従事し、若しくは事務を行うにも、内閣総理大臣及びその職員

の所轄庁の長の許可を要する。

（２）職員の兼業の許可に関する内閣府令

（兼業の許可の基準）

第１条：内閣総理大臣及び所轄庁の長は、兼業の許可の申請があった場合においては、その職員の

占めている官職と国家公務員法第１０４条の団体、事業又は事務との間に特別の利害関係が

なく、又はその発生のおそれがなく、かつ、職務の遂行に支障がないと認めるときに限り、

許可することができる。

（兼業の許可の申請）

第２条：兼業の許可の申請は、別記様式の兼業許可申請書でしなければならない。

（３）総理府通達（職員の兼業の許可について：昭和４１年２月１１日付け総人局９７）

記

第１：省略

第２： 〃

第３：許可基準に関する事項

１．省略

２．兼業の許可に関する申請が次の各号の一に該当する場合には、原則として、許可しない取扱い

とされたいこと。

（１）兼業のため勤務時間をさくことにより、職務の遂行に支障が生ずると認められるとき。

（２）兼業による心身の著しい疲労のため、職務遂行上その能率に悪影響を与えると認められると

き。

（３）兼業しようとする職員が在職する国の機関と兼業先との間に、免許、認可、許可、検査、税

の賦課、補助金の交付、工事の請負、物品の購入等の特殊な関係があるとき。
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（４）兼業する事業の経営上の責任者となるとき。

（５）兼業することが、国家公務員としての信用を傷つけ、または官職全体の不名誉となるおそれ

があると認められるとき。

３．兼業の許可は、原則として、２年をこえない期間について与える取扱いとされたいこと。

（以下省略）

（４）地方公務員法

（営利企業等の従事制限）

第３８条：職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利を目的とする私企業を営むことを目的と

する会社その他の団体の役員その他人事委員会規則（人事委員会を置かない地方公共団体

においては、地方公共団体の規則）で定める地位を兼ね、若しくは自ら営利を目的とする

私企業を営み、又は報酬を得ていかなる事業若しくは事務にも従事してはならない。

２ 人事委員会は、人事委員会規則により前項の場合における任命権者の許可の基準を定め

ることができる。

３．必要な手続き

（１）労務提供方式の場合

関係法令等では、報酬を得て事業若しくは事務に従事する場合について規定してい

る。したがって、労務提供方式で参加する場合には、所轄庁若しくは任命権者の許可

は要しないと考えられる。

、 。ただし 参加することによって職務の遂行に支障が生じないよう注意が必要である

（２）労務費支払い方式の場合

関係法令等に基づき、所轄庁若しくは任命権者の許可が必要であるが、参加するこ

とによって職務の遂行に支障が生じると認められる場合には許可されないので、注意

が必要である。



１０．農家・地域住民等参加型の直営施工における工事費等算定例

項 目 参 考 例 備 考

（例）工事内容
農道のコンクリート舗装

施工延長 Ｌ＝８５０ｍ
幅 員 Ｂ＝３．０ｍ
舗 装 厚 ｔ＝０．１ｍ

数 量
18-40-8 V=255m3生コン（ ）

A=170m2型 枠

実作業日数
１４日（労務参加計画書より）

所要人数
９８人（労務参加計画書より）

１．工期の考え方
①委託工期 ①「委託工期」 ・必要に応じて準備期間を設

＝「準備期間（契約後７日 」＋「作業延日数」 ける （保険手続期間等）） 。

（例）委託工期
平成○○年９月２８日～平成○○年１１月１７日
＝７＋４４
＝５１日

２．請負施工方式による直 （例） ・土地改良工事積算基準等に
接工事費相当額の算出 ①コンクリート舗装工（人力） 基づき算出

＝２，５５０ ×１，７１９円／ （労・材・機を含む）m2 m2
＝４，３８３千円
（単価 ： １，７１９円／ ）m2

②型枠工
m2 m2＝１７０ ×２，９４７円／

＝５０１千円
（単価 ： ２，９４７円／ ）m2

③請負施工方式による直接工事費相当額
＝①＋②
＝４，３８３千円＋５０１千円
＝４，８８４千円

３．直営施工方式による直 （例）
接工事費相当額の算出 ①労務費 ・労務単価は軽作業員相当額

＝９８人×１０，４００円／人 とする。
＝１，０１９千円
（労務単価 ： １０，４００円／人)

②材料費 ・実際の購入価格とする。
＝２，７７９千円
（＊仮定値）

③機械経費 ・必要に応じて計上。
＝１７１千円 実際の機械経費とする。
（＊仮定値）

④直営施工方式による直接工事費相当額
＝①＋②＋③
＝１，０１９千円＋２，７７９千円＋１７１千円
＝３，９６９千円



４．直接工事費相当額の比 請負施工方式による直接工事費相当額 ・請負施工とした場合の直接
較 ≧ 直営施工方式による直接工事費相当額 工事費相当額を超えないも

４，８８４千円 ≧ ３，９７０千円 のとする。
ＯＫ

５．作業委託料の算出 ①労務費
＝１，０１９千円

②工事雑費（請負施工方式による直接工事費相当額×３．５％） ２．③
＝４，８８４千円 ×３．５％ 請負施工方式による直接
＝１７０千円（千円未満切り捨て） 工事費相当額 × ３．５％

③工事価格
＝①＋②
＝１，０１９千円＋１７０千円
＝１，１８９千円
≒１，１８０千円（１万円未満切り捨て）

④作業委託料
＝１，１８０千円×１．０５
＝１，２３９千円
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（
様
式
第
２
号
：
記
入
例
）

労
務
参
加
計
画
書

平
成
○
○
年
○
○
月
○
○
日

事
業
名
基
盤
整
備
促
進

地
区
名
○
○
地
区

事
業
実
施
主
体
×
×
市

作
業
場
所
△
△
地
内

作
業
（
工
事
）
名
○
×
△
□
農
道
舗
装
工
事

労
務

参
加

型
に

よ
る

工
事

計
画

の
概

要
項
目
（
作
業
内
容
）

細
目

数
量

備
考

労
務
参
加
申
請
団
体

農
道
コ
ン
ク
リ
ー
ト
舗
装

コ
ン
ク
リ
ー
ト
舗
装

Ｌ
＝
８
５
０
ｍ

団
体
名
及
び

□
□
土
地
改
良
区

コ
ン
ク
リ
ー
ト
舗
装

生
コ
ン
（

×
×

）
２
７
０
．
３

支
給

ロ
ス
６
％

代
表
者
名

理
事
長

3.
0

0.
10

85
0m

m
3

型
枠
（

×
×
）

１
７
０
ｍ

支
給

農
林

太
郎

0.
10

85
0m

2
2

作
業
員

９
８
人

担
当
者
名

山
田

一
郎

00
00

-0
0-

00
00

担
当
者
連
絡

先
（
電
話
）

特
記
事
項
（
役
割
分
担
等
）

事
業
実
施
主
体
：
出
来
形
確
認
（
計
測
）

資
材
手
配
、
日
々
の
作
業

内
容
決
定
、
施
工
写
真
等

労
務
参
加
申
請
：
労
務
手
配
、
保
険
加
入
、

団
体

備
品
等
手
配
等

項
目
（
作
業
内
容
）

作
業

（
工

事
）
工

程
【
日

数
】

合
計

（
人
）

１
２

３
４

５
６

７
８

９
10

11
12

13
14

15
16

17
18

19
20

21
22

23
24

25
26

27
農
道
コ
ン
ク
リ
ー
ト
舗
装

コ
ン
ク
リ
ー
ト
舗
装
１
０
月

７
７

６
７

７
８

８
８

（
）

１
１
月

６
６

７
７

７
７

９
８

（
）

作
業
開
始
予
定

平
成

１
４
年

１
０
月

５
日

作
業
終
了
予
定

平
成

１
４
年

１
１
月

１
７
日

作
業
延
日
数

４
４
日

実
作
業
日
数

１
４
日



１
１
．
工
事
施
工
方
式
対
比
概
念
図

【
請
負
施
工
：
直
営
施
工
】

請
負
施
工

直
営
施
工
１

直
営
施
工
２

（
労
務
費
支
払
い
方
式
）

（
労
務
提
供
方
式
）

工
事
雑
費
：
各
種
保
険
料
他

＜
工
事
価
格
＞

一
般
管
理
費
等

工
事
雑
費
は
、
直
営
施
工
の
作
業
を
団
体
に
委
託

す
る
場
合
、
委
託
費
に
含
め
て
計
上
す
る
。

共
通
仮
設
費

直
営
施
工
に
お
け
る
機
械
経
費
、
材
料
費
は
団
体

へ
の
委
託
費
に
は
含
め
な
い
。

間
接
工
事

※
工
事
雑
費

費
現
場
管
理
費

請
負
施
工

3.
5%

＜
工
事
価
格
＞

（
)

直
接
工
事
費

×
A

（
）

工
事
雑
費

×
A

3.
5%

工 事
労
務
費

労
務
費

費
（
対
価
を

＜
工
事
価
格
＞

支
払
い
）

（
）

直
接
工
事

工
工
事
雑
費

×
Ａ

3.
5%

費
機
械
経
費

事
直
接
工
事

機
械
経
費

機
械
経
費

（
）

Ａ
費

費
（
リ
ー
ス
）

（
リ
ー
ス
）

（
Ｂ
）

工
直
接
工
事

材
料
費

材
料
費

事
費

材
料
費

（
Ｃ
）

（
支
給
）

費
（
支
給
）

（
Ｂ
）
≦
（
Ａ
）

（
Ｃ
）
＜
（
Ｂ
）

労
務
費
は
、
労
務
提
供
方
式
の

場
合
対
価
の
支
払
い
は
な
し





  Ⅲ．農家・地域住民参加型の直営施工に
係る意見等について



整
 理

 番
 号

質
問
・
意
見
・
提
案
事
項

回
　
　
答

1
第
１
趣
旨

　
対
象
事
業
に
つ
い
て
、
災
害
復
旧
工
事
も
含
ま
れ
る
の
か
。

　
本
通
知
文
に
お
い
て
は
、
農
業
農
村
整
備
事
業
又
は
農
村
振
興
局
整
備
部

所
管
の
非
公
共
事
業
が
対
象
で
あ
る
が
、
災
害
復
旧
工
事
に
お
い
て
も
、
工

事
内
容
に
よ
っ
て
は
直
営
施
工
方
式
の
活
用
が
考
え
ら
れ
る
。

2
第
１
趣
旨

　
農
業
農
村
整
備
事
業
等
と
し
て
既
に
計
画
・
採
択
さ
れ
た
も
の
に
つ
い
て
、

い
か
に
簡
易
な
作
業
だ
と
し
て
も
、
事
業
実
施
主
体
は
補
助
事
業
と
し
て
の
事

業
効
果
、
出
来
高
等
に
対
し
て
の
責
任
が
あ
り
、
直
営
施
工
で
も
大
丈
夫
な
も

の
か
。

　
直
営
施
工
は
、
農
家
・
地
域
住
民
等
の
参
加
で
施
工
可
能
な
範
囲
で
行
う

も
の
で
あ
り
、
自
ず
と
工
種
は
限
定
さ
れ
て
く
る
。
事
業
実
施
主
体
と
し
て

は
直
営
施
工
全
体
の
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
を
行
い
、
出
来
高
等
に
対
し
て
責
任

が
あ
る
こ
と
か
ら
、
作
業
の
難
易
度
、
安
全
確
保
に
十
分
配
慮
し
適
用
さ
れ

た
い
。

3
第
２
基
本
要
件

　
第
２
の
基
本
要
件
で
、
事
業
実
施
主
体
が
行
う
地
元
に
対
す
る
説
明
に
つ
い

て
、
説
明
範
囲
、
方
法
、
時
期
等
は
事
業
実
施
主
体
の
判
断
に
ま
か
せ
る
の

か
。

　
説
明
範
囲
、
方
法
、
時
期
等
に
つ
い
て
は
、
事
業
実
施
主
体
の
判
断
と
す

る
。
な
お
、
地
元
へ
の
説
明
に
際
し
て
は
、
想
定
さ
れ
る
工
種
等
前
広
に
説

明
し
、
選
択
肢
を
広
げ
る
工
夫
も
必
要
で
あ
る
。

4
第
２
基
本
要
件

　
直
営
施
工
の
計
画
は
事
業
実
施
主
体
が
事
前
に
た
て
る
の
か
。

　
地
元
等
が
自
ら
要
望

(計
画

)し
て
実
現
す
る
も
の
が
真
の
直
営
施
工
と
考
え

ら
れ
る
。
行
政
の
押
し
つ
け
と
云
わ
れ
か
ね
な
い
。

　
事
業
実
施
主
体
が
参
加
型
の
直
営
施
工
と
し
て
適
当
と
考
え
る
も
の
に
つ

い
て
、
地
元
の
農
家
・
地
域
住
民
等
に
対
し
て
説
明
を
行
い
、
農
家
・
地
域

住
民
か
ら
参
加
し
た
い
旨
の
申
し
出
が
あ
り
、
事
業
実
施
主
体
が
適
当
と
判

断
し
た
も
の
に
つ
い
て
実
施
す
る
と
い
う
の
が
、
今
回
の
ス
キ
ー
ム
で
あ

り
、
農
家
・
地
域
住
民
か
ら
の
申
し
出
が
必
要
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
行
政
の

押
し
つ
け
に
は
当
た
ら
な
い
と
考
え
て
い
る
。

5
第
２
基
本
要
件

　
地
元
説
明
に
直
接
参
加
で
き
な
い
農
家
・
地
域
住
民
以
外
の
者
も
対
象
に
し

た
い
場
合
も
あ
る
。
地
域
外
の

(ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
的
な

)個
人
を
広
く
公
募
し
て

実
施
し
た
い
場
合
も
考
慮
す
べ
き
。

　
地
域
外
の
者
で
も
趣
旨
に
賛
同
し
、
参
加
の
意
思
が
あ
れ
ば
参
加
す
る
こ

と
は
可
能
と
考
え
る
が
、
直
営
施
工
の
実
施
内
容
等
か
ら
、
事
業
実
施
主
体

で
判
断
さ
れ
た
い
。

6
第
２
基
本
要
件

　
直
営
施
工
は
国
営
事
業
で
も
適
用
さ
れ
る
の
か
。

　
国
営
事
業
に
お
い
て
も
適
用
可
能
な
工
種
が
あ
れ
ば
適
用
で
き
る
。

7
第
３
対
象
作
業

　
簡
易
な
作
業
は
、
実
態
と
し
て
末
端
受
益
に
な
る
た
め
、
受
益
者
が
誰
で
あ

る
か
特
定
さ
れ
る
。
受
益
、
受
益
者
が
特
定
さ
れ
る
中
、
そ
の
作
業
を
他
の
農

家
・
住
民
が
参
加
申
し
込
み
す
る
か
疑
問
が
残
る
。

　
ま
た
、
自
分
の
農
地
等
を
自
分
で
施
工
し
、
さ
ら
に
人
件
費
を
得
る
な
ど
、

農
業
農
村
整
備
事
業
の
補
助
対
象
（
範
囲
）
と
し
て
果
た
し
て
妥
当
だ
ろ
う
か

と
の
議
論
に
つ
な
が
ら
な
い
か
。

　
参
加
型
の
直
営
施
工
は
、
通
知
本
文
第
１
の
趣
旨
に
規
定
す
る
事
業
の
計

画
で
予
定
さ
れ
て
い
る
対
象
工
種
に
対
し
て
実
施
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
か

ら
、
質
問
の
趣
旨
は
当
た
ら
な
い
と
考
え
て
い
る
。

8
第
３
対
象
作
業

　
対
象
事
業
に
、
畦
畔
や
進
入
路
の
造
成
・
除
去
、
客
土
、
土
壌
改
良
材
の
散

布
、
簡
易
な
暗
渠
排
水
な
ど
個
人
的
な
施
設
が
含
ま
れ
て
い
る
が
、
公
共
施
設

に
対
し
て
支
援
し
て
き
た
従
来
の
考
え
方
を
転
換
す
る
方
向
か
。

　
ま
た
、
最
小
工
事
規
模
を
ど
の
よ
う
な
範
囲
で
考
え
て
い
る
の
か
。

　
畦
畔
や
進
入
路
の
造
成
、
土
壌
改
良
材
散
布
等
は
従
来
か
ら
補
助
対
象
工

種
に
な
っ
て
お
り
、
従
来
か
ら
の
考
え
方
を
転
換
す
る
も
の
で
は
な
い
。
な

お
、
工
事
規
模
に
つ
い
て
は
一
概
に
決
め
ら
れ
る
も
の
で
は
な
い
の
で
、
工

事
内
容
等
を
勘
案
し
事
業
実
施
主
体
で
判
断
す
る
こ
と
と
な
る
。

農
家
・地
域
住
民
参
加
型
の
直
営
施
工
に
係
る
意
見
等
に
つ
い
て
の
回
答

区
　
　
　
分



整
 理
 番
 号

質
問
・
意
見
・
提
案
事
項

回
　
　
答

農
家
・地
域
住
民
参
加
型
の
直
営
施
工
に
係
る
意
見
等
に
つ
い
て
の
回
答

区
　
　
　
分

9
第
３
対
象
作
業

　
市
町
村
に
お
い
て
は
、
す
で
に
「
農
業
用
施
設
資
材
支
給
」
基
準
を
設
け
、

頭
首
工
、
た
め
池
、
橋
等
の
補
修
、
改
良
の
資
材
の
現
物
支
給
を
行
っ
て
い
る

と
こ
ろ
も
あ
り
、
こ
れ
ら
も
対
象
と
な
る
よ
う
工
種
を
追
加
し
て
は
ど
う
か
。

　
別
表
１
の
工
種
は
、
参
考
と
し
て
掲
げ
て
い
る
も
の
で
あ
り
、
そ
れ
以
外

の
工
種
に
つ
い
て
も
、
作
業
の
難
易
度
や
安
全
性
を
勘
案
し
施
工
可
能
で
あ

れ
ば
、
対
象
工
種
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

10
第
３
対
象
作
業

　
環
境
整
備
工
と
し
て
、
重
機
を
伴
わ
な
い
植
栽
と
例
示
さ
れ
て
い
る
が
、
道

路
・
水
路
溝
畔
・
畦
畦
法
面
な
ど
へ
の
グ
ラ
ン
ド
カ
バ
ー
プ
ラ
ン
ツ
の
植
栽
を

対
象
事
業
と
し
て
よ
い
か
。

　
直
営
施
工
は
、
あ
く
ま
で
補
助
事
業
等
の
対
象
と
な
っ
て
い
る
工
種
を
対

象
に
行
う
こ
と
と
し
て
お
り
、
当
該
工
種
が
対
象
と
な
っ
て
い
る
が
ど
う

か
、
で
判
断
す
る
こ
と
に
な
る
。

11
第
３
対
象
作
業

　
本
案
対
象
工
種
・
作
業
内
容
に
つ
い
て
、
簡
易
作
業
と
い
う
も
の
の
、

①
「
２
ｍ
以
下
と
な
る
地
山
掘
削
」
の
上
限
２
ｍ
は
大
変
危
険
を
伴
う
作
業
で

あ
る
。

②
「
厳
密
な
標
高
管
理
を
要
し
な
い
…
」
「
小
規
模
な
…
」
と
あ
る
が
、
全
て

の
工
種
に
つ
い
て
最
低
限
、
品
質
管
理
基
準
値
内
の
施
工
を
要
求
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

　
瑕
疵
担
保
も
な
い
制
度
で
、
さ
ら
に
事
業
実
施
主
体
が
施
工
管
理
を
常
に
行

う
こ
と
は
作
業
工
程
・
作
業
日
（
土
日
作
業
の
選
択
）
な
ど
の
条
件
が
あ
り
極

め
て
困
難
で
あ
る
。

　
作
業
は
、
別
表
１
「
環
境
整
備
工
そ
の
他
」
程
度
の
作
業
で
、
延
長
・
数
量

で
完
成
が
確
認
で
き
る
も
の
と
す
る
必
要
が
あ
る
。

　
別
表
１
の
工
種
は
、
参
考
と
し
て
掲
げ
て
い
る
も
の
で
あ
る
。
２
ｍ
以
下

と
し
た
の
は
、
労
働
安
全
衛
生
法
第
１
４
条
の
作
業
主
任
を
選
任
す
る
必
要

が
な
い
作
業
範
囲
を
参
考
と
し
た
も
の
で
あ
り
、
危
険
と
思
わ
れ
る
作
業
は

実
施
し
な
い
な
ど
、
事
業
実
施
主
体
の
判
断
で
適
用
工
種
を
検
討
し
て
い
た

だ
き
た
い
。

　
な
お
、
施
工
管
理
等
に
つ
い
て
は
、
第
７
で
「
必
要
が
あ
れ
ば
、
現
場
技

術
業
務
等
の
活
用
を
図
る
も
の
」
と
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

12
第
３
対
象
作
業

　
事
業
計
画
全
体
に
占
め
る
直
営
施
工
で
行
う
範
囲
（
割
合
）
に
制
限
を
設
け

る
必
要
は
な
い
か
。
（
総
事
業
費
の
３
０
％
の
変
動
で
計
画
変
更
に
該
当
と
な

る
た
め
そ
の
取
り
扱
い
）

　
直
営
施
工
で
行
う
範
囲
（
割
合
）
に
制
限
を
設
け
る
必
要
性
は
な
い
と
考

え
て
い
る
が
、
こ
れ
に
よ
り
事
業
費
に
変
動
を
き
た
し
、
計
画
変
更
要
件
に

該
当
す
る
こ
と
と
な
っ
た
場
合
に
は
、
計
画
変
更
が
必
要
で
あ
る
。

13
第
３
対
象
作
業

　
維
持
管
理
事
業
は
対
象
と
な
る
か
。

　
原
則
と
し
て
水
路
、
道
路
等
出
来
形
を
有
す
る
事
業
を
対
象
と
考
え
て
お

り
、
出
来
形
の
発
生
し
な
い
維
持
管
理
事
業
に
つ
い
て
は
現
段
階
で
想
定
し

て
い
な
い
。

14
第
４
労
務
参
加
の
申

請
・
承
認

　
直
営
施
工
に
係
る
団
体
と
し
て
農
協
は
入
れ
な
い
の
か
。

　
事
業
実
施
主
体
が
特
に
認
め
る
団
体
（
特
認
団
体
）
と
し
て
、
農
協
も
対

象
に
な
る
。

15
第
４
労
務
参
加
の
申

請
・
承
認

　
個
人
参
加
の
場
合
で
も
、
申
請
書
は
必
要
な
の
か
。

　
個
人
参
加
の
場
合
は
、
事
業
実
施
主
体
へ
参
加
連
絡
を
行
い
、
労
務
参
加

契
約
を
交
わ
す
方
法
に
よ
る
。

16
第
４
労
務
参
加
の
申

請
・
承
認

　
当
該
団
体
の
規
約
と
労
務
参
加
計
画
書
が
提
出
さ
れ
、
そ
の
内
容
が
適
切
で

あ
れ
ば
、
い
か
な
る
団
体
で
も
承
認
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
が
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
と
し
て

認
知
さ
れ
て
い
る
団
体
・
グ
ラ
ウ
ン
ド
ワ
ー
ク
・
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
等
、
地
域

で
活
動
し
て
い
る
実
績
を
考
慮
し
、
一
定
の
制
約
を
設
け
た
方
が
良
い
の
で
は

な
い
か
。

　
対
価
を
支
払
う
対
象
の
団
体
と
し
て
は
、
土
地
改
良
区
、
都
道
府
県
土
地

改
良
事
業
団
体
連
合
会
、
農
業
生
産
法
人
の
ほ
か
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
の
特
認
団
体

と
し
て
い
る
。
特
認
団
体
に
つ
い
て
は
、
事
業
実
施
主
体
の
長
（
た
だ
し
、

団
体
事
業
の
場
合
に
あ
っ
て
は
都
道
府
県
知
事
。
）
の
承
認
を
得
る
こ
と
と

し
て
お
り
、
こ
の
承
認
に
あ
た
り
団
体
規
約
や
活
動
実
績
な
ど
必
要
な
審
査

方
法
を
検
討
さ
れ
た
い
。
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17
第
４
労
務
参
加
の
申

請
・
承
認

　
団
体
の
定
義
如
何
ま
た
団
体
の
信
頼
度
の
判
断
如
何
。

　
例
え
ば
、
水
利
支
線
組
合
、
地
区
期
成
会
、
農
業
生
産
法
人
…
　
委
託
内
容

が
簡
易
と
言
っ
て
も
公
共
工
事
で
あ
る
か
ら
に
は
完
成
施
設
に
対
す
る
責
任
は

重
大
。

　
対
価
を
支
払
う
対
象
の
団
体
と
し
て
は
、
土
地
改
良
区
、
都
道
府
県
土
地

改
良
　
事
業
団
体
連
合
会
、
農
業
生
産
法
人
の
ほ
か
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
の
特
認
団

体
と
し
て
い
る
。

　
な
お
、
特
認
団
体
に
つ
い
て
は
、
事
業
実
施
主
体
の
長
（
団
体
営
事
業
の

場
合
に
あ
っ
て
は
都
道
府
県
知
事
。
）
の
承
認
を
得
る
こ
と
と
し
て
お
り
、

承
認
に
際
し
審
査
し
て
い
る
。

18
第
４
労
務
参
加
の
申

請
・
承
認

　
団
体
規
約
を
添
付
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
が
、
既
存
団
体
は
、
道
営
、
市

町
村
営
事
業
の
作
業
受
託
す
る
こ
と
を
明
記
し
て
い
る
規
約
は
な
い
は
ず
で
あ

り
、
規
約
を
添
付
す
る
目
的
、
ま
た
規
約
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
が
記
載
さ
れ
て

い
る
必
要
が
あ
る
の
か
。

　
規
約
を
添
付
の
目
的
は
、
団
体
の
設
置
目
的
、
構
成
員
、
活
動
内
容
な
ど

か
ら
、
作
業
委
託
す
る
団
体
と
し
て
ふ
さ
わ
し
い
か
を
判
断
す
る
た
め
で
あ

り
、
規
約
の
内
容
は
上
記
の
内
容
が
把
握
で
き
る
も
の
を
考
え
て
い
る
。

19
第
４
労
務
参
加
の
申

請
・
承
認

　
労
務
参
加
に
申
請
で
き
る
の
は
規
約
を
持
つ
団
体
だ
け
と
す
る
の
か
。

　
任
意
団
体
な
ど
で
、
規
約
を
持
た
な
い
も
の
の
代
表
者
が
お
り
、
維
持
管
理

が
持
続
的
に
可
能
な
団
体
で
あ
れ
ば
労
務
参
加
を
可
能
と
す
る
の
か
。

　
直
営
施
工
に
係
る
代
価
の
支
払
い
を
団
体
を
通
し
て
行
う
こ
と
か
ら
、
任

意
団
体
に
お
い
て
も
規
約
は
必
要
と
考
え
ら
れ
る
。
規
約
が
な
い
場
合
は
、

個
人
と
し
て
の
参
加
か
、
又
は
規
約
を
定
め
る
な
ど
し
て
団
体
と
し
て
参
加

申
請
を
行
う
こ
と
が
適
当
と
考
え
て
い
る
。

20
第
４
労
務
参
加
の
申

請
・
承
認

　
一
つ
の
直
営
施
工
に
、
個
人
と
し
て
参
加
す
る
の
も
の
と
団
体
と
し
て
参
加

す
る
も
の
が
混
在
す
る
こ
と
は
可
能
か
。
ま
た
、
複
数
の
団
体
が
参
加
す
る
こ

と
も
可
能
か
。

　
直
営
施
工
へ
の
参
加
に
は
多
様
な
形
態
が
想
定
さ
れ
る
の
で
、
そ
の
形
態

に
つ
い
て
は
作
業
と
の
関
係
も
考
慮
し
て
事
業
実
施
主
体
で
判
断
さ
れ
た

い
。
な
お
、
個
人
参
加
の
場
合
は
事
業
実
施
主
体
と
参
加
契
約
を
締
結
、
団

体
の
場
合
は
事
業
実
施
主
体
と
作
業
委
託
契
約
を
締
結
す
る
こ
と
と
な
る
。

21
第
４
労
務
参
加
の
申

請
・
承
認

　
団
体
と
し
て
労
務
参
加
申
請
を
行
う
場
合
、
労
務
参
加
計
画
書
を
添
付
す
る

こ
と
と
さ
れ
て
い
る
が
、
そ
の
中
の
工
事
計
画
概
要
は
事
業
主
体
で
な
い
と
作

成
で
き
な
い
の
で
は
な
い
か
。

　
参
加
型
の
直
営
施
工
の
工
事
計
画
概
要
に
つ
い
て
は
、
事
業
実
施
主
体

が
、
事
前
に
地
元
等
に
説
明
す
る
こ
と
と
な
っ
て
お
り
、
事
業
実
施
主
体
の

助
言
等
を
得
て
、
団
体
が
作
成
す
る
こ
と
は
可
能
と
考
え
て
い
る
。

22
第
４
労
務
参
加
の
申

請
・
承
認

　
公
募
で
参
加
す
る

(ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
的
な

)個
人
が
主
体
の
場
合
、
労
務
参
加

計
画
書
の
作
成
は
必
要
か
。

　
労
務
参
加
計
画
書
は
、
参
加
型
の
直
営
施
工
に
団
体
と
し
て
参
加
を
希
望

す
る
場
合
と
し
て
記
載
し
た
も
の
で
あ
る
。
（
個
人
参
加
の
場
合
は
、
個
人

が
労
務
参
加
計
画
書
を
作
成
す
る
必
要
な
し
）

23
第
４
労
務
参
加
の
申

請
・
承
認

　
土
地
改
良
区
が
直
営
施
工
を
行
う
場
合
の
委
託
先
は
ど
の
よ
う
な
団
体
が
考

え
ら
れ
る
か
。

　
土
地
改
良
区
営
事
業
で
直
営
施
工
を
実
施
す
る
場
合
、
土
地
改
良
区
が
農

家
等
と
参
加
契
約
を
交
わ
し
て
工
事
を
実
施
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

　
ま
た
、
土
地
改
良
区
に
施
工
管
理
等
の
技
術
的
な
対
応
能
力
が
な
い
場

合
、
土
地
改
良
連
合
会
等
へ
直
営
施
工
の
施
工
管
理
部
門
を
現
場
技
術
業
務

と
し
て
委
託
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

24
第
４
労
務
参
加
の
申

請
・
承
認

　
対
価
の
支
払
い
が
な
い
場
合
で
も
団
体
か
ら
の
労
務
参
加
申
請
は
必
要
か
。

　
対
価
の
支
払
い
が
な
い
場
合
で
も
団
体
か
ら
の
労
務
参
加
申
請
は
必
要
で

あ
る
。
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25
第
４
労
務
参
加
の
申

請
・
承
認

特
認
団
体
の
申
請
は
、
同
一
年
度
に
同
じ
団
体
と
複
数
件
契
約
す
る
場
合
で

も
、
そ
の
契
約
毎
に
申
請
し
審
査
す
る
の
か
。

　
翌
年
度
に
同
一
団
体
と
契
約
す
る
場
合
も
同
じ
か
。

　
特
認
団
体
の
申
請
に
お
い
て
、
同
一
年
度
に
複
数
件
参
加
す
る
場
合
は
、

１
回
の
手
続
き
に
す
る
な
ど
簡
素
化
も
あ
り
う
る
と
考
え
ら
れ
る
。
な
お
、

翌
年
度
の
場
合
は
、
確
認
の
意
味
か
ら
改
め
て
申
請
す
る
。

26
第
４
労
務
参
加
の
申

請
・
承
認

特
認
団
体
の
申
請
に
つ
い
て
、
既
存
営
農
組
合
の
団
体
規
約
の
中
に
直
営
施

工
の
内
容
を
入
れ
て
改
正
す
べ
き
か
。

　
労
務
参
加
申
請
書
に
団
体
規
約
を
添
付
す
る
の
は
、
団
体
の
目
的
、
活
動

内
容
等
に
よ
り
、
そ
の
団
体
が
ど
の
様
な
団
体
か
を
確
認
し
、
団
体
の
活
動

が
直
営
施
工
に
有
効
と
認
め
ら
れ
る
か
、
住
民
に
支
持
さ
れ
て
い
る
と
認
め

ら
れ
る
か
等
を
判
断
す
る
た
め
で
あ
り
、
規
約
の
中
で
直
営
施
工
の
明
記
の

有
無
を
問
う
も
の
で
は
な
い
の
で
改
正
の
必
要
は
な
い
。

27
第
４
労
務
参
加
の
申

請
・
承
認

　
参
加
団
体
か
ら
の
申
請
は
、
事
業
期
間
全
体
か
単
年
度
毎
か
。

　
基
本
的
に
単
年
度
発
注
工
事
を
対
象
と
し
て
い
る
た
め
、
単
年
度
毎
で
あ

る
。

28
第
５
対
価
の
支
払

　
直
営
施
工
に
係
る
費
用
は
工
事
費
の
中
か
ら
支
弁
す
る
の
か
。

　
現
場
技
術
業
務
に
係
る
費
用
を
除
き
、
工
事
費
に
よ
る
支
弁
と
な
る
。

29
第
５
対
価
の
支
払

　
労
働
災
害
保
険
な
ど
、
誰
で
も
が
参
加
し
や
す
く
す
る
た
め
の
費
用
は
直
営

施
工
の
対
象
と
す
べ
き
。

　
直
接
工
事
費
に
相
当
す
る
工
事
費
に
加
え
て
、
必
要
な
傷
害
保
険
料
や
損

害
賠
償
責
任
保
険
料
等
を
含
む
工
事
雑
費
を
計
上
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

30
第
５
対
価
の
支
払

　
直
営
施
工
を
土
地
改
良
区
等
に
作
業
委
託
す
る
場
合
、
委
託
費
の
内
訳
は
ど

の
よ
う
に
考
え
て
い
る
の
か
。

　
直
営
施
工
に
は
労
務
主
体
の
工
事
が
多
い
と
考
え
て
お
り
、
そ
の
場
合
の

工
事
費
の
他
に
保
険
料
等
を
含
む
工
事
雑
費
（
３
．
５
％
相
当
）
を
考
え
て

い
る
。

　
な
お
、
工
事
雑
費
は
、
通
知
本
文
第
５
の
対
価
の
支
払
い
に
示
す
「
参
加

型
の
直
営
施
工
の
対
象
工
事
に
係
る
全
て
の
直
接
工
事
費
相
当
額
」
に
は
含

ま
れ
な
い
も
の
と
す
る
。

31
第
５
対
価
の
支
払

　
作
業
班
長
等
の
作
業
員
の
管
理
的
職
務
が
必
要
な
場
合
、
こ
れ
に
つ
い
て
も

契
約
対
象
と
な
る
の
か
。
契
約
対
象
と
な
る
場
合
、
作
業
班
長
数
×
労
務
単
価

の
合
計
を
加
算
す
る
こ
と
で
よ
い
か
。
ま
た
、
こ
れ
に
対
す
る
限
度
額
は
あ
る

の
か
。

　
事
業
実
施
主
体
が
必
要
と
判
断
す
れ
ば
、
労
務
参
加
者
の
一
員
と
し
て
契

約
対
象
と
す
る
こ
と
は
可
能
で
あ
り
、
そ
の
経
費
は
、
作
業
班
長
数
×
労
務

単
価
の
合
計
で
よ
い
。
な
お
、
作
業
班
長
に
要
す
る
経
費
に
限
度
額
は
設
定

し
な
い
が
、
直
営
施
工
の
直
接
工
事
費
と
し
て
は
、
請
負
工
事
に
お
け
る
直

接
工
事
費
相
当
額
を
限
度
と
し
て
い
る
。

32
第
５
対
価
の
支
払

　
労
務
参
加
に
対
す
る
対
価
支
払
い
対
象
者
が
当
該
事
業
の
受
益
者
で
あ
る
場

合
、
対
価
の
支
払
い
は
可
能
か
。

　
直
営
施
工
は
、
補
助
事
業
等
の
対
象
工
種
に
対
し
て
実
施
す
る
も
の
で
あ

る
こ
と
か
ら
、
対
価
の
支
払
い
は
可
能
で
あ
る
。
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33
第
５
対
価
の
支
払

　
作
業
委
託
契
約
の
履
行
責
務
に
つ
い
て
、
例
え
ば
農
家
・
地
域
住
民
は
作
業

経
験
者
が
少
な
く
、
定
め
ら
れ
た
期
間
に
作
業
が
終
わ
ら
な
い
、
予
定
よ
り
作

業
を
仕
上
げ
る
の
に
人
数
が
多
く
か
か
っ
た
場
合
の
扱
い
は
ど
の
よ
う
に
す
れ

ば
よ
い
の
か
。

　
第
５
の
１
で
上
限
を
「
事
業
実
施
主
体
が
参
加
型
の
直
営
施
工
に
対
し
て

対
価
を
支
払
う
場
合
は
、
原
則
と
し
て
、
参
加
型
の
直
営
施
工
の
対
象
工
事

に
係
る
全
て
の
直
接
工
事
費
相
当
額
が
、
当
該
対
象
工
事
を
請
負
施
工
と
し

た
場
合
の
直
接
工
事
費
相
当
額
を
超
え
な
い
も
の
と
す
る
。
」
こ
と
と
し
て

お
り
、
作
業
終
了
後
に
限
度
額
の
範
囲
で
支
払
う
も
の
で
あ
る
。

34
第
５
対
価
の
支
払

　
労
務
単
価
は
如
何
に
し
て
決
め
る
の
か
。
農
業
農
村
整
備
事
業
と
同
じ
で
良

い
か
。

　
農
業
農
村
整
備
事
業
と
同
じ
で
あ
る
。

　
基
本
的
に
は
、
作
業
等
に
習
熟
し
て
い
な
い
こ
と
か
ら
、
軽
作
業
員
相
当

程
度
と
し
て
い
る
。

35
第
５
対
価
の
支
払

　
「
農
家
・
地
域
住
民
の
労
務
に
対
価
を
支
払
っ
て
工
事
を
完
成
す
る
も
の
」

と
さ
れ
て
い
る
が
、
労
務
以
外
の
機
材
、
た
と
え
ば
ト
ラ
ク
タ
ー
、
軽
ト
ラ
ッ

ク
等
の
借
り
上
げ
料
も
含
む
の
か
。

　
機
械
を
使
用
す
る
場
合
に
は
、
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
が
必
要
と
な
る
の
で
、
オ

ペ
レ
ー
タ
ー
と
セ
ッ
ト
の
リ
ー
ス
が
考
え
ら
れ
る
が
、
基
本
的
に
は
、
事
業

実
施
主
体
が
直
接
リ
ー
ス
す
る
も
の
と
考
え
て
い
る
。

36
第
５
対
価
の
支
払

　
農
家
及
び
地
元
の
団
体
が
所
有
す
る
作
業
機
械
等
の
リ
ー
ス
を
行
う
場
合
の

契
約
及
び
支
払
い
の
扱
い
は
ど
の
よ
う
に
す
れ
ば
よ
い
の
か
。

　
農
家
及
び
地
元
の
団
体
が
作
業
機
械
を
所
有
し
て
い
る
場
合
は
、
農
家
及

び
地
元
の
団
体
と
リ
ー
ス
契
約
を
行
い
、
通
常
の
積
算
基
準
に
基
づ
い
て

リ
ー
ス
料
金
を
支
払
う
こ
と
と
す
る
。

37
第
５
対
価
の
支
払

　
代
価
の
支
払
額
は
ど
の
よ
う
に
算
定
す
れ
ば
よ
い
の
か
。
（
通
常
の
積
算
歩

掛
と
の
関
係
は
ど
の
よ
う
に
な
る
の
か
。
）

　
代
価
の
支
払
額
は
、
積
算
歩
掛
を
適
用
し
て
算
定
す
る
も
の
で
は
な
く
、

当
該
直
営
施
工
に
係
る
労
務
参
加
計
画
書
に
基
づ
き

[参
加
人
数
×
労
務
単

価
（
軽
作
業
員
相
当
額
）

]と
し
て
算
定
す
る
。
な
お
、
直
営
施
工
の
直
接

工
事
費
に
つ
い
て
は
、
請
負
工
事
の
直
接
工
事
費
相
当
額
を
限
度
額
と
し
て

お
り
、
こ
の
請
負
工
事
の
直
接
工
事
費
相
当
額
の
算
定
に
お
い
て
は
積
算
歩

掛
を
適
用
し
て
算
定
す
る
こ
と
と
な
る
。

38
第
５
対
価
の
支
払

　
保
険
料
を
含
む
工
事
雑
費
と
し
て
３
．
５
％
相
当
と
し
て
い
る
が
根
拠
を
知

り
た
い
。

　
保
険
料
、
書
類
作
成
等
の
経
費
と
し
て
団
体
営
事
業
の
工
事
雑
費
を
参
考

に
3.

5%
と
し
て
い
る
。
今
後
事
業
実
施
の
中
で
実
証
調
査
を
行
い

,必
要
が

あ
れ
ば
見
直
し
て
い
き
た
い
。

39
第
５
対
価
の
支
払

　
対
価
の
有
無
は
誰
が
判
断
す
る
の
か
。

　
申
請
す
る
団
体
の
要
望
に
よ
る
。

40
第
５
対
価
の
支
払

　
事
業
実
施
主
体
の
事
務
費
は
ど
こ
で
支
弁
す
る
の
か
。

　
親
事
業
の
中
で
処
理
す
る
。

41
第
５
対
価
の
支
払

　
作
業
委
託
の
場
合
、
対
価
の
支
払
い
の
確
認
は
受
委
託
者
間
の
一
括
確
認
と

で
き
な
い
か
。

　
対
価
の
支
払
い
の
確
認
に
つ
い
て
は
、
支
払
い
対
象
者
全
て
の
個
別
確
認

が
必
要
で
あ
る
。
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42
第
５
対
価
の
支
払

　
土
地
改
良
区
等
の
団
体
と
契
約
し
た
場
合
、
団
体
か
ら
各
個
人
に
ま
で
き
ち

ん
と
金
が
渡
っ
て
い
る
か
チ
ェ
ッ
ク
す
る
必
要
は
あ
る
の
か
。

　
団
体
が
あ
る
エ
リ
ア
を
一
定
の
金
額
で
受
け
た
ら
そ
れ
が
上
限
に
な
る
の
は

分
か
る
が
、
個
人
と
労
務
契
約
し
た
場
合
、
あ
る
範
囲
ま
で
労
務
者
を
雇
っ
て

み
た
ら
、
直
接
工
事
費
を
超
え
て
し
ま
う
場
合
の
対
応
は
。

　
委
託
契
約
書
で
は
、
作
業
量
に
対
し
て
の
契
約
と
考
え
て
い
た
が
、
労
務
参

加
計
画
書
と
違
う
内
容
（
人
数
等
）
に
な
っ
た
場
合
は
。

　
受
託
団
体
と
し
て
の
土
地
改
良
区
等
が
労
務
費
を
確
実
に
参
加
者
個
人
に

支
払
わ
れ
て
い
る
こ
と
を
確
認
す
る
必
要
が
あ
る
。

　
ま
た
、
労
務
参
加
計
画
の
増
員
に
対
し
て
は
、
直
接
工
事
費
相
当
額
と
し

て
上
限
額
が
セ
ッ
ト
さ
れ
て
い
る
の
で
、
そ
れ
を
限
度
と
し
て
、
精
算
方
式

に
よ
り
対
応
す
る
。

43
第
５
対
価
の
支
払

　
直
営
施
工
の
委
託
費
の
中
に
現
場
技
術
業
務
は
含
ま
れ
る
の
か
。

　
直
営
施
工
の
委
託
費
の
中
に
現
場
技
術
業
務
は
含
ま
れ
な
い
。
現
場
技
術

業
務
に
要
す
る
費
用
は
、
別
途
、
測
量
試
験
費
か
ら
支
弁
す
る
こ
と
と
な

る
。

44
第
５
対
価
の
支
払

　
学
校
の
体
験
学
習
等
の
機
会
に
小
中
学
生
等
の
参
加
が
想
定
さ
れ
る
が
そ
れ

に
対
し
て
対
価
の
支
払
い
は
可
能
か
。

　
小
中
学
生
等
が
体
験
学
習
を
兼
ね
て
参
加
す
る
も
の
で
あ
り
、
そ
れ
に
対

す
る
対
価
の
支
払
い
は
好
ま
し
く
な
い
。

45
第
５
対
価
の
支
払

　
土
地
改
良
区
等
に
委
託
し
た
限
度
額
に
実
績
に
よ
る
差
額
（
残
額
）
が
生
じ

た
場
合
、
差
額
は
運
営
費
と
し
て
計
上
可
能
か
。

　
作
業
委
託
費
に
残
額
が
生
じ
た
場
合
は
精
算
す
る
必
要
が
あ
り
、
団
体
の

運
営
費
と
す
る
こ
と
は
適
切
で
は
な
い
。

46
第
６
労
働
保
険
等

　
保
険
に
未
加
入
或
い
は
手
続
き
の
遅
滞
の
場
合
の
取
扱
い
は
い
か
に
す
べ
き

か
。

　
第
６
で
「
参
加
型
の
直
営
施
工
を
実
施
す
る
事
業
実
施
主
体
、
及
び
参
加

型
の
直
営
施
工
に
参
加
す
る
農
家
・
地
域
住
民
等
及
び
こ
れ
ら
で
構
成
さ
れ

る
団
体
は
、
必
要
な
労
働
災
害
保
険
や
損
害
保
険
に
加
入
す
る
も
の
と
し
、

こ
れ
に
必
要
な
費
用
は
当
該
事
業
費
か
ら
適
切
に
支
出
す
る
も
の
と
す

る
。
」
と
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
事
業
実
施
主
体
は
、
加
入
を
義
務
付

け
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
て
い
る
。

47
第
７
施
工
管
理
・
安

全
管
理
・
検
査

等

　
施
工
管
理
基
準
、
検
査
基
準
は
ど
の
様
に
取
り
扱
う
の
か
。

　
現
行
の
施
工
管
理
基
準
、
検
査
基
準
を
参
考
に
し
つ
つ
、
施
設
の
機
能
に

着
目
し
た
施
工
管
理
、
検
査
を
行
え
ば
良
い
と
考
え
て
い
る
。

　
な
お
、
本
マ
ニ
ュ
ア
ル
に
は
、
実
施
事
例
に
お
け
る
施
工
管
理
項
目
・
管

理
基
準
も
掲
載
し
て
い
る
の
で
、
参
考
と
さ
れ
た
い
。

48
第
７
施
工
管
理
・
安

全
管
理
・
検
査

等

　
直
営
施
工
は
事
業
実
施
主
体
へ
の
負
担
が
大
き
く
な
る
と
思
わ
れ
、
実
際
、

施
工
管
理
、
安
全
管
理
等
、
ど
こ
ま
で
対
応
で
き
る
か
の
心
配
が
あ
る
。

　
「
農
村
振
興
局
所
管
補
助
事
業
の
公
共
工
事
に
お
け
る
監
督
・
検
査
体
制

の
確
保
に
つ
い
て

(平
成

14
年

2月
6日
付
け
課
長
連
名
通
知
、

13
農
振
第

27
89
号

)」
に
よ
り
、
対
応
す
る
こ
と
と
し
、
必
要
に
応
じ
現
場
技
術
業
務

等
の
活
用
を
検
討
さ
れ
た
い
。

49
第
７
施
工
管
理
・
安

全
管
理
・
検
査

等

　
事
業
実
施
主
体
が
施
工
管
理
、
安
全
管
理
を
行
う
場
合
、
請
負
工
事
で
規
定

し
て
い
る
の
と
同
等
の
有
資
格
者
を
配
置
す
る
必
要
が
あ
る
の
か
。

　
直
営
施
工
の
内
容
を
勘
案
し
、
必
要
に
応
じ
て
有
資
格
者
の
配
置
等
判
断

さ
れ
た
い
。
そ
の
際
、
事
業
実
施
主
体
が
有
資
格
者
を
自
ら
配
置
で
き
な
い

場
合
は
、
現
場
技
術
業
務
等
の
活
用
を
検
討
さ
れ
た
い
。
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50
第
７
施
工
管
理
・
安

全
管
理
・
検
査

等

　
請
負
工
事
は
、
施
工
管
理
・
安
全
管
理
に
つ
い
て
は
建
設
業
者
の
責
任
施
工

に
委
ね
ら
れ
て
い
る
が
、
こ
れ
を
事
業
実
施
主
体
に
委
ね
ら
れ
た
場
合
、
現
場

事
故
に
つ
い
て
管
理
監
督
責
任
が
生
じ
る
が
如
何
。

　
直
営
施
工
の
安
全
管
理
等
に
つ
い
て
は
、
事
業
実
施
主
体
に
責
任
が
あ
る

こ
と
か
ら
、
直
営
施
工
の
工
種
・
内
容
に
つ
い
て
は
作
業
の
難
易
度
、
安
全

確
保
の
観
点
か
ら
選
定
す
る
と
と
も
に
、
施
工
中
に
は
必
要
に
応
じ
有
資
格

者
を
配
置
す
る
な
ど
安
全
管
理
に
十
分
な
配
慮
が
必
要
と
考
え
ま
す
。

51
第
７
施
工
管
理
・
安

全
管
理
・
検
査

等

　
直
営
施
工
の
場
合
、
監
督
員
を
想
定
し
て
い
る
の
か
。

も
し
、
監
督
員
を
置
か
な
い
場
合
、
事
業
実
施
主
体
と
し
て
の
監
督
責
任
は
ど

う
な
る
の
か
。

　
作
業
委
託
契
約
の
場
合
、
契
約
上
は
監
督
員
を
設
け
て
い
な
い
が
、
何
等

か
の
現
場
担
当
者
は
必
要
で
あ
り
、
そ
の
取
り
扱
い
に
つ
い
て
は
事
業
実
施

主
体
の
判
断
に
よ
る
と
考
え
て
い
る
。

52
第
７
施
工
管
理
・
安

全
管
理
・
検
査

等

　
瑕
疵
担
保
な
し
で
果
た
し
て
問
題
は
な
い
の
か
。
自
己
所
有
施
設
、
管
理
施

設
は
自
己
の
責
任
と
な
る
が
、
そ
れ
以
外
な
ら
全
く
責
任
が
な
い
こ
と
に
は
な

ら
な
い
の
で
は
な
い
か
。

　
直
営
施
工
で
は
事
業
実
施
主
体
が
工
事
全
体
の
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
を
行
う

こ
と
か
ら
、
参
加
者
又
は
参
加
団
体
に
瑕
疵
担
保
は
課
し
て
い
な
い
。

53
第
７
施
工
管
理
・
安

全
管
理
・
検
査

等

　
瑕
疵
担
保
が
な
い
場
合
、
施
工
不
良
な
ど
の
対
応
は
ど
う
す
る
か
。
費
用
は

ど
こ
が
負
担
す
る
の
か
、
事
業
主
体
と
な
る
の
か
。

　
直
営
施
工
で
あ
る
の
で
、
施
工
不
良
等
の
対
応
は
事
業
実
施
主
体
で
あ

る
。

54
第
７
施
工
管
理
・
安

全
管
理
・
検
査

等

　
検
査
で
不
具
合
が
あ
っ
た
場
合
、
事
業
主
体
に
よ
る
補
助
事
業
内
で
の
手
直

し
工
事
費
用
は
認
め
ら
れ
る
か
。

　
工
事
全
体
の
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
は
事
業
実
施
主
体
で
あ
り
、
仮
に
検
査
で

不
具
合
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
直
営
施
工
の
限
度
額
以
内
に
お
い
て
、
事
業

実
施
主
体
が
対
応
す
る
こ
と
と
な
る
。

55
そ
の
他

　
直
営
施
工
を
導
入
す
る
、
し
な
い
の
判
断
は
誰
が
行
う
の
か
。
ま
た
、
導
入

の
基
準
は
あ
る
の
か
。

　
事
業
実
施
主
体
か
ら
地
元
へ
説
明
し
、
農
家
・
地
域
住
民
等
か
ら
参
加
の

申
し
出
を
受
け
て
事
業
実
施
主
体
が
判
断
す
る
こ
と
と
な
る
。

56
そ
の
他

　
直
営
施
工
の
対
象
を
、
工
種
及
び
作
業
内
容
の
ほ
か
に
、
上
限
工
事
価
格
の

設
定
が
必
要
に
な
る
の
で
は
な
い
か
。

上
限
価
格
の
設
定
は
し
て
い
な
い
が
、
作
業
内
容
、
作
業
方
法
等
直
営
施
工

の
性
格
か
ら
み
て
自
ず
と
限
界
が
あ
る
と
考
え
て
い
る
。

57
そ
の
他
委
託
契
約
の
根

拠

　
直
営
施
工
を
土
地
改
良
区
等
へ
作
業
委
託
す
る
場
合
の
、
契
約
方
法
は
ど
の

よ
う
な
根
拠
に
基
づ
い
て
行
え
ば
よ
い
か
。

　
直
轄
事
業
の
場
合
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
が
、
補
助
事
業
の
場
合
県
条

令
等
の
関
係
条
項
を
適
用
す
る
こ
と
と
な
る
。

①
契
約
の
方
式
は
、
会
計
法
第
２
９
条
の
３
④
「
契
約
の
性
質
又
は
目
的
が

　
競
争
を
許
さ
な
い
場
合
」
を
適
用
し
、
随
意
契
約
に
よ
る
こ
と
と
す
る
。

②
随
意
契
約
に
よ
ろ
う
と
す
る
場
合
の
財
務
大
臣
へ
の
協
議
に
つ
い
て
は
、

　
予
算
決
算
及
び
会
計
令
第
１
０
２
条
の
４
三
「
契
約
の
性
質
又
は
目
的
が

　
競
争
を
許
さ
な
い
場
合
」
を
適
用
し
、
協
議
は
不
要
と
な
る
。

58
そ
の
他

　
建
設
業
を
営
ん
で
い
る
受
益
者
が
団
体
を
結
成
し
、
直
営
施
工
の
団
体
と
し

て
参
加
し
て
も
よ
い
の
か
。

　
参
加
承
認
に
つ
い
て
は
事
業
実
施
主
体
が
、
対
価
の
支
払
い
を
伴
う
場
合

に
は
事
業
実
施
主
体
の
長
（
た
だ
し
、
団
体
営
事
業
の
場
合
に
あ
っ
て
は
都

道
府
県
知
事
。
）
が
適
否
の
判
断
を
す
る
こ
と
に
な
る
。

59
そ
の
他

　
直
営
施
工
と
請
負
施
工
が
混
在
す
る
よ
う
な
場
合
、
工
程
管
理
や
労
務
管
理

に
支
障
が
で
な
い
か
。

　
直
営
施
工
と
請
負
施
工
で
は
、
作
業
体
制
・
責
任
体
制
が
異
な
る
こ
と
か

ら
、
混
在
し
な
い
よ
う
、
期
間
及
び
作
業
内
容
を
明
確
に
区
分
す
る
等
事
業

実
施
主
体
の
適
切
な
対
応
が
必
要
で
あ
る
。

60
そ
の
他

　
用
地
の
確
保
は
事
業
実
施
主
体
が
行
う
の
か
、
又
は
地
権
者
の
同
意
書
を
添

付
す
る
等
、
用
地
等
に
関
す
る
制
約
を
設
け
る
の
か
。

　
事
業
に
必
要
な
用
地
の
確
保
は
、
事
業
実
施
主
体
が
別
途
措
置
す
べ
き
で

あ
り
、
直
営
施
工
の
範
疇
に
は
含
ま
れ
な
い
。
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61
そ
の
他

　
人
件
費
の
単
価
の
基
準
は
、
ど
の
よ
う
に
決
め
る
の
か
。
（
農
協
等
の
雇
用

単
価
や
地
域
の
実
勢
単
価
で
よ
い
か
）

　
農
家
・
地
域
住
民
の
参
加
に
よ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
軽
作
業
員
相

当
の
単
価
と
し
て
い
る
。

62
そ
の
他

　
公
共
用
地
（
道
路
敷
・
水
路
敷
）
で
の
施
工
を
考
え
て
い
る
の
で
あ
れ
ば
、

耐
久
性
や
安
全
性
が
確
保
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
た
め
、
直
営
で
の
施
工
に

は
向
か
な
い
の
で
は
な
い
か
。

　
耐
久
性
や
安
全
性
の
観
点
か
ら
対
象
工
種
は
自
ず
と
限
定
さ
れ
る
こ
と
か

ら
、
直
営
施
工
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
事
業
実
施
主
体
で
適
切
に
判
断
さ
れ

た
い
。

63
そ
の
他

　
予
定
価
格
（
作
業
日
数
）
を
積
算
し
契
約
を
行
い
、
実
績
で
精
算
す
る
形
に

な
る
と
思
う
が
作
業
日
数
等
が
公
共
の
歩
掛
以
上
に
な
っ
て
も
よ
い
か
。
（
当

然
、
な
れ
て
い
な
い
た
め
日
数
が
か
か
る
）

　
作
業
日
数
等
が
当
初
計
画
以
上
と
な
っ
て
も
、
第
５
の
対
価
の
支
払
い
の

範
囲
内
で
支
払
う
必
要
が
あ
る
。

64
そ
の
他

　
財
産
の
管
理
を
ど
の
よ
う
に
す
る
か
。
（
適
化
法
の
対
象
と
な
る
の
か
）

　
財
産
の
管
理
に
つ
い
て
は
、
通
常
の
事
業
と
同
様
と
考
え
て
い
る
。

65
そ
の
他

　
直
営
施
工
は
、
県
営
・
団
体
営
事
業
で
の
補
助
金
交
付
申
請
書
の
工
種
と
し

て
の
位
置
付
け
は
、
ど
う
な
る
の
か
。

　
直
営
を
工
種
と
し
て
記
載
す
る
必
要
は
な
い
。

66
そ
の
他
直
轄
事
業

　
直
轄
事
業
を
対
象
と
す
る
場
合
は
、
参
加
申
請
か
ら
承
認
ま
で
の
手
続
き
に

つ
い
て
は
誰
が
行
う
の
か
。

　
参
加
承
認
に
つ
い
て
は
所
長
専
決
扱
い
と
な
る
が
、
対
価
支
払
い
の
特
認

が
必
要
な
場
合
は
農
政
局
長
承
認
が
必
要
で
あ
る
。

67
そ
の
他

　
直
営
施
工
の
場
合
、
経
済
効
果
等
の
算
定
及
び
法
手
続
な
ど
が
必
要
と
な
る

の
か
。

　
通
知
本
文
第
１
趣
旨
の
事
業
計
画
で
予
定
さ
れ
て
い
る
補
助
対
象
工
種
に

対
し
て
実
施
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
効
果
算
定
及
び
法
手
続
な
ど

は
、
こ
れ
ら
事
業
計
画
の
中
で
扱
う
こ
と
に
な
る
（
従
来
と
変
わ
ら
ず
）

68
そ
の
他

　
改
良
区
と
し
て
直
営
施
工
に
参
加
す
る
場
合
、
県
等
か
ら
改
良
区
に
説
明
が

あ
っ
て
、
改
良
区
は
組
合
員
を
雇
っ
て
実
施
す
る
こ
と
で
よ
い
の
か
。

　
改
良
区
の
役
割
は
、
組
合
員
の
労
務
参
加
を
計
画
的
に
行
う
た
め
の
連
絡

調
整
が
主
で
あ
り
、
請
負
工
事
に
お
け
る
請
負
者
の
役
割
を
代
用
す
る
訳
で

は
な
い
。
（
工
事
の
施
工
管
理
等
の
主
体
は
本
例
の
場
合
、
事
業
実
施
主
体

で
あ
る
県
等
に
な
る
。
）

　
な
お
、
当
該
土
地
改
良
区
の
職
員
が
一
定
の
技
術
力
を
有
す
る
場
合
に

は
、
作
業
委
託
に
加
え
て
別
途
契
約
に
よ
り
施
工
管
理
等
の
た
め
の
現
場
技

術
業
務
を
委
託
し
て
も
良
い
。

69
そ
の
他

　
設
計
は
県
土
連
、
施
工
は
直
営
施
工
、
管
理
は
改
良
区
で
可
能
か
。

　
可
能
で
あ
る
。
な
お
、
直
営
施
工
で
は
施
工
後
に
お
い
て
、
地
域
に
密
着

し
た
施
設
の
良
好
な
管
理
も
期
待
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
地
域
住
民
等
に
よ
る

管
理
体
制
に
つ
い
て
も
検
討
さ
れ
た
い
。

70
そ
の
他

同
じ
よ
う
な
工
事
が
複
数
あ
っ
た
場
合
、
直
営
施
工
の
内
容
に
よ
っ
て
金
額

差
が
生
じ
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
が
、
そ
の
対
処
方
法
は
。

コ
ス
ト
の
縮
減
に
つ
い
て
は
、
請
負
工
事
と
し
た
場
合
の
直
接
工
事
費
を

基
準
と
し
て
考
え
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
直
営
施
工
の
内
容
に
よ
っ
て
団

体
ご
と
に
金
額
差
が
生
じ
た
場
合
で
も
、
低
額
の
も
の
を
基
準
に
考
え
る
の

で
は
な
く
、
請
負
施
工
と
し
た
場
合
と
比
較
し
て
ど
れ
だ
け
コ
ス
ト
が
縮
減

で
き
た
か
を
評
価
す
る
も
の
で
あ
る
。
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71
そ
の
他

直
営
施
工
に
お
い
て
、
材
料
調
達
の
み
を
請
負
工
事
に
計
上
す
る
こ
と
は
可

能
か
。

請
負
施
工
と
直
営
施
工
で
は
責
任
体
制
等
が
異
な
る
た
め
、
完
全
に
分
離

し
た
取
り
扱
い
を
行
う
。
従
っ
て
、
材
料
支
給
の
み
を
請
負
施
工
に
含
め
る

べ
き
で
は
な
い
。

72
そ
の
他

　
直
営
工
事
の
数
量
変
更
を
行
う
場
合
、
委
託
契
約
書
等
の
変
更
は
必
要
か
。

委
託
契
約
書
の
変
更
は
必
要
で
あ
る
。
労
務
参
加
計
画
書
に
つ
い
て
は
、

必
要
に
応
じ
見
直
し
を
行
う
も
の
と
す
る
。

73
そ
の
他

直
営
施
工
（
賦
役
方
式
）
の
場
合
、
工
事
雑
費
の
み
の
委
託
契
約
と
な
る
の

か
。

　
金
額
面
だ
け
で
言
え
ば
、
そ
の
よ
う
に
な
る
。

74
そ
の
他

土
地
改
良
区
、
農
業
生
産
法
人
、
土
地
改
良
事
業
団
体
連
合
会
、
特
認
団

体
、
特
認
団
体
以
外
の
団
体
が
受
託
す
る
場
合
の
、
委
託
契
約
に
お
け
る
消
費

税
の
取
り
扱
い
を
ご
教
示
い
た
だ
き
た
い
。

農
業
生
産
法
人
、
土
地
改
良
事
業
団
体
連
合
会
、
特
認
団
体
、
特
認
団
体

以
外
の
団
体
が
受
託
す
る
場
合
は
、
委
託
先
が
消
費
税
法
の
免
税
事
業
者

（
同
法
第
９
条
第
１
項
本
文
の
規
定
に
よ
り
消
費
税
を
納
め
る
義
務
を
免
除

さ
れ
て
い
る
）
と
な
る
か
ど
う
か
で
そ
の
扱
い
は
決
定
さ
れ
る
。
国
の
場
合

は
、
契
約
時
に
免
税
事
業
者
届
出
書
を
出
し
て
も
ら
い
取
扱
い
を
決
定
し
て

い
る
。

な
お
、
土
地
改
良
区
が
受
託
す
る
場
合
の
受
託
収
入
は
課
税
収
入
に
な
る

た
め
、
消
費
税
を
上
乗
せ
し
た
額
で
委
託
契
約
す
る
必
要
が
あ
る
。

75
そ
の
他

直
営
施
工
を
受
託
し
た
団
体
、
受
益
者
等
の
中
に
重
機
を
運
転
で
き
る
者
が

い
な
い
場
合
、
重
機
を
運
転
で
き
る
者
に
工
事
の
一
部
を
請
け
負
わ
せ
る
こ
と

と
し
、
契
約
す
る
こ
と
は
可
能
か
。

事
業
実
施
主
体
が
運
転
手
付
き
重
機
を
リ
ー
ス
す
る
こ
と
な
ど
で
対
応
す

る
こ
と
と
し
、
工
事
の
一
部
を
別
に
請
負
と
す
る
こ
と
は
適
切
で
は
な
い
。

76
そ
の
他

ス
コ
ッ
プ
等
小
器
材
に
つ
い
て
は
、
工
事
雑
費
で
の
対
応
が
可
能
か
。

工
事
雑
費
に
は
、
保
険
料
の
他
に
、
書
類
作
成
、
通
信
費
、
消
耗
品
費
等

が
想
定
さ
れ
、
一
概
に
積
算
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
こ
と
か
ら
、
団
体
営
事

業
の
工
事
雑
費
を
参
考
に
３
．
５
％
と
し
て
い
る
。

ス
コ
ッ
プ
等
の
備
品
的
な
小
器
材
に
つ
い
て
は
工
事
雑
費
で
の
対
応
が
可

能
と
考
え
る
が
、
消
耗
品
、
備
品
の
購
入
に
際
し
て
は
、
適
正
な
事
務
処
理

に
よ
り
対
応
さ
れ
た
い
。

77
そ
の
他

　
工
事
雑
費
は
事
業
毎
の
事
務
費
率
の
範
囲
内
で
調
整
で
き
る
か
。

　
工
事
雑
費
の
率
は
当
面
３
．
５
％
を
上
限
と
す
る
。

　
な
お
、
保
険
料
が
不
足
す
る
場
合
に
は
、
実
績
に
よ
り
変
更
が
可
能
な
も

の
と
す
る
。

　
ま
た
、
実
績
が
確
認
が
で
き
る
よ
う
証
拠
書
類
等
を
整
備
す
る
も
の
と
す

る
。

78
そ
の
他

　
資
材
に
つ
い
て
は
、
事
業
実
施
主
体
で
調
達
し
支
給
す
る
と
さ
れ
て
い
る

が
、
参
加
団
体
で
も
可
能
な
も
の
は
参
加
団
体
の
方
で
調
達
す
る
こ
と
に
で
き

な
い
か
。

　
工
事
に
必
要
な
資
材
に
つ
い
て
は
、
事
業
実
施
主
体
で
調
達
し
支
給
す
る

こ
と
を
基
本
と
し
て
い
る
が
、
地
域
で
容
易
に
調
達
で
き
る
も
の
に
つ
い
て

は
、
参
加
団
体
等
で
調
達
し
た
方
が
効
率
的
な
場
合
も
考
え
ら
れ
る
の
で
、

こ
の
よ
う
な
場
合
は
、
参
加
団
体
等
と
事
業
実
施
主
体
が
調
達
方
法
及
び
管

理
体
制
等
に
つ
い
て
協
議
・
調
整
し
、
参
加
団
体
等
へ
資
材
の
調
達
も
含
め

て
委
託
す
る
こ
と
も
可
能
と
す
る
。



  Ⅳ．農家・地域住民等参加型の直営施工
実績(平成１４年度～平成１６年度)



1 ．直営施工の実施数
○

○ 工事費

国　　 　営 6

工事費総額（百万円）
49
94

H.14

団　体　営

4
33

2平均工事費（百万円）

104
126

（図ー１）
計

実施数

12
49 104

都道府県営 74
24

140

農家・地域住民等参加型の直営施工について（H.14・H.15・H.16実績）

事業主体
Ｈ．１４ Ｈ．１５ Ｈ．１６

実施数
実　施　数

57
293

21

（表－２）

H.15 Ｈ．１６

140
272

21

43
193

（表－１）

計

33
86

（表－３）2 ．直営施工規模（工事費）実施数 （表－３）
（金額帯：千円）
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3 ．実施内容

Ｈ．１５

3 素堀水路・暗渠1 木製水路
7

工　　種

1水路内の土砂除去1

1
2
水路蓋の設置

実施内容

水路工

水路蓋の設置
フリューム布設

水路護岸の石張り1

3
2

水路護岸の石張り等
スプリンクラー設置

1 水路蓋の設置
2 フリューム布設フリューム布設

1 給水栓設置
1

小計 7
8
3

12
7
1
敷砂利工
コンクリート舗装 コンクリート舗装

1 木片舗装（補修）
1 法面保護（丸太筋工）

8
1

7

安全施設

8 15

3

6
1

36

4
14
2
3

23

除れき
耕起・砕土

3

看板設置

植栽
2

5 利用施設
防護柵
ベンチ
貯水池給水

52

3
3

3

1

敷砂利工

除草

植栽
防護柵 17

1
17
5

環境整備工

道路工

小計

区画整理工

小計
暗渠排水工

26小計
合計 49

整地均平
土壌改良

ウッドチップ舗装

除れき
耕起・砕土

敷砂利工
コンクリート舗装

平成１６年度
件数 実施内容

平成１４年度 平成１５年度
件数 実施内容 件数

排泥工吐出口等改修

1 農道補修
19

8
8

除れき・耕起・砕土
2 客土

18

20

生態系保全施設

4
46 植栽・法面保護工

防護柵・安全柵
11 修景施設

140

6

6
3 看板設置

89
104

草刈・除草2 法面保護（植栽除く）

（図－３）
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4 ．直営施工参加者

○参加者別　１工事当たりの参加延べ人数

人
人
人

H.16

（図－５）

85

70

事業実施主体別の参加延べ人数

49
104

１６年度 140 11,879

3,452
7,931

H.14

H.15

年度
項目

１４年度
１５年度

工事数 参加延延べ人数

　　直営施工の参加の仕方は、事業実施主体と農家や地域住民の個人が参加契約する場合と、土地改良
区、都道府県土地改良事業団体連合会や農業生産法人等を通じて参加申請する場合がある。

　　その他、事業実施主体の長（ただし、団体営事業の場合にあっては都道府県知事。）が特に認めた農
家・地域住民等で構成される団体（特認団体）を対価（労務費）の支払い対象団体とすることができる。

76

（図－４）

（表－５）
１工事当たりの平
均延べ人数

平成１４年度参加者別（４９工事）

その他の
団体

35% 17工
事

土地改良
区

45% 22工
事

個人
20% 10工
事

平成１５年度参加者別（１０４工事）

その他
の団体
55%64工
事

土地改
良区

34% 31工
事

個人
11% 9工
事

平成１６年度参加者別（１４0工事）

その他
の団体
59%83工
事

個人
7%10工
事

土地改
良区

34%47工
事
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53 51
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5 ．費用支払い方式

：対価支払い無しの参加者で実施した工事

6 ．現場技術業務の活用

○直営施工を実施するにあたって、現場技術業務を活用した工事

H.16

（図－７）

34

（図－６）

H.15

　　労務費支払い方式とは、作業に対する対価を労務費として支払う（「対価支払い有り」）ものであり、労務提
供方式とは、作業に対する労務費の支払いはない（「対価支払い無し」）ボランテイア的なものです。

（表－６）

１６年度 4 25 5
7

7
31

1

直営施工参加者に対する費用の支払い方式には、労務費支払い方式と労務提供方式がある。

単位：件

１５年度 6

H.14

計その他の団体 個　人
対価支払い無し

土地改良区

参　考

１４年度 1 5
18

年度

平成１４年度　実施方式（４９件）

対価支
払い無し
14% 7件

対価支
払い有り
86% 42件

平成１５年度　実施方式（１０４件）

対価支
払い有り
69% 73件

対価支
払い無し
31% 31件

平成１６年度　実施方式（１４０件）

対価支払
い無し

24%34件

対価支払
い有り

76%106件

現場技術業務の活用
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7 ．直営施工に関する主な意見・評価等
　下記の集約データは、平成１６年度直営施工を実施した地区の地域住民、団体及び事業実施主体担当者
の意見、課題、評価等を各項目ごとに取りまとめたものであります。

実施にあたっての課題（８５回答）

41%

9%8%
1%

2%
9%

7%

9%
1% 13%

参加者の確保と把握及び日程調整

書類が複雑

保険の明確化

維持管理への助成

安全対策

工種選定

技術的支援

管理基準の明確化

制度の理解

その他

（平成１６年度調査集計より）

地域住民等参加への評価（１４５回答）

22%

38%3%
2%

3%
6%

17%

3% 1% 3% 2%

愛着心、住民のふれあいが向上

制度に対する評価

収入が得られた

コスト縮減

憩いの場

協力意識

維持管理に対する意識向上

総合学習の一環（環境学習）

高齢者の活力

地域の連帯、活性化

その他

（平成１６年度調査集計より）

制度に関する意見・課題（８５回答）

40%

1%7%8%7%

29%

8% 手続きの簡略化

施設の耐久性に不安

管理基準の明示、緩和

マニュアルの作成

工事雑費・事務費のＵＰ、明確化

地域の活性化

その他

（平成１６年度調査集計より）



平成１４年度　直営施工実施地区

青森 柏南部地区 青森県 オオヤマザクラほかの植栽

岩手 長山地区 農業公社 公共牧場における隔障物の新設

山形 漆曽根地区 土地改良区 疎水材（モミガラ）心土充填機による補助暗渠工事

茨城 箱田東部地区 茨城県 道路への敷砂利

神奈川 開成北部地区 神奈川県 低木植栽、張り芝

長野 三水地区 長野県 用水路管理道路への敷砂利

長野 沼の池地区 長野県 水路蓋の設置

長野 あち地区 長野県 丸太保全柵の設置

長野 安原２期地区 長野県 水路蓋の設置

長野 越荒沢堰地区 長野県 親水水路の護岸の石張り

長野 塩田地区 長野県 カーブミラーの設置、道路への敷砂利

長野 木曽中部地区 長野県 道路への敷砂利

静岡 羽鮒地区 静岡県 階段、野外卓、木製ベンチの設置

静岡 戸田饗の里地区 静岡県 鳥獣害防止柵の設置

静岡 伊久身地区 静岡県 鋼製ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ蓋の設置

静岡 丹野池地区 静岡県 河津桜の植栽

静岡 西山寺阿僧地区 静岡県 雑物除去

静岡 都田地区 静岡県 雑物除去

静岡 牧之原金谷地区 静岡県 ファームポンド場内の敷砂利

新潟 亀田２期地区 新潟県 ナデシコの植栽

新潟 表沢地区 新潟県 防護柵の設置

新潟 坊金東地区 安塚町 道路のコンクリート舗装

新潟 松代地区 新潟県 花壇への植え込み

富山 四谷尾地区 立山町 低花木の植裁

石川 上戸地区 石川県 水路の布設

石川 矢田野台地地区 石川県 水路の布設

石川 市谷地区 石川県 低木植栽及びベンチ設置

石川 才田地区 石川県 道路のの敷砂利

福井 上中地区 上中町 レッドロビン の植栽
三重 宮川用水第二期地区 国 クロマツなどの植栽

岐阜 羽島中部地区 岐阜県 シバザクラの植栽

岐阜 道下地区 岐阜県 植栽及び整地

大阪 狭山副池地区 大阪府 芝張り、花類の植栽

兵庫 神出地区 農協 管理棟茅葺作業、植栽

和歌山 天野地区 和歌山県 植栽

和歌山 名田地区 和歌山県 有機資材散布

岡山 金山谷池地区 岡山県 花菖蒲の植栽

島根 北三瓶地区 島根県 鳥獣害防止柵の設置

山口 大石地区 美東町 芝の植生

山口 大石地区 美東町 石礫除去

山口 大石地区 美東町 水路内の土砂除去

山口 大石地区 美東町 石礫除去

香川 柞田地区 土地改良区 耕作道路の砂利舗装

鹿児島 津貫地区 加世田市 アジサイなどの植栽

沖縄 大浦地区 沖縄県 耕起・砕土、石礫除去

沖縄 羽地大川地区 国 施設案内看板を設置

沖縄 沖縄本島南部地区 国 幼木の植栽

沖縄 伊是名地区 国 貯水池への給水作業

沖縄 川満地区 沖縄県 耕起・砕土、石礫除去

平成１４年度　直営施工実績　　　４９工事（国　４、都道府県　３３、市町村他　１２）

備　　考県名 地　区　名 事業主体 工　　事　　内　　容



平成１５年度　直営施工実施地区 NO.1

北海道 忠別地区 国 ハーブ植栽

青森県 相坂川左岸地区 土地改良区 芝の種蒔き

岩手県 宮守川上流地区 岩手県 転落防止柵

岩手県 いわさ南部地区 国 敷砂利

宮城県 北赤井地区 矢本町 植栽

秋田県 土崎・小荒川地区 秋田県 除草

秋田県 真崎地区 田沢湖町 除草

山形県 寒河江地区 国 植栽

山形県 山形五堰地区 山形県 水路

山形県 荒鍋内川地区 山形県 植栽

山形県 家根合地区 山形県 観察道整備

山形県 堀内地区 舟形町 木道設置

山形県 戸沢地区 戸沢村 木道設置

山形県 鮎貝地区 土地改良区 木道設置

福島県 熊倉地区 土地改良区 植栽

栃木県 山越地区 栃木県 暗渠排水他

群馬県 昭和第１地区 群馬県 植栽

群馬県 強戸北部地区 群馬県 木製名札他

群馬県 妙参寺沼地区 群馬県 植栽

千葉県 袖ヶ浦地区 千葉県 植栽

長野県 星谷地区 長野県 暗渠排水

長野県 大深山地区 長野県 スプリンクラー組み立て

長野県 長門地区 推進委員会 チップ散布

長野県 上田青木地区 中狭区 植栽

長野県 幸村の郷地区 長野県 敷砂利

長野県 立場汐地区 長野県 空石積

長野県 小段地区 長野県 希少植物移設

長野県 上殿鳥地区 長野県 法面植生（植生マット）

長野県 阿南泰阜地区 長野県 木製水路設置

長野県 阿南泰阜地区 長野県 植栽

長野県 木曽中部地区 長野県 法面保護（丸太筋）

長野県 上松地区 長野県 法面保護（むしろ張り）

長野県 和田西原地区 長野県 法面植生

長野県 北穂高地区 長野県 木製防護柵

長野県 朝日地区 長野県 石れき除去

長野県 池田東部地区 池田町 水路

長野県 青鬼地区 長野県 歴史保全施設補修

長野県 三水地区 長野県 敷砂利

長野県 五輪山地区 長野県 敷砂利

長野県 今井地区 長野県 看板設置

長野県 四ツ屋地区 長野県 植栽他

長野県 顔戸地区 長野県 コンクリート舗装

長野県 菜の花２期地区 長野県 木製蓋板設置（道路側溝蓋）

長野県 沼の池地区 長野県 蓋板設置（水路用蓋）

長野県 福島地区 長野県 植栽他

静岡県 龍山地区 静岡県 石れき除去他

静岡県 倉沢地区 静岡県 農道舗装

新潟県 土樽地区 新潟県 敷砂利

新潟県 亀田２期地区 新潟県 植栽

備　　考県名 地　区　名 事業主体 工　　事　　内　　容



平成１５年度　直営施工実施地区 NO.2

新潟県 宇賀地地区 新潟県 植栽

新潟県 小千谷南部地区 新潟県 蓋板設置（側溝用蓋）

新潟県 神谷地区 牧村 コンクリート舗装他

富山県 理休地区 城端町 植栽

石川県 高塚地区 石川県 植栽

石川県 能登中央 (有)能登ﾜｲﾅﾘｰ 敷砂利
石川県 七ヶ用水地区 土地改良区 看板設置

石川県 鶴尾尻地区 石川県 植栽

石川県 北大海地区 土地改良区 ﾋﾞｵﾄｰﾌﾟ整備

福井県 宮川地区 福井県 整地均平

福井県 上中地区 上中町 植栽

福井県 上中地区 上中町 植栽

福井県 上中地区 上中町 植栽他

福井県 坂井兵庫地区 福井県 水路他

福井県 大野勝山地区 福井県 植栽

岐阜県 奥飛騨地区 岐阜県 植栽

三重県 立梅地区 三重県 植栽

三重県 畿央伊賀地区 三重県 植栽

三重県 紀南地区 三重県 水路

三重県 紀南地区 三重県 水路

京都府 河守地区 京都府 不陸整正

大阪府 狭山副池地区 大阪府 植栽他

奈良県 新町池地区 新庄町 水路他

和歌山県 上芳養東山 和歌山県 土壌改良資材散布

鳥取県 内海中地区 鳥取県 砕土及び石れき除去

島根県 下田地区 島根県 植栽

島根県 鹿足地区 島根県 鳥獣害防止柵

島根県 石見東地区 島根県 植栽他

岡山県 金山谷池地区 岡山県 植栽

岡山県 鹿田地区 岡山県 耕起、石れき除去

広島県 田草川地区 広島県 鳥獣害防護柵

山口県 大石地区 美東町 植栽

山口県 大石地区 美東町 石れき除去

香川県 ぜんつうじ地区 香川県 植裁

愛媛県 田穂地区 城川町 コンクリート舗装

愛媛県 道前平野地区 土地改良区 転落防止柵他

宮崎県 都城地区 宮崎県 植栽

鹿児島県 福元地区 鹿児島県 土層改良

沖縄県 羽地大川地区 国 植栽

沖縄県 沖縄本島南部地区 国 安全施設（ｶﾞｰﾄﾞﾚｰﾙ）

沖縄県 伊是名地区 国 除草他

沖縄県 川満地区 沖縄県 耕起・砕土他

沖縄県 大浦地区 沖縄県 耕起・砕土他

沖縄県 桃原地区 沖縄県 石れき除去他

沖縄県 西原東部地区 沖縄県 耕起

沖縄県 西原東部地区 沖縄県 耕起

沖縄県 下北地区 沖縄県 耕起

沖縄県 天城地区 沖縄県 耕起、石れき除去、砕土、土壌改良、畑面植栽

沖縄県 西方原地区 沖縄県 整地

備　　考県名 地　区　名 事業主体 工　　事　　内　　容



平成１５年度　直営施工実施地区 NO.3

沖縄県 豊原地区 沖縄県 土砂溜耕起砕土

沖縄県 西本島地区 伊良部町 整地（耕起砕土、石れき除去）

沖縄県 大保良田地区 沖縄県 整地（耕起砕土、石れき除去）

沖縄県 ミナバ地区 沖縄県 耕起

沖縄県 大浦地区 沖縄県 耕起

沖縄県 間那津地区 沖縄県 耕起

平成１5年度　直営施工実績　１０４工事（国　６、都道府県　７４、市町村等　２４）

備　　考県名 地　区　名 事業主体 工　　事　　内　　容



平成１６年度　直営施工実施地区 NO.1

北海道 空知中央 国 ハーブ植栽

北海道 篠津中央 国 植栽工

北海道 中樹林 国 ハーブ植栽

北海道 新雨竜（二期） 国 ハーブ植栽

北海道 忠別 国 ハーブ植栽

北海道 石狩川愛別 国 植栽

北海道 根室東部 緑資源機構 緑化整備

北海道 根室東部 緑資源機構 挿木作業

岩手県 いわさ南部 国 敷砂利工

宮城県 江合川 国 表面被覆工

宮城県 鳴瀬川 国 測量伐開作業

秋田県 長楽寺 中仙町 草刈

秋田県 土崎・小荒川 美郷町 除草

秋田県 中仙南部 中仙町 草刈・植栽

秋田県 真崎 田沢湖町 除草

山形県 寒河江川下流 国 植栽

山形県 寒河江川下流 国 植栽

山形県 二の堰第２ 山形県 桜木植栽

山形県 因幡堰 山形県 安全柵

山形県 家根合 山形県 案内板、テーブル、ふじ棚、魚道床固め、観察道

山形県 黒川 山形県 素堀水路、暗渠工

栃木県 市貝町北部 市貝町・他 芝桜植栽

群馬県 渡良瀬川中央 国 芝桜苗植栽

群馬県 水上 水上町 サル用電気柵

長野県 西山 長野県 むしろ張り工

長野県 和田西原 長野県 法面植裁

長野県 筑北 長野県 石れき除去

長野県 木曽中部 長野県 丸太筋工

長野県 まごめ 長野県 石れき除去

長野県 菜の花２期 長野県 遊歩道整備

長野県 菜の花２期 長野県 木製蓋の設置

長野県 菜の花２期 長野県 四阿、丸太柵、丸太階段

長野県 幸村の郷 長野県 石れき除去

長野県 辰野 長野県 下草刈、間伐、枝打ち

長野県 姫川北部３期 長野県 用水路工

長野県 三水中央２期 長野県 桜の支柱設置

長野県 小段 長野県 張芝工

長野県 東ため池 長野県 敷砂利工

長野県 犀口 長野県 植栽工

長野県 大深山 長野県 敷砂利工

長野県 百々 長野県 安全看板設置

長野県 野底洞 長野県 張芝工、植栽

長野県 笠原中坪 長野県 石灰岩敷き詰め工

長野県 あち 長野県 竹林整備

長野県 あち 長野県 敷砂利工

長野県 阿南泰阜 長野県 コンクリート舗装

長野県 池田東部 長野県 ほたる水路

長野県 和平３期 長野県 敷砂利工

長野県 和平３期 長野県 敷砂利工、道路案内標識

備　　考県名 地　区　名 事業主体 工　　事　　内　　容



平成１６年度　直営施工実施地区 NO.2

長野県 大俣 長野県 ハーブ植栽

静岡県 足柄 静岡県 植栽工

静岡県 丹野池 静岡県 ハーブ植栽

静岡県 有東木わさびの 静岡県 ハーブ植栽

静岡県 丹野池 静岡県 ハーブ植栽

静岡県 遠州南部 静岡県 盛土、木製プレート

静岡県 戸田饗の里 静岡県 鳥獣害防止柵

静岡県 龍山 静岡県 鳥獣害防止柵

新潟県 阿賀野川右岸 国 植栽工

新潟県 有明 新潟県 張芝工、丸太階段工

新潟県 土樽 新潟県 張芝工

新潟県 関川流域１期 新潟県 植栽工

新潟県 宇賀地 新潟県 排水路法面植栽

新潟県 小黒中央 上越市 コンクリート舗装

新潟県 加勢谷 名立町 コンクリート舗装

新潟県 加勢谷 名立町 管布設

新潟県 谷根 糸魚川土改 植栽

新潟県 谷根川 十日市土改 道路工

新潟県 谷根川 十日市土改 暗渠排水工

新潟県 田麦 新潟県 植栽工

富山県 山田西部 山田村 コンクリート舗装

石川県 加賀三湖周辺 国 植栽工

石川県 七ヶ用水 石川県 用水名、啓発看板の設置

石川県 気屋 石川県 木製階段

石川県 末吉 地域住民 木杭打設

石川県 能登北部 輪島市 茅葺き、建具、排水路の修繕

福井県 日野川用水 国 敷砂利工

福井県 名田庄 名田庄村 環境配慮型水路

福井県 足羽田治 福井県 植栽工

福井県 酒井兵庫 福井県 張芝工

福井県 宮崎東 福井県 敷砂利工

福井県 大野西部 福井県 植栽工

三重県 宮川用水第二期 国 木柵工

三重県 宮川用水第二期 国 集水溝、暗渠排水管

三重県 立梅 三重県 あじさい植栽

愛知県 新矢作川用水 国 木片舗装補修工

愛知県 新矢作川用水 国 石張工、転落防護柵

岐阜県 新濃尾（一期） 国 水路工（Ｕ－１８０）

岐阜県 羽島用水 岐阜県 植栽工

岐阜県 加子母北部 岐阜県 植栽工

岐阜県 西坂 岐阜県 土留工

岐阜県 白鳥大和 岐阜県 園路舗装、植栽工

岐阜県 西郷 岐阜県 植栽工

岐阜県 上田 揖西用水土改 植栽工

岐阜県 美濃東部 緑資源機構 暗渠排水工

滋賀県 三島池 滋賀県 浮島設置、植栽

滋賀県 佐久良川Ⅰ期 滋賀県 張芝工、木杭打設

京都府 豊里中部 京都府 石れき除去

大阪府 狭山副池 大阪府 植栽工

備　　考県名 地　区　名 事業主体 工　　事　　内　　容



平成１６年度　直営施工実施地区 NO.3

大阪府 泉州東部 緑資源機構 ハーブ植栽

大阪府 泉州東部 緑資源機構 植栽工

兵庫県 朝来 地域住民 ハーブ植栽

奈良県 大和平野 国 ハーブ植栽

奈良県 大和平野 国 ハーブ植栽

和歌山県 名田 和歌山県 ため池造成工

島根県 川西 島根県 電気防護柵

島根県 石見東 島根県 昇降路、魚巣設置・植生

島根県 鹿足 島根県 鳥獣害防止柵

岡山県 藤田都六区 岡山県 給水栓設置

広島県 田草川 広島県 鳥獣害防止柵

広島県 田草川 広島県 鳥獣害防止柵

徳島県 吉野川下流域 国 植栽工

香川県 香川 国 植栽工

香川県 ぜんつうじ 香川県 植栽工

香川県 ぜんつうじ 香川県 植栽工

愛媛県 道前平野 道前平野土改 植栽

高知県 窪川西部 高知県 イノシシ防護柵

福岡県 友枝 福岡県 表土耕起

福岡県 三輪 福岡県 弾丸暗渠

長崎県 開 長崎県 コンクリート舗装

大分県 直入庄内 緑資源機構 牧柵、簡易扉設置

宮崎県 五ヶ所 高千穂町 コンクリート舗装

宮崎県 五ヶ所 高千穂町 コンクリート舗装

鹿児島県 加計呂麻 鹿児島県 四阿、木柵工

鹿児島県 福元 鹿児島県 土層改良、イノシシ防護柵

鹿児島県 大隅中央 緑資源機構 道路除草、側溝清掃

沖縄県 羽地大川 国 清掃、草刈

沖縄県 沖縄本島南部 国 排泥工吐出口、弁筺改修

沖縄県 長山北 沖縄県 耕起、砕土、石れき除去

沖縄県 長山北 沖縄県 耕起、砕土、石れき除去

沖縄県 長山北 沖縄県 耕起、砕土、石れき除去

沖縄県 山地 沖縄県 耕起、砕土、石れき除去

沖縄県 砂川 沖縄県 耕起、砕土、石れき除去

沖縄県 下北 沖縄県 耕起、砕土、石れき除去

沖縄県 間那津 沖縄県 耕起、砕土、石れき除去

沖縄県 桃原 沖縄県 耕起、砕土、石れき除去

沖縄県 上原北 沖縄県 耕起、砕土、石れき除去

沖縄県 上原北 沖縄県 耕起、砕土、石れき除去

沖縄県 西方原 沖縄県 耕起、砕土、石れき除去

沖縄県 東方原 沖縄県 耕起、砕土、石れき除去

沖縄県 長山南 沖縄県 耕起、砕土、石れき除去

平成１６年度　直営施工実績　１４０工事

（国　３３、都道府県　８６、市町村等　２１、）

備　　考県名 地　区　名 事業主体 工　　事　　内　　容



様式２

都道府県名

事業実施主体

工事内容

直 営 施 工 状 況 写 真

長野県

長野県 直営施工の工事名

木製蓋(１０００型)加工・組立・布設　L=１００ｍ

用水路工事

中山間地域総合農地防災事業(沼の池地区)事業名（地区名）

施　　工　　前

蓋を設置するため水路天端の土を取り除く

水路まで材料の木材を小運搬

工　事　完　了

 

木材を水路上に並べていく

 

ねじ釘で木材を３本ずつ結合し裏返す

 

施　工　状　況



様式２

直 営 施 工 状 況 写 真

都道府県名

事業実施主体

工事内容

（直営施工の状況写真）

新潟県

新潟県 直営施工の工事名

敷砂利（アスファルト再生材0～40mm）　L=614m   t=10cm
松川ほ場内農道舗装工事

県営中山間地域総合整備事業　土樽地区事業名（地区名）

資材の敷き均し
軟弱部の入替え作業

ロードローラー締固め

タイヤローラーで仕上げ



様式２

都道府県名

事業実施主体

工事内容

直 営 施 工 状 況 写 真

長野県

長野県 直営施工の工事名

地表水排除工
　コンクリート舗装　Ｌ＝２４ｍ

排水路工事

地すべり対策事業（顔戸地区）事業名（地区名）

施　　工　　前

床均し～補足材敷き均し

生コン車からコンクリート打設

工　事　完　了

 

コンクリート敷き均し

 

金ゴテによる仕上げ

 

施　工　状　況



様式２

直 営 施 工 状 況 写 真

都道府県名

事業実施主体

工事内容

（レーザープラウによる耕起作業） （レーザーレベラーによる均平作業）

（耕起後の雑物・石レキ等の除去作業）

京都府

京都府
直営施工の工事名

不陸均平作業：３．１ｈａ

平成１５年度府営大区画ほ場整備促進支
援事業河守地区整地作業

府営大区画ほ場整備促進支援事業
（河守地区）事業名（地区名）



様式２

直 営 施 工 状 況 写 真

都道府県名

事業実施主体

工事内容

山形県

月光川土地改良区 直営施工の工事名

疎水材心土充填機（モミサブロー）によるモミガラ補助暗渠工事
　　　間隔　4.0m    Ａ＝7.2m

平成１４年度 漆曽根地区 補助暗渠工事

基盤整備促進事業事業名（地区名）



直 営 施 工 状 況 写 真

都道府県名

事業実施主体

工事内容

（直営施工の状況写真）
転落防止柵設置状況 転落防止柵設置状況

転落防止柵　完成 花壇設置状況

花壇　完成 花壇の維持管理活動　住民による植栽

愛媛県

道前平野土地改良区直営施工の工事名

転落防止柵設置　木柵(縦格子付）　L=21.0m
花壇設置丸太、丸太杭等　L=13.2m

転落防止柵等設置工事

地域用水機能増進事業　道前平野地区事業名（地区名）



様式２

都道府県名

事業実施主体

工事内容

直 営 施 工 状 況 写 真

大阪府

大阪府 直営施工の工事名

せせらぎ水路　L=40m

地域用水環境整備事業（狭山副池地区）事業名（地区名）



都 道 府 県 名 石　川　県 事業名（地区名） 県営ほ場整備事業（北大海）

事業実施主体名 石　川　県 直営施工の工事名 ビオトープ整備工事[直営施工]

工 事 内 容

直 営 施 工 状 況 写 真

土地改良区組合員によるほ場整備実施地区内ビオトープの木杭人力打設

直 営 施 工 状 況 写 真

木杭人力打設

木杭人力打設



都道府県名

事業実施主体

工事内容

（直営施工の状況写真）

・直営施工の作業中の写真を張り付ける。（２～３枚程度）
・工事ごとに作成する。

直 営 施 工 状 況 写 真

岩手県

岩手県 直営施工の工事名

転落防止木柵設置L=750m

経営体育成基盤整備事業宮守川上流地
区第20号防護柵設置業務委託

経営体育成基盤整備事業宮守川上流地区事業名（地区名）



様式２

直 営 施 工 状 況 写 真

都道府県名

事業実施主体

工事内容

静岡

静岡県 直営施工の工事名

鳥獣害防止柵工　Ｌ＝1,369.7ｍ

平成１６年度中山間総合（中山間・一般）龍山地区直営３工事

中山間地域総合整備事業（一般型）事業名（地区名）

支柱打設

フェンス取付

フェンス取付



様式２

直 営 施 工 状 況 写 真

都道府県名

事業実施主体

工事内容

長野県

長野県 直営施工の工事名

修景施設整備工
　　四阿建築工　　1式
　　丸太柵工　　　L=12m
　　丸太階段工　　8段

農用排中組工区水辺環境整備工事

県営中山間総合整備事業　菜の花２期地区事業名（地区名）



○実施事例における施工管理項目・管理基準（参考）
工 種 工 事 内 容 管 理 項 目 管 理 基 準 等

水路工 水路蓋の設置 施工枚数 設計枚数以上

施工延長 施工延長の－ ％0.1
200 200mmただし、 ｍ未満－

65mm水路布設 基準高 ±

0.2%施工延長 －

100mm護岸石張り 施工延長 －

25mm法長 ±

水路内土砂除去 なし

0.2 200 400mm道路工 敷砂利舗装 施工延長 － ％ただし延長 ｍ未満－

搬入台数 ダンプトラック台数

30mm厚さ ±

150mm 100mm幅 ＋ －

100mm 65mm＋ －

コンクリート舗装 施工延長

10mm厚さ －

30mm幅 －

0.2%アスファルト舗装 施工延長 －

100mm 65mm厚さ ＋ －

30mm幅 ±

区画整理 雑物除去 施工面積

10 ha耕起・砕土・植生 耕起深 個所／

10 ha砕土深 個所／

20kg ha種子散布量 ／

有機肥料散布 なし

10mm土壌改良 天地返し深 －

10mm砕土深 －

0.50ｐＨ測定 ±

整地均平 均平度 当たり 点以上10a 3
35mm標高測定 ±

ha暗渠排水 暗渠排水 施工面積 －０

40cm施工間隔 ＋

（ ）20 40cmｍ区間で 以上にならないこと

mm mm施工幅 (上)－０ (下)－０

15mm埋設深 －



工 種 工 事 内 容 管 理 項 目 管 理 基 準 等

環境整備 隔障物 施工延長 ±０．２％

150mm高さ ±

30mm安全柵・保全柵 高さ －

施工延長

鳥獣害防止柵 施工延長 －２％

200mm支柱間隔 ±

75mm支柱高さ ±

水平緩み 良好であること

折り返し 良好であること

300mmｱﾝｶｰ間隔 ±

ｱﾝｶｰ埋込深 良好であること

50mm金網たるみ

0階段設置 階段段数 ±

50mm階段幅 －

0丸太本数 ±

50mm案内看板設置 基礎砕石厚さ －

200mm基礎砕石幅 －

100mm基礎掘削深さ ±

50mm張ｺﾝｸﾘｰﾄ厚さ －

200mm張ｺﾝｸﾘｰﾄ幅 －

植栽 植栽本数 設計本数以上

植栽面積 設計面積以上

30cm間隔 ±

樹高 指定寸法以上

200mm法面保護 延長 －

100mm法長 －

35mm均平 ±

ＰＣタンク給水 給水位 設計水位以上

L= 100mm 15mm歴史的保全施設 木材（丸太） ± 末口φ

5mm木造施設の補修 木材（板角材） 厚 －









〔農林水産省〕　　農村振興局　整備部　設計課施工企画調整室
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話（代）０３－３５０２－８１１１

〔農政局〕　　　　東北農政局　整備部　設計課　電話（代）０２２－２６３－１１１１
　　　　　　　　　関東農政局　整備部　設計課　電話（代）０４８－６００－０６００
　　　　　　　　　北陸農政局　整備部　設計課　電話（代）０７６－２６３－２１６１
　　　　　　　　　東海農政局　整備部　設計課　電話（代）０５２－２０１－７２７１
　　　　　　　　　近畿農政局　整備部　設計課　電話（代）０７５－４５１－９１６１
　　　　　　　中国四国農政局　整備部　設計課　電話（代）０８６－２２４－４５１１
　　　　　　　　　九州農政局　整備部　設計課　電話（代）０９６－３５３－３５６１
〔北海道開発局〕　農業水産部　農業設計課　　　電話（代）０１１－７０９－２３１１

〔沖縄総合事務局〕農林水産部　土地改良課　　　電話（代）０９８－８６６－００３１

〔全国水土里ネット（全国土地改良事業団体連合会）〕
　　　　　　　　　土地改良研究所　技術開発部　電話　　　０３－３２３４－５４７６

　　　　　　　　農家・地域住民等参加型直営施工に
                              　　　　　　　　関する問い合わせ先




